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鉄道車輌用ころがり軸受と台車の戦前･戦後史 
― 蒸気機関車、客貨車、内燃動車、電車、新幹線電車から現在まで ― 
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Ⅳ．鉄道省標準ガソリン動車キハ 36900 /41000 用車軸軸受………………………………127 
(1)国産ころがり軸受の採用………鉄道省の決断 
(2)ころがり軸受採用の具体的効果 













































































































































を目指す設備更新･近代化を謳い、老朽工作機械 2400 台の新鋭機械 1200 台による代替そ





                                                 
1 現今、rollinng bearing と総称されるころがり軸受は、その昔、アメリカでは anti 
friction bearing などと称されており、業界団体 American Bearing Manufacturers 













2 日暮時郎「統計からみた軸受工業」『機械の研究』第 10 巻第５号(1958 年)、参照。 











表 0-1  戦前から復興期にかけての本邦ころがり軸受工業の発展(主要５社の生産実績) 














1930 255 146 1,127 0.570 4.42 7,720 
1931 267 154 1,357 0.577 5.09 8,800 
1932 288 222 1,839 0.766 6.36 8,300 
1933 360 206 2,021 0.573 5.60 9,840 
1934 531 301 2,616 0.566 4.93 8,700 
1935 845 527 4,449 0.625 5.27 8,460 
1936 1,259 743 6,320 0.590 5.00 8,500 
1937 2,133 1,313 12,035 0.620 5.61 9,120 
1938 4,019 2,508 25,343 0.624 6.32 10,100 
1939 5,719 3,488 48,311 0.610 8.46 13,900 
1940 8,301 5,184 63,654 0.625 7.66 12,2502 
1941 13,366 8,328 100,003 0.620 7.46 12,000 
1942 17,400 10,866 137,063 0.620 7.87 12,620 
1943 23,734 14,994 196,459 0.630 8.25 13,000 
1944 35,006 21,874 314,071 0.624 8.97 14,300 
1945 13,986 8,253 120,759 0.610 8.60 14,100 
1946 7,401 2,829 305,968 0.332 41.30 108,000 
1947 5,875 2,468 399,706 0.417 68.00 162,000 
1948 7,530 3,030 1,079,942 0.403 144.00 355,000 
1949 10,101 3,582 1,989,156 0.354 197.00 555,000 





1950 12,643 4,417 2,066,254 0.329 167.00 500,000 
1951 17,252 5,155 5,790,148 0.300 336.00 1,122,000 
1952 19,810 5,690 6,310,604 0.287 318.00 1,111,000 
1953 29,410 7,059 *10,455,000 0.237 355.00 1,480,000 
1954 33,385 8,955 12,247,717 0.268 367.00 1,365,000 
1955 27,087 6,948 9,732,107 0.258 360.00 1,420,000 
1956 48,101 12,018 17,141,642 0.250 356.00 1,424,000 












(外径 47、内径 20、幅 14) 
6203 
(外径 40、内径 17、幅 12) 
6204 
(外径 35、内径 15、幅 11) 
大メーカー (100) 140(100%) (100) 
中小メーカーＡクラス … 122(87%) … 
同 Ｂクラス (50) 90~94(64~67%) (70~41) 
同 Ｃクラス (29) 50(36%) (40) 











                                                 
5 特殊鋼の歴史は古く、1797 年に L.,N., Vauquelin により、新元素として同定された Cr
は早くも 1820 年頃には鋼合金への添加元素として研究され始めており、1865 年には Cr
鋼に関する特許も取得されている。しかし、質の高い軸受鋼として高炭素 Cr 鋼の開発が













図 0-1 低価格軸受の性能(摩擦抵抗)比較(1936 年頃) 
                                                                                                                                               
現行の軸受鋼と同じ 1%C-1.0~1.6%Cr 鋼の使用に関しては 1905 年という記録が最初のよ
うであるから、ここでも百年を超える歴史が刻まれていることになる。この代表的軸受鋼






『軸受鋼 20 世紀に生まれ、そして翔いた軸受用鋼』日本鉄鋼協会(叢書 鉄鋼技術の流れ 第２シリ



















 これを通常用いられる重量 1t 当りの走行抵抗の
形で表現すれば、 
  A：8.1kg/t(17.8lbs./t) 
  B：23.8kg/t(52.6lbs./t) 
  C：45.5kg/t(48.5lbs./t) 
  D：11.1kg/t(24.5lbs./t) 
となる。 






当時のことでもあるから、A も D も B も皆“カーボン”仲間だったのであろう6。 
今一つ、田口の慧眼ぶりが窺えるのは、彼が潤滑油の性状ところがり軸受の摩擦抵抗と
                                                 
6 因みに、『日刊工業新聞』大阪版 第 5479 号付録『重要工業法全集･工業仕入案内』(大阪







































































消滅してしまった(綿林英一『転がり軸受マニュアル』日本規格協会、1999 年、306 頁、参照)7。 
さて、その国産高炭素 Cr 鋼なるシロモノであるが、第 1 号は案外早く、日本特殊鋼に
よって 1919 年に試作されている。然しながら、それが実用化の域に達したのは漸く 1922











                                                 
7 カーボンベアリングの件で忘れ難いのは 1992 年 6 月 15 日、JR 西日本博多総合車両所
での仕業検査で発覚した 100 系“グランドひかり 291 号：シンデレラエクスプレス”編
成の博多寄り最終車軸歯車箱に発生した油漏れ事故である。その内実は駆動装置ピニオ




る日』講談社、1993 年、第二章全体、特に 58~67 頁、参照。 
  なお、この駆動装置ピニオン軸受はそれ以前にもそれ以後にも重大な損傷事故を起し







表 0-3  復興期における国産ころがり軸受の主要部門別出荷額比率 
年 別    
部門別 
1950 1951 1952 1953 1954 
鉄道車輌 5.1 6.6 6.8 8.1 7.9 
自動車 23.8 23.8 32.8 36.0 35.6 
繊 維 10.3 3.4 2.8 3.8 3.3 
電気機械 7.1 13.7 10.4 13.9 12.9 
農林水産 2.7 3.6 3.7 2.7 5.2 
造 船 0.6 2.3 1.6 0.6 0.9 
鉱 山 1.6 3.9 4.4 2.1 2.2 
化学機械 1.1 1.9 1.2 0.9 1.6 
鉄鋼金属 6.3 10.2 7.7 6.8 6.1 
工作機械 5.2 5.8 7.3 13.4 11.7 
その他 20.0 15.5 15.4 8.3 7.9 
輸 出 15.0 9.3 5.9 3.4 4.7 
合 計 100 100 100 100 100 
大阪府立商工経済研究所前掲『機械工業の実態調査(ベアリング)』(経研資料 No.166)、16 頁、第８表。元
データは『機械統計年報』1955 年版。 




年 3.0(35.6)、’65 年 3.2(35.2)%、’70 年 2.2(30.2)%、’75 年 1.5(27.3)%、’80 年 1.4(32.5)%、’85
年 0.8(33.5)%、’90 年 1.1(38.3)%、’95 年 0.8(39.8)%、と凋落して行く9 
                                                 
8 『鉄道車輌工業と自動車工業』日本経済評論社、2005 年、117 頁、参照。山岡はその後、
永らく社内で用いられることになる検査用芯出し装置を発明するような工夫の人でもあ
った。 
9 日本精工前掲『日本精工五十年史』492 頁、『日本精工六十年史』366 頁、綿林『転がり
軸受マニュアル』317 頁、より。元データは日本ベアリング工業会。1965 年までの分類




























































                                                 
10 車両用ころがり軸受研究会編『車両用ころがり軸受』白泉社、1959 年、「序」より。但
し、正確にはころがり軸受製造再開の魁は GHQ の指令による日産製自動車の修理用部
品製造であり(1945 年 11 月 17 日製造許可指令、11 月 20 日、操業開始)、鉄道車輌用軸受の製
造再開はその約半年後に許可されたようである。日本精工㈱『日本精工五十年史』、




















                                                 
11 cf. B.,Tower, First Report on Friction Experiments. Proceedings of the Institution of 























との仮定の下に流体力学的な油圧発生メカニズムを解明したのが O., Reynolds であり、こ
れを更に一般化して行ったのが A., Sommerfeld ら物理学者たちであった12。 
流体潤滑下における摩擦の発生要因は潤滑油の粘性による流体摩擦が主体であり、その
作用もまた早くから十分明らかにされている。 






















も Stribeck であり、彼は 1902 年に“シュトリベック曲線”(図 1-1)として知られるように
なる実験結果の形でこれを発表した。これに拠れば、境界潤滑条件(図の臨界点 B より左)に
                                                                                                                                               
『軸受･潤滑法』誠文堂新光社、1965 年、29~30 頁あたりも参考になろう。 
12 cf. O.,Reynolds, On the Theory of Lubrication and Its Application to Mr.Beauchamp 
Tower's Experiments, Including an Experimental Determination of the Viscosity of 
Olive Oil. Philosophical Transaction of The Royal Society of London. 177, Part I, 1886. 
A.,Sommerfeld, Zur hydrodynamischen Theorie der Schmiermittelreibung. Zeitschrift 
für Mathematik und Physic. 50, 1904. 因みに、どちらも筆者の如きディレッタントに





図 1-1  ある一つの平軸受における摩擦の条件と摩擦係数 
    
η：油の粘度、N：回転数、P：軸に加わる荷重 
山口文之助『航空燃料及潤滑油』工業図書、1942 年、121 頁、第 35 図(敢えて少し毛色の変わった書物か
ら引用してみた)。 
C 点から左にはもう一段、“乚”状の屈曲部 が描かれて y 切片へと到る。これについてはシュトリベ
ック他著･吉武立雄編訳･笹田 直解説･監修『現代軸受の誕生 Stribeck 曲線の基礎はいかにして築かれたか』
新樹社、2003 年、8 頁、図 5、参照。 
 
                                                 
13 その反面、境界潤滑条件において急激に摩耗量が大きくなるワケではない。なお、
R.,Stribeck の業績や“シュトリベック曲線”については何よりも、シュトリベック他著･
吉武立雄編訳･笹田 直解説･監修『現代軸受の誕生 Stribeck 曲線の基礎はいかにして築かれたか』
新樹社、2003 年、参照。“シュトリベック曲線”そのものについては他にも、例えば日本
潤滑学会編『潤滑故障例とその対策』養賢堂、1987 年、117 頁や、日本舶用機関学会燃
料潤滑研究委員会編『英和和英 燃料潤滑油用語事典』成山堂、1994 年、139~140 頁、と
いった応用的文献においても参照可能である。 






なお、同じ曲線は“Stribeck-Hersey curve”とも、“Barnard, Myers 及び Forest 等
の実験によって求められた図”などとも呼ばれているが、筆者はその委細については承
知していない。日本トライボロジー学会編『トライボロジー辞典』養賢堂、1995 年、
129 頁、山口文之助「潤滑油」(『内燃機関工学講座 第３巻 燃料噴射及燃料ポンプ 燃料･燃焼及



























軸受の定格寿命についての定義を ISA に提案、1945 年には作動中のころがり軸受の温度
上昇についての研究成果を発表、オイルミスト潤滑やオイルジェット潤滑への途を提示す
ると共に、SKF 社より Ball and Roller Bearing Engineering.を刊行した。 





ろがり軸受に関する ISO の現行規格の中に今も陰に陽に生き続けている15。 











15 前掲『転がり軸受工学』4~15 頁、綿林『転がり軸受マニュアル』45、75~76、95 頁、
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図 1-2 Ludberg-Palmgren(1947 年)におけるせん断応力の等応力線図 
                                                                                                                                               
参照。 
なお、岡本純三(工業技術院機械試験所→千葉大学工学部 )に拠れば、ここに言及した
Lundberg と Palmgren との２本の共著論文、 Dynamic Capacityof Rolling 






動的負荷容量 ―― Lundberg-Palmgren 理論の詳解 ―― 』(私家版、第１刷、1988 年、第２刷、
1990 年)がそれである。内容上、同書の流通がごく狭い範囲に限られる点は当然である
にせよ、それはわが国軸受工学者の矜持の高さを示す格好の文献となっている。 












岡本純三『ころがり軸受･ころ軸受の動的負荷容量 ―― Lundberg-Palmgren 理論の詳解 ―― 』私家版、





























図 1-3  アキシャル荷重を受ける玉軸受の玉のスピンに関する角田の図解 












岡本純三･角田和雄『転がり軸受 ― その特性と実用設計』190 頁、図 9･26。 
日本潤滑学会編『改訂版 潤滑ハンドブック』養賢堂、1987 年、678 頁、図 8.2.4、日本トライボロジ－学








































例にとれば、“innner rece”(内輪)と“outer race & roller”(外輪と保持器で支持されたローラ
ーとの Assey)とは分離しており、かつ“互換性隙間軸受”と称して、通常は同一型番なら




JES を受け継いだ JIS(日本工業規格[1949~])においては、1965 年にころがり軸受規格の体




































参考値としてのみ掲げられた。隙間の等級分けとしては ISO に準拠し、約 85%の用途に
適用可能な普通隙間と、それより大きい隙間をもつグループ C3、更に大きい C4、C5、普















                                                                                                                                               
然ながら、軸の熱膨張により有効隙間は「正面取付け」においては増大し、「背面取付け」
においては減少する。 
18 綿林同上書、143 頁、参照。 









































                                                 















































































                                                                                                                                               




は、中根良介･石河 淳『潤滑油の正しき使用法』山海堂、1944 年、第 12、13 章、山口









































                                                 




























純物の介在状況等の違いにより、その転がり疲れ強さに 1960 年代までは 30～100 倍程











                                                                                                                                               
る。軸受用グリースは軒並み 2、3号相当である。このちょう度には“混和ちょう度”(25℃、
60 往復混和後)と“不混和ちょう度”とがあり、それぞれの測定法は JIS に規定されてい
るが、温度による性状変化を反映した試験法とはなっていないため、使用実態との関連
において大きな意味のある指標とは言い難い。 
27 J., Brändlein et al.･吉武立雄訳『ころがり軸受実用ハンドブック』工業調査会、1996
年(原著 3. Aufl. 1995)、131~132、145、168、170~172 頁、綿林『転がり軸受マニュアル』
74、85、87~88 頁、藤井健次「転がり軸受」(『日本機械学会誌』Vol.102 No.967, 1999 年)、
 29 
 
図 1-4 ハード EHL 接触部の概念図 
 
藤井健次「転がり軸受」『日本機械学会誌』Vol.102, No.967(1999 年)、図１。『改訂版 潤滑ハンドブッ
























                                                                                                                                               
参照。 
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写真 1-a-3~1-a-10、43~49 頁、写真 1-c-1~1-d-5、62~65 頁、写真 1-h-1~1-h-8、75~78
頁、写真 2-d-1~2-d-6、88~89、90~91、94、96、97 頁、小野 『ころがり軸受の応用設
計』100~103 頁、写真 9･1、9･2、日本潤滑学会前掲『潤滑故障例とその対策』、23~25
頁、写真 2.1~2.7、26 頁、写真 2.8、35 頁、写真 2,36、2.37、40 頁、写真 2.50、赤岡














即ち、アメリカでは 1911 年、イギリス、ドイツでは 1917 年からころがり軸受の標準
化が着手され、1923 年にはこのテーマをめぐる最初の国際会議がチューリッヒで開催され
ている。1926 年には ISA の第 4 専門委員会がころがり軸受を所轄する運びとなり、この
事業はやがて ISO(国際標準化機構)に引継がれることになる31。 
当時の世界各国の鉄道車輌におけるころがり軸受普及状況を表 1-1 に示す。 
 
表 1-1  1920 年代における鉄道車輌へのころがり軸受普及状況 
国    名 使用開始 統計現在 軸 受 数 用    途    別 
オーストラリア 1922 1922 4 客車 4 
オーストリア 1924 1926 36 客車 20   炭水車 16  
チェコスロヴァキア 1923 1926 246 客車 238   貨車 8 
デンマーク 1922 1926 1209 客車 1147  貨車 62 
エジプト 1923 1923 10 客車 10 
イギリス 1922 - 114 客車 114 
フィンランド 1923 1924 132 客車 116   貨車 16 
                                                                                                                                               
綿林『転がり軸受マニュアル』225 頁、図 5.5.1、5.5.2、日本トライボロジー学会編『ト
ライボロジー故障例とその対策』養賢堂、2003 年、フレーキング：36 頁、写真 2.42~37
頁、写真 2.48、95 頁、写真 3.44~97 頁、写真 3.49、100 頁、写真 3.55~101 頁、写真
3.58、104 頁、写真 3.65、112 頁、写真 3.83∼ 113 頁、写真 3.86、ピッチング(ピーリン
グ)：38 頁、写真 2.49~2.50、フレッチング：41 頁、写真 2.64、42 頁、写真 2.68、43
頁、写真 2.69、45 頁、写真 2.78、46 頁、写真 2.79、118 頁、写真 3.96、126 頁、写真
3.110、『改訂版 潤滑ハンドブック』746~754 頁、日本トライボロジー学会『メンテナン
ストライボロジー』19~20 頁、等を参照。 
30 内海竜夫「ころがり疲れ摩耗」(『潤滑』第５巻 第３号、1960 年)、参照。 
31 遠山･松本前掲『軸受･潤滑法』107 頁、参照。 
 32 
フランス 1923  1923 264 客車 264 
ドイツ 1921 1926 1608 客車 1422  貨車 186 
ギリシア 1925 - 50 客車 50 
ハンガリー 1924 1926 84 客車 80   貨車 4 
イタリア 1924 - 80 客車 80 
日本 23 - 12 客車 12 
メキシコ 22 25 12 客車 12 
ノルウェイ 1924 - 8 客車 8 
スウェーデン 1921 1926 6030 客車 2736  貨車 3294 
スイス 1924 1926 20 客車 20 
ペルー 1921 - 32 貨車 32 
アメリカ 1921 1926 1498 客車 1498 
中村良蔵「鉄道車輌用ローラーベアリング」(『業務研究資料』第 16 巻 第１号、1928 年)、第一表より。原












































図 1-5  鉄道省の機関車試験台(1914 年竣工) 
 





                                                 







































いことにある、と推定された。『運転ニュース』第 4 巻 9 月号、1936 年、８頁、「D51
形と D50 形機関車とはどちらが石炭消費成績がよいか」、参照。 
機関車試験台を用いた測定データを公開した資料として、例えば官房研究所第六科








なお、D50→D51 時代の鉄道省においては前掲の C51(1919~’28)から C54(’32)、
 35 
無論、既に別稿において取上げられたように、C51 と C59 との間にあって国産“重パ
シフィック”(大形 2C1)の原点となった鉄道省初の３気筒機関車、C53 型の場合だけは流石

























このオケン 5020 型試験車は元々、蒸気機関車用に開発された車輌であるが、1926 年に
は、東海道本線の部分電化に先立ち、これに電気機関車の性能測定用機器が付加された。
牽引力の最大秤量は 36.24 ㌧であったが、最大測定速度については不明である。 
                                                                                                                                               
C55(’35~’37)を経て C57(’38~’44)、といった気の長い“開発”事蹟も記録されている。C54
は蒸気圧を C51 より 10.7%上げて 14.4kg/cm2にした分、気筒径を縮小して帳尻を合わ
せた以外は外観変更程度、C55 はその蒸気圧を 14.0 kg/cm2に下げて棒台枠に変更し、
溶接工法を採用した以外は外観変更程度。C57 は 16 kg/cm2化したボックス動輪の近代
機。この“開発”過程のテンポは D50(外側ラップ 32mm、リード 2mm)と D51(同 30mm、4.8mm)





35 鉄道常識叢書 第９編『客貨車･電車･内燃動車』鉄道研究社、1935 年、１-61 頁。多賀
祐重『鉄道車輌』鉄道工学会、1940 年、44 頁にも若干の言及が見られる。 
36 朝倉希一「機関車の走行抵抗殊に機関車の機械効率に就て(大正八年四月三日神戸臨時大会に
於て)」『機械学会誌』第 22 巻 第 59 号、1919 年 12 月)、参照。 
 36 
オケン 5020 にはその後も随時改造が施され、1928 年には称号もオヤ 6650 と改められ
た。しかし、同車は 1937 年、大船駅構内における列車事故で大破したため、測定機器を
20m ３軸ボギー車、マイネフ 37200 改造のマヤ 39900(後にマヤ 371、マヤ 381 と改称を繰返す)
に譲って廃車となっている37。 
 
図 1-6  鉄道省の動力試験車オケン 5020(オヤ 6650) 
 
曾小川久和「車両性能試験車の移り変わり」(『鉄道ピクトリアル』第 20 巻 第 241 号、1970 年９月)より。 
 
その後、試験車にも電車用が加わった(初代は 1928 年製のクヤ 16001)。測定機器としては何
れも油圧式牽引力測定器






課勤務時代の 1936 年７月、大津～米原間で C51 258、C55 9 を用いて牽引力算出公式再
                                                 
37 日本国有鉄道『鉄道技術発達史 Ⅴ 車両と機械(1)』1958 年(クレス出版、1990 年)、755、
757、758 頁、曾小川久和「車両性能試験車の移り変わり」(『鉄道ピクトリアル』第 20 巻 第







オヤ 6650、クヤ 16001 ただ２両のみであった。従ってこの辞典の記述は不適当である。 
尚、水戸鉄道管理局 運転部客貨車課編『客貨車データブック』交友社、1965 年、
270~271 頁を参照しても 1964 年 3 月現在の国鉄における動力試験車の保有両数はマヤ




















                                                 




技術研究所(JR 総研)が発足する 1986 年 12 月まで用いられるが、この間、1950 年、運輸
省運輸技術研究所の設立に際し、一部業務の移管を行っている。 
40 南満州鉄道㈱ 中央試験所 沙河口研究所『試験車(ダイナモメーターカー)説明書』1936 年、
『南満洲鉄道「あじあ」と客･貨車のすべて』248~249 頁、参照。自社設計、製造。測定機器は
アムスラー(Alfred J.Amsler&Co. スイス)製。蒸気機関車の蒸気圧力、温度及び煙室内ガス
の分析装置も備えていた(CO + H2, CO2)。標準軌間である満鉄の車輌だけに最大測定速度
は 150km/h、油圧式牽引力測定装置の最大秤量は 50 ㌧と、鉄道省の動力試験車より規
模壮大であった。 




う小径の動輪を有するミカニがこの試験で記録した最大速度 63mile/h(101.4km/h @ 































紹介を試みよう(図 1-7, 1-8)。 
 
 図 1-7  平軸受と玉軸受を装備した客車の速度別走行抵抗比較 
      
A.,W.,Macaulay, Hand Book on Ball and Roller Bearings. 2nd. Imp. London, 1929,p.196, Fig.199. 
 
図 1-8  平軸受と SKF コロ軸受を装備した客車の速度別走行抵抗比較(SKF) 
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 ibid. p.200, Fig.203.  
A：平軸受、客車 10 両、B：同、客車５両、C：SKF コロ軸受、客車 10 両。客車１両当り重





節減の面で著効が発揮された(図 1-9, 1-10)。 
 
  図 1-9  London County Council の２軸路面電車における速度別走行抵抗比較 
         
                ibid. p.208, Fig.213.  
      LCC は SKF と Hoffman のコロ軸受を採用していたが、この図のコロ軸受はメーカー不詳。 
 
図 1-10  London County Council の２軸路面電車における積載状況別引出抵抗比較 
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                      ibid. p.209, Fig.214. 
 
アメリカでも同様の進歩が見られ、Northern Texas Traction Co.における平軸受及び玉
軸受装備の Birney Safety Cars を用いた運行データ比較によれば、１台１マイル当りの電
力消費量は平軸受装備車の 1.31kWh に対し、玉軸受装備車のそれは 1.14kWh で、14.9％
の節減を示した。１mile/h/s2の加速に要する電力は前者の 2.88kWに対し、後者は 2.58kW、
と 11.62％の節減効果であった。又、最大速度は 23.8mile/h から 25.2mile/h へと 5.8％向






図 1-11 はそこに引用されている「A.R.A.プレーンベアリング」使用車と「Timken ロー
ラーベアリング」使用車との速度別走行抵抗比較実測値比較の重引であるが、車輌重量当




図 1-11  平軸受装備車輌と Timken 円錐コロ軸受装備車輌との速度別走行抵抗 
                                                 
41 cf.ibid. pp.209~213. 
42 円錐(台)状のコロとこれに対応する内外輪軌道面を有する円錐コロ軸受は概ね米語では
tapered roller bearing、英語では taper roller bearing と表記されることが多いようで
ある。円錐コロ軸受そのものについては後述。 
 41 
       
秋山正八「内燃機動客車に就いて」第８表(『機械学会誌』第 34 巻第 170 号 1931 年６月、『鉄道史料』80
号 1995 年、にリプリントあり)。中村良蔵前掲「鉄道車輌用ローラーベアリング」Fig.3 にほぼ同じ。 
 
但し、1930 年頃、日車は鉄道車輌用「ドラム、ブレーキ」に関する特許を取得し、1930









                                                 
43 湯口徹『内燃動車発達史(下巻)』ネコ･パブリッシング、2005 年、202、206~207 頁、参
照。 
なお、ここに言う A.R.A.は米国鉄道協会＝American Railway Association の 
acronym であるが、この協会は後に“A.A.R.”＝American Association of Railroads と
改称している。その時期や意味については不詳であるが、同協会の権威ある出版物、
Locomotive Cyclopedia Of American Practice.の各版を突合せてみると、1930 年の 9th. 
















                                                 





























                                                 




1961 年、第Ⅰ編及び巻末資料、日本精工㈱『日本精工五十年史』1967 年(とりわけ 95、
296~297、318~321、340~347 頁)、小野 繁『ころがり軸受の応用設計』大河出版、1979 年、
121~125 頁、浅野光一「鉄道車両用軸受」(応用機械工学編集部編『鉄道車両と設計技術』大河
出版、1980 年、所収)、日本精工㈱『転がり軸受 CAT. No. 140c』(総合カタログ)1988 年を
参考にした。 


















SKF 社(Aktiebolaget Svenska Kugellagerfabriken：スウェーデン玉軸受工場 → Aktiebolagt SKF：




図 2-1  SKF 自動調心玉軸受 
 











                                                                                                                                               
輌用コロ軸受の諸問題(2)」と表記する。 



















『帝国鉄道協会会報』27 巻 第 4号(1926[大正 15]年 7 月)に掲載されているチエルベルジ
ス継続合資会社 SKF 部(東京市麹町区有楽町)の広告はトロッコの補修部品として用いられ


















に再加熱 → 炉中で徐冷(炭化物を球状化させるため) → 機械加工 → 650℃まで徐熱 → 
800~900 度まで急熱 → 油中で急冷(硬化のためになされる油焼入れ) → 180℃にて１時間油




                                                 
46 SKF 軸受のわが国への輸入は 1910 年、スウェーデン、チェルベルジ商会(J.A.Kjellberg & 
Sons Ltd.)の日本代理店であった在横浜のヴルセヴィッチ商会によって持込まれたサン































れるようになり、これを SKF Hofors Bruk 製鋼所製において製鋼した Cr 鋼、Cr-Mo 鋼、
Cr-Mn 鋼材が新たに SKF 軸受鋼となった50。 
                                                 







48 朝倉希一『技術生活五十年』日刊工業新聞社、1958 年、124 頁、参照。 
49 Brauch, B., M., American Industry in the War ― A Report of the WAR INDUSTRIES 
BOARD(March 1921). N.Y. 1941, p.392. 





























軸受(図 2-2)を開発、この製品は SKF の新たな“顔”となり、世界的に普及した。 
 
図 2-2  SKF 自動調心コロ軸受(旧型) 
  
Macaulay, Hand Book on Ball and Roller Bearings. 所収の Skefko Ball Bearing Co., Ltd.の広告より。 
 
更に 1949 年、内輪の中ツバを廃した上、コロを対称コロとし、左右のコロの間に薄い











る自動調心コロ軸受に関する特許の失効を待って 1970 年頃からその国産化に入った51。 
Palmgren の自動調心コロ軸受においては外輪軌道面の曲率中心と軸受中心との一致ゆ



























受が SKF 軸受の補修用と思しき役回りを演じた事蹟も確認されている(図 2-3)。 
 
図 2-3  SKF の自動調心コロ軸受並列型軸箱と同系列軸箱への NSK 製軸受使用例 
                                                 
51 『転がり軸受工学』29 頁、綿林『転がり軸受マニュアル』236、279~280 頁、参照。 









SKF の自動調心コロ軸受はアメリカでは 1921 年、初めて客車に使われ、機関車には
1927 年に初装備された。もっとも、それらは炭水車や先･従輪の軸受であった。同じ頃、








ベルジス継続合資会社 SKF 部の広告は電車の主電動機軸受に関するもので、そこには、 
  鉄道及電車モーターにとって最も重要なる点はその運転の確実なるべきことである。 





また、Wingquist と Palmgren は 1920 年、内輪の大ツバ内面とコロの端面を共に球面
                                                 
53 SKF自動調心コロ軸受の客･貨車への早期使用例については cf. Anti-Friction Bearings 
For Railway Rolling-Stock. The Railway Engineer. June, 1927. pp.228~231, Roller 
Bearings For Railway Rolling Stock. The Railway Engineer. July, 1931. pp.249~251, 
266. 後者には先台車やブースターへの適用例も紹介されているが、蒸気機関車関係につい
ては後程まとめて述べる。 











る。参考までに図 2-4 を掲げておく。 
 






a：SKF の特許。小野 繁『ころがり軸受の応用設計』163 頁、図(1)-25。内輪に小ツバは無い。 
b：服部 喬･笹田 直(NSK)「コロガリ軸受の予圧特性」(『いすゞ技報』第 29 号、1958 年)、第８図。 








                                                                                                                                               
を試作している。『車両用ころがり軸受』70 頁、参照。 
55 引用は前掲『ころがり軸受実用ハンドブック』29 頁より。この点に関する岡本･角田前





























57  Cf. Macaulay, ibid. pp.204~205. 
因みに、日本機械学会 鉄道部門委員会 鉄道車両の走行抵抗調査分科会『鉄道車両の
走行抵抗』日本機械学会、1964 年(既存の実験データを国鉄工作局長 衣笠敦雄を委員長とする同










Machinery’s Encyclopedia. 1929 年版に拠れば、その一つである円錐コロ軸受は Ohio




Grant に踵を接するかのように、Ohio 州 Canton の Henry Timken と彼の義父、R., 
Heinzelman も円錐コロ軸受を開発、こちらは 1898 年と年代も判っている。彼らはその
翌年、これを高級馬車用に供した。図 2-5 に 1898 年に取得された Timken の特許の図を
示す。この図を見るに、円錐コロはその両側に案内輪を従えていたようである。 
 




「摩擦は友、摩擦は敵」(『LEMA』No.450, 1998 年)、図-5。 
 
1907 年前後にこれを H.,W., Alden が改良し、ティムケン社(The Timken Roller Bearing 
Co.[米] '09 年に軸受部門を分社、海外拠点として British Timken Ltd.[英])のアルデン型円錐コロ軸
受は同社の定番となった(図 2-6)58。 
 
                                                 
58 H., Timken に関するコンパクトな伝記的・社史的事項については、Cf. G.,S., May ed. 
Encyclopedia of American Business History and Biology. The Automobile Industry, 
1860-1920. Facts On File, 1990, pp.443-445. より詳しい社史文献として Betty H., 
Pruitt, TIMKEN From Missouri to Mars ―  A Century of Leadership in Manufacturing. 
Harvard Business School Press, 1998. が挙げられる。 




図 2-6  ラジアル円錐コロ軸受およびラジアル自動調心コロ軸受の諸形式 
 
『日本精工五十年史』297 頁より。 
Timken 円錐コロ軸受の技術的変遷については Betty H., Pruitt, TIMKEN From Missouri to Mars ― A 
Century of Leadership in Manufacturing. Harvard Business School Press, 1998. pp.90~91 にもカット写真
が掲載されている。 
 
1918 年、E.,E., Neel は内輪の大ツバでコロ太端を直接押さえるニール型円錐コロ軸受
(図 2-7)を発明、Timken もこの方式に転じ、以後、世界でも稀なインチ系円錐コロ軸受だ
けを製造する軸受メーカーとして産をなすこととなる。 
Timken の定番となったニール型円錐コロ軸受は 1920 年頃からアメリカの自動車に普





図 2-7  Timken のニール型ラジアル円錐コロ軸受 
    










Timken の軸受も SKF 同様、優れた材料技術で知られていた。最初の製管工場は 1915
年に、電気炉製鋼工場は 1916 年にそれぞれ建設され、時を同じくして棒鋼圧延工場、冷
間引抜鋼管工場、線材工場も整備された。そしてこの自社製鋼工場において Cr 鋼の製造
が始められた。製鋼工場は 1919、 ’22、’28、’29 年に増強され、’28、’29 年には製管工場




















軸受鋼の場合、加工手順の一例を挙げれば、焼鈍(820～880℃ → 徐冷) → 機械加工 → 
900~930℃にて 25~27 時間浸炭、浸炭処理後、890℃で 10 分間加熱 → 油冷 → 780℃に
10 時間保持 → 740℃まで徐冷 → 油中急冷(油焼入れ) → 200℃で焼戻し → 研削仕上げ 
                                                 
59 簡単には齋藤 晃『蒸気機関車の興亡』NTT 出版 1996 年、287 頁、同『蒸気機関車の




































ール技術』32~33 頁より。第 2 以降の段落引用者)。 
赤岡はまたクリープを伴わず、微動摩耗のみによって腐食が進むケースについても注意
                                                 










(3)第３勢力 ―― ドイツ、日本、アメリカ、イギリス 
既に触れたように、ドイツは玉軸受の導入における先進国であった。初期には自転車が
その使用部面で、DWF(Deutschen Waffen-und Munitionsfabriken：ドイツ武器弾薬製造会社)をは
じめ、幾つかの玉軸受メーカーが叢生したが、FAG(Kugel-fischer Georg Schäfer & Co.)を除き、




このドイツの鉄道車輌界においては 1903 及び’04 年に玉軸受の、’09 年にコロ軸受の導
入が始まっていたが、かかる玉軸受優先の状況がこの分野において長続きしよう筈はなく、
幾らかの曲折を経つつ、やがてはコロ軸受が主流を占めるようになる63。 
因みに、1927 年頃、総勢 80 万両ほどの車輌を擁したドイツ連邦鉄道においては年間 25
万両の車軸発熱事故が発生し、2.5 万マルク以上の経費と 75 万日の休車日の計上を余儀無
くされていた。ドイツの鉄道車輌においてはころがり軸受の使用条件は貨車において軸重
10t、最高速度 60km/h とされ、客車においては軸重 8t、最高速度 120km/h、と、かなり













いては、『日本精工五十年史』95 頁、表 57 注、296~297 頁、表１注、吉武前掲『現代











一方、SKF、Timken という二大勢力に対抗すべく、ドイツは Timken 製品の輸入を禁
止する傍ら、H.,L., Bock によって 1912 年に開発されたボック型円錐
．．
コロ軸受をクルップ
で量産させるという政策的決断を下す。この Bock 社(海外拠点として The Bock Bearing Co.[米]
及び British Bock Bearings Ltd. [英])こそはコロ太端と内輪大ツバとを点接触させる、という点
においては斯界のパイオニアであった66。 









同社は早くからころがり軸受の重要性に留意し試作を重ねたが、1916 年、製品第 1 号
となったころがり軸受は横須賀工廠向けの自動調心玉軸受であった。 






                                                                                                                                               
照。 
64 中村良蔵前掲「鉄道車輌用ローラーベアリング」、参照。 
65 同上書、90~93 頁、は 1927 年代後半のドイツにおける円筒コロ軸受中心の鉄道車両車
軸軸受界の概況を窺わせる好資料である。Jaeger のコロ軸受については同書、32~33
頁、参照。 
66 Macaulay, ibid. pp.73~74. 
67 Hans Behr, Kugel-und Rollenlager.1927. 林則行訳『球及びころ軸受』独逸機械工作法





















る。同社は引き続き、1931 年、ニール型、1934 年には SKF 型の球面ツバ案内方式の円









NSK、NTN、3 社の製品で、輸入途絶ないし禁止がなければ SKF を使いたい、というの
がユーザー側の偽らざる心境であった。それでも、こうした自動車や装軌車輌を主戦場と
                                                 
68 『日本精工五十年史』13~36、348~349 頁、参照。 
69 ダイヤモンド社編『ベアリング〈東洋ベアリング〉』1967 年、58~66 頁、参照。 
70 『日本精工五十年史』319~320、321 頁、参照。 
















創業当初から IKF(Ikeda Koyo Factory)ブランドでころがり軸受を手掛けて来た。1935 年、
株式会社に改組。製品の中心は農機具用、工場伝動軸








付言すれば、アメリカ、ニュージャージーのコロ軸受メーカー、Hyatt Roller Bearing 
Co.(1892 年創立：後述)はコネチカットの玉軸受メーカー、New Departure Manufacturing 
Co.(1889 年創立の New Departure Bell Co.が母体)と 1916 年に合一の上、CM の傘下に下り、
1933 年には GM の事業部 New Departure Hyatt となった。それ以来、NDH はアメリカ
ころがり軸受産業の量的頂点に立っている。しかし、その製品は圧倒的に GM など自動車
向けであり、y = ax 的企業であるためか、あらゆるサイズのインチ系円錐コロ軸受に特化
した Timken のような存在感に欠ける嫌いがある。 
イギリスでは Hoffman Manufacturing Co.(1898 年創立)が名門として知られ、永年、
Skefko に次ぐ地位を占めて来たが、1970 年、国策により Ransome and Marles Bearing 
Co., Ltd.(1917 年創立)、Pollard Bearing Ltd.(1942 年創立)と合一せしめられ、RHP へと生
まれ変わった。しかし、何の因果か、その RHP は 1989 年、わが日本精工に買収されるに
                                                 
72 不二越鋼材工業㈱『不二越二十五年』1953 年、114~143、212~214、275 頁、『NACHI
印製品寸法表 第十二巻』1941 年、参照。 





























キロ 350km【同】ととも D51 による準急しなの
．．．
機関車キロ 353.2km【同】のロング
ラン仕業が行なわれるようになった(227 頁)。  
C62 による浜松－大阪間の【往復】400km 高速ロングラン運転によるビッグエンド
の発熱防止に【は】検修関係が心血を注いだ(188 頁)。  
その保守には【機関区単独ではなく】天下の浜松工場が協力し、最高の状態で特急運




名古屋機関区では、ビッグエンドの発熱は特急用 C62 準急用の C57 とこの D51 で









あった(284 頁)。    
との証言に鑑みるに、上記３つのロングラン仕業には軸受の発熱事故が付き物であったよ









































































図 3-1  Return Crank Bearing の例(SKF) 
     
Macaulay, ibid., p.204, Fig.209. 
 
図 3-1 はこの意を体した設計で、London Midland and Scottish 鉄道によって 1920 年
代末期に先鞭が付けられたという Return Crank Bearing の概要である。開発年代的には
Southern 鉄道、Lord Nelson 級単式４気筒機関車を参考に同鉄道が North British 








験の目的で 1905 年に試作され、結局、不首尾に終わった Vulcan Foundry 製４気筒複式




















片道 46 哩の試験区間の内、往路、広島→瀬野間は概ね平坦線、瀬野→八本松間は C52





表 3-1 広島~糸崎間で実施された潤滑制限状況下での温度測定実験結果(℉ ) 
 車軸油 マシン油 同左 8:2 同左 6:4 同左 3:7 同左 5:5 
太端 
広島  68  70  70  70  70  70 
八本松 140 120 115 110 110 115 
                                                 
75 No.1300 については cf. F.,A.,S.,Brown, From Stirling to Gresley 1882~1922. Oxford 
1974, pp.97,128~129,137~138, そのリビルドならびに 1924 年の廃車については






糸崎 120  90  95  90 100  80 
連接棒第３位 
広島  68 70  70  75  70  70 
八本松 130 120 100  90  95 100 
糸崎 100  95  80  80  85  90 
クロスヘッド 
広島  68  70  95  75  75  80 
八本松 120 120 105 110 115 125 
糸崎 115 100  95  95 105 100 
外気温度 
広島  69  65  70  64  70  75 
八本松  73  65  70  70  70  75 
糸崎  74  60  73  70  66  75 
本山邦久『機関車用 弁及弁装置 1931 年増補改版』江島日進堂出版部、1931 年、381 頁、より。 





























ギリスのそれに近い Alco の重量貨物機関車における SKF 軸受の、但し、円筒コロ軸受と
スラスト玉軸受の適用例を紹介しておく。 
 
図 3-2 Alco の重量貨物用機関車における SKF 軸受の適用例 
    
ARA  Locomotive Cyclopedia of American Practice Ninth Edition ― 1930. p.618, Fig.1362. 軸受




ような分野に適役である針状コロ軸受の採用例が現れる。その一例たる London Midland 
and Scottish 鉄道、Coronation(Duchess)級(1937 年)急客機における Hoffmann 製針状コロ





図 3-3  弁装置に採用された針状コロ軸受 ― McGill Multirol Precision Needle Bearing 
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Baker 弁装置用 McGill Multirol Precision 針状コロ軸受 Baker 弁装置ベルクランクにおける使用状況 
  
Baker 弁装置における全体使用状況 Walscharts 式弁装置における全体使用状況 
A.R.A.― Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia of American Practice Tenth. Edition. ―1938. 











は最適任と想われる SKF ではなく Timken であった。それゆえ、Timken 円錐コロ軸受の
蒸気機関車への適用についてはやや詳しく紹介されねばならない。 
アメリカにおいては既に 1920 年、かの“自動車王”Henry Ford が時の Timken 社長、
Henry HeinzelmanTimken に円錐コロ軸受の鉄道車輌への適用を志すべき旨、助言して
いた。もっとも、Ford Motor Company 自身の製品への円錐コロ軸受採用は 1927 年のモ
デルチェンジによる A 型まで持ち越されることになる。 
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図 3-4  T.,V., Buckwalter 
 
Buckwalter, Roller-Bearing Service in Locomotive, Passenger, and Freight Equipment. 

























                                                 
77 大谷資利『米国を中心とした欧米の客貨車要話』鉄道青年会出版部、1929 年、205 頁
より。 
78 平軸受装備車輌を前提とした、国鉄関係資料に所収の「車軸軸頸の温度と其の色状」な
















無論、コロ軸受においても、頻度は低いとはいえ、潤滑不良等に起因する Hot Box は
発生し得る。わが国鉄のコロ軸受装備車輌における事故例についての一般論的な参考文
献には車軸発熱状態に関する種別として次のような記述がある。 
呼称種別 略 号 温  度 参  考 
平熱 A 40℃未満 触手出来る 
微熱 B 40℃以上 触手出来るが少し温度が高い 
軽熱 C 55℃以上 触手が長く出来ない 
強熱 D 70℃以上 触手が出来ない 
激熱 E 局部溶解、引火、もしくは発火するもの 














 一、ハイエツト式ローラーベヤリング     (Hyatt Roller Beari u
ママ
g) 
 二、エス、ケー、エフ式ローラーベヤリング  (S. K. F.  〃  〃    ) 






















   
 


































図 10-1の軸受と図 10-3の AAR標準円錐コロ軸受の中間と言える単列円錐コロ軸受の「背
                                                 
79 大谷同上書、39~42 頁、より。この辺りの展開や掲載図は中村良蔵前掲「鉄道車輌用ロ
ーラーベアリング」と同じであり、共通のタネ論文の使用の痕が窺われる。 




巻 第３号、1930 年)、後藤猛･横田胤敏「客貨車」(『鉄道常識叢書 第九編 客貨車』鉄道研究社、
1935 年、所収)1-119~1-121 頁、などをも参照。 
なお、Hyatt 事業部も流石に 1930 年代の後半ともなれば撓みコロ軸受を放棄し、中
実円筒コロ軸受へと転換するに到ったようである。Engineering. Jan. 15, 1932. p.66 に
は熱処理された特殊帯鋼製コイル(逆巻き･複列)を有する Hyatt 軸受が紹介されている。
これは在英法人、Messrs. Delco-Remy and Hyatt, Ltd.の製品と記されているが、恐ら
く製造自体はアメリカでなされたもので、鉄道車軸用 Hyatt 撓みコロ軸受の最終形態を
示す例であろう。 
因みに、A.R.A.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice 




原書房、1976 年、39 頁、参照。 
80 Linke-Hofmann-Busch GmbH.はブレスラウの鉄道車輌メーカーで、現在は Alstom(仏)
グループの Alstom Transport Deutschland GmbH.となっている。 
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面組合せ」方式であったが、最高速度 60km/h、荷重 10t とあるから、上述の事情と照し
合せるに、恐らくは貨車用の平軸受代替モデルだったのであろう。 
 
図 3-5 グリース潤滑のリンケ‐ホフマン製 Timken 軸受 
 






















図 3-6  1927 年頃の Timken 鉄道車輌車軸用円錐コロ軸受：Single Box Railway 
                                                 
81 「内輪一体型複列内向き軸受」の意味については第５章 第１節で改めて記述する。 
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Application 
         
       
            
ARA  Locomotive Cyclopedia of American Practice Ninth Edition ― 1930. p.776, Fig.1905, p.777, 
Fig.1909, ARA  Car Builders' Cyclopedia of American Practice Thirteenth Edition ― 1931. p.850, 























図 3-7 American Steel Foundry のコロ軸受ユニット 
 




写真の方は Timken 円錐コロ軸受の採用例であるが、断面図には軸受として Timken の




鼓型コロを有する Shafer Bearing の自動調心円錐コロ軸受などというのはゲテモノの
極みであるから本筋からは逸れるが、ヨリ詳細な図を掲げておく。 
 
図 3-8 American Steel Foundryのコロ軸受ユニットにおけるShafer Bearing Co.の自
動調心円錐コロ軸受の採用例 
 






これに対抗するかのように、Buckwalter は inside bearing を持ち、ASF 輪軸における
死軸と活軸との関係をひっくり返したような輪軸ユニットとボギー台車を設計し、
American Car and Foundry Company に製造させた。Timken 台車のような inside 





その内部に蓄えられる油の量は ASF のモノより一層多くなっている。 
 
図 3-9 Timken の inside bearing 式貨車用輪軸/ハウジング/サイドフレーム･ユニット 
   






















試作を行なわせ、Timken の新型台車が勝ち残った。Buckwalter の新型台車は 1927 年 5
月就役の“Pioneer Limited”用の客車に採用された。新型台車を履いた“Pioneer Limited”
用客車においては滑らかな発進と Hot Box の排除が実現し、同じ機関車で 12 両ではなく
21 両を牽引することが出来た。同社は最初の編成が実用化試験中に早くも Timken ベアリ
                                                 
82 Brill の製品群については cf.I.,Franco and P.,Labryn, Intrrnal-Combustion 
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視していた。この志向は恐らく、SKF や Hyatt、更には Mo 鋼製中実コロの表面に螺旋溝
を切り、油の循環を促すという擬似 Hyatt 的軸受＝Fafnir-Melcher コロ軸受で知られてい













先ず、上述した inside bearing装備のボギー台車は蒸気機関車においては直ちに“engine 
trucks”(先･従台車、多くは前者)への応用が可能である。その例を図 3-10 として掲げる。 
 
図 3-10 Timken 円錐コロ軸受の“engine truck”＝先台車への応用例 
                                                                                                                                               
Locomotives and Motor Coaches. Utrecht, 1931, pp.206~215. 
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ARA Locomotive Cyclopedia of American Practice Ninth Edition ― 1930. p.775, Fig.1903, 1904. 



















車軸配置 2D2、動輪径 731n.(1854mm)、動輪上重量 111.4t の設定時に 235 lbs/in2(16.5 
kg/cm2)、同 119.6t の設定時に 250lbs/in2(17.6kg/cm2)の蒸気圧を発生するサーミック･サイ
フォン付ボイラを有し、最大有効出力(Drawbar Horsepower)4600 馬力を誇る堂々たる試作
機関車は American Locomotive Company で建造された。足回りにはアメリカの蒸気機関
車としては珍しく、クロス･バランシングが採用されたが、これはコロ軸受の特性を活かし
て高回転化を図りたいという意図あっての設計であった。また、加速性能、上り勾配での
牽出し能力を高めるため、２軸従台車の第２軸には Franklin Railway Supply Company
製のブースターが装備された。 
試作機関車にはエンジン部分に International Nickel Company製の Ni合金鋼ロッドや






















図 3-11 Timken“TRBX 1111”、通称“Four Aces” 
 
A.R.A.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Ninth Edition ― 1930. 
p.777, Fig.1908, ditto, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Tenth. Edition―1938. p.703  Fig.13 
(炭水車に小改造).. 
 





















          




 “Four Aces”は 1930 年５月 14 日に就役、先ず、ニューヨーク･セントラル鉄道にて
貨車 125 両からなる列車の牽き出しに成功。Buckwalter の古巣、Pennsylvania 鉄道では
6 月、総重量 355t を超えるこの機関車を平坦線で３人の男性にロープで牽き出させるテス
トに成功した。8 月 7 日には下り緩勾配線上でハイヒールを履いた 3 人の若い女性による
牽き出しというデモンストレーションまで挙行されている。 




厳冬期、氷雪にまみれたその軸箱の写真は鉄道車輌における Hot Box からの解放を象徴す
る情景であった。 
 
図 3-13  氷雪にまみれた“Four Aces”の車軸回り(A：先輪、B：動輪、C：従輪) 
 
Buckwalter, Roller-Bearing Service in Locomotive, Passenger, and Freight Equipment. 
Transactions of The American Society of Mechanical Engineers. Vol.56, No.1 Jan. 1934, Fig.8. 
 






図 3-14 ２年間、119,600 マイル走行後も健全な状態に在った“Four Aces”の動軸軸受 
                                                 
83 cf. Experimental Locomotive Fitted with Roller Bearings. The Railway Engineer. 
June, 1931, T.,V.,Bucklwalter, Roller-Bearing Service in Locomotive, Passenger and 
Freight Equipment. Transaction of American Society of Mechanical Engineers. 
RR-56-1, Jan., 1934.   
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Buckwalter, Roller-Bearing Service in Locomotive, Passenger, and Freight Equipment. 
Transactions of The American Society of Mechanical Engineers. Vol.56, No.1 Jan. 1934 より。 
 




は鉄道車輌にころがり軸受を応用した功績により、1940 年代に伝統ある Franklin 



































“1111”についてはまた、cf.B.,H.,Pruitt, TIMKEN From Missouri to Mars ― A Century 
of Leadership in Manufacturing. pp.96~101.この本の著作権は Timken に帰属しており、著

















































パシフィック機については A.A.R.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American 
Practice Tenth Edition ―  1938.  p.712 Fig.1615 で、 A.A.R.― Mechanical Division, Locomotive 
 87 
Cyclopedia of American Practice Eleventh Edition ― 1941.  p.740, Fig.8.334 も同じ。 
T1(2BB2)主クランクピン軸受については André Chapelon, translated by George W., Carpenter, La 
Locomotive A Vapeur. (English ed. U.K. 2000). p.351, Fig.242(なお、元図は Locomotive Cyclopedia of 
American Practice.であるらしいが、その版についての記載は無い)。 
クロスヘッドについては Chapelon, ditto. p.96, Fig.35(元図は Timken)。なお、A.A.R.―Mechanical 
Division, Locomotive Cyclopedia of American Practice Eleventh Edition ― 1941. p.629にはFig.7.168























図 3-16 Timken 軸受の第１適用様式(単列、「正面取付」) 
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A.R.A.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Tenth Edition ― 1938.  





図 3-17 Timken 軸受の第２適用様式(単列、「背面取付」) 
    







図 3-18 Timken 軸受の第３適用様式(「内輪一体型複列内向き」軸受) 
      
A.R.A.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Tenth Edition ― 1938.  








図 3-19 Timken 軸受の第４適用様式(ハブ･ベアリング) 
    
 90 
A.R.A.―Mechanical Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Tenth Edition ― 1938.  
p.714  Fig.1617. 
 
この写真の個体と直接対応するか否かは不明であるが、次に示すのは 1936 年に自社建
造された Norfork & Western 鉄道の Class A、1CC2 シンプルマレー高速貨物機関車
No.1200 に採り入れられた Timken 軸受の適用例であり、構造的には上図もこれと同一物
であったと想われる。 
 
図 3-20  N & W 鉄道 1CC2 シンプルマレー高速貨物機における Timken 軸受の適用例 
      
Locomotive Cyclopedia of American Practice Eleventh Edition ―1941.  p.727 Fig.8.303.より。 
 
因みに、この機関車は 1944 年までに総計 35 両追加発注された他、1949 年にも別途５








                                                 
85 この機関車については cf. Locomotive Cyclopedia of American Practice. Eleventh 
Edition ―1941. pp.158~159, Edwin P., Alexander, American Locomotives A Pictorial 





















円筒コロ軸受の導入計画は 1936 年にスタートした。前年の“第 26 回車輌研究会”にお
                                                 




わせられていたようである。cf. Locomotive Cyclopedia of American Practice Eleventh Edition








の実用上の限界回転数(限界 d･n 値または限界 dm･n 値：第１章、注 10、参照)が規定される。
温度が 100℃を超えると通常の軸受鋼においては軟化が始まるし潤滑剤の酸化も進む、
シール軸受においては合成ゴム製シールリップの硬化も進行するからである。 








究会においては 1750mm の動輪径を有する旅客機 C55 型機関車の先輪、従輪、主連棒太
端、返りクランクピン、連接棒および炭水車車軸軸受のコロ軸受化が決定され、その設計









また、これとは別に小規模な試験が 1937 年より着手されていた。その中身は 1935 年８
月１日に開設された広島鉄道局の管轄下にある軽仕業旅客機 C11 型 24 号機の主連棒太端















図 3-21  C11 の NSK 円筒コロ軸受とそれが組込まれた主連棒太端部 
                                                 
88 日本国有鉄道『鉄道技術発達史 Ⅴ』(第４篇 車両と機械(1)) 1958 年、383~384 頁、参照。 
89 因みに、1933 年当時、東海道本線 神崎(現･尼崎)～西宮間で C11 と同じ動輪径を有する
その先行機種 C10 牽引の普通列車には C53 牽引の特急“燕”を追い抜くようなダイヤ
が設定されていた。齋藤 晃『蒸気機関車の挑戦』NTT 出版 1998 年、18~20 頁、参照。





『日本精工五十年史』347 頁、図 81、『運転ニュース』第５巻 10 月号(1937 年)、４頁より。後者は本多邦
康氏提供。 
 














この報告には更に、「１．石炭消費成績 ２．グリース消費量 ３．発熱状態 ４．保守の





を生ずるまでこの状態で約 40万 km稼動した92。 
                                                 




































図 3-22  鷹取工場において実施された加減リンクトラニオン軸受の玉軸受化改造 




受の使用限度判定方法』54~57 頁、写真 1-f-1~1-f-8、92 頁、日本潤滑学会編『潤滑故
障例とその対策』29 頁、写真 2.17、2.18、赤岡前掲書、巻頭グラビア、13、16、134~135
頁、曽田前掲『軸受』82 頁、『改訂版 潤滑ハンドブック』749 頁、綿林『転がり軸受マ
ニュアル』228 頁、図 5.5.5、日本トライボロジー学会『トライボロジー故障例とその対
策』39 頁、写真 2.56、40 頁、写真 2.57、104 頁、写真 3.63、参照。 























クスな列車たるべく開発し、1934 年 11 月 1 日より連京線、大連～新京(長春)間 701km に
                                                                                                                                               




随想 汽車』交友社、1956 年、37 頁、参照。但し、最大許容軸重は 24t であり、ペンシ








就役させた。通常、手荷物郵便車テユ 8、三等車ハ 8、２両、食堂車シ 8、二等車ロ 8、展
望一等車テンイ 8、の６両から成り、繁忙期に一等車イ 8ないし二等車ロ 8を１両増結した
７両編成で運行した“あじあ”は当時、世界で唯一、前車空調付きの客車からなる優等列
車であった。客車は予備車を含め、この６形式 27 両、製造された97。 
その台車は総て組立式全鋼製３軸ボギー台車で、車軸はアメリカ鉄道協会標準の C 種(負
担過重 14.5t)、車輪径 915mm、車軸軸受は「SKF ローラーベアリング」とか「SKF 二重ロ
ーラーベアリング」などといった表記しか見当たらないが、ジャーナル幅が 229mm もあ
る軸であったから、まず、自動調心コロ軸受２個並列であったと見て誤りなかろう。 
1935 年ごろから満鉄は“あじあ”用以外にも特別な列車の客車車軸軸受に Timken の
コロ軸受を採用した。釜山～北京直通の国際列車“大陸”、“興亜”に用いられた一等展望
寝台車テンイネ 1(テンイネ 2 ？)、食堂車シ 4、各６両がそれであり、写真から判断すれば、
北寧鉄道向けの“大陸”用同系車輌、手荷物郵便車、三等車、手荷物車、二等寝台車、食






これまた写真から判断するに、ケハ 2以降に造られた両ボギーのケハ 3、ケハ 4型機械式
ガソリン動車からジハ 1型電気式ディーゼル動車(中速･重油焚き)、ジハ 2型電気式ディーゼ
ル動車(高速･軽油焚き)、1935 年の編成型電気式ディーゼル動車列車ジテ(中速･重油焚き)、
1936 年の液体式ディーゼル動車(高速･軽油焚き)ケハ 6、’37 年のケハ 7(同)など、総計 145 両
の満鉄内燃動車の車軸には総てころがり軸受が採用されていたようである。この内、ブラ
ンド名が判然としているのは日車製、連接台車方式によるジテ編成(ジテ 1＋ロハフ 1＋ハフ 1
＋ハフセ 1またはジテ 1＋ロハフ 1＋ハフ 1＋ハフ 1＋ロハフ 1＋ジテ 1)の Timken(円錐？)コロ軸受の
みであるが、これが幅を利かせていたものと考えて大過ないと想われる99。 
                                                 







98 『南満洲鉄道 「あじあ」と客･貨車のすべて』220~228、230、232、235、284~285 頁、『大
陸の鐵輪』47~54、107、146~147 頁、参照。 
99 『南満洲鉄道 「あじあ」と客･貨車のすべて』313~323 頁、『大陸の鐵輪』178~185 頁、湯口















表 3-2 満鉄と鉄道省の 1935 年頃までにおける主力蒸気機関車の概要比較 
型式 軸配 
気筒数-DxS 動輪径 総重量 火床面積 蒸気圧 蒸発量 最大図示馬力 同左時牽引力 同左時速度 
n, mm mm t m2 kg/cm2 kg/h IHP kg km/h 
満
鉄 
 プレニ 1C1 2-500×710 1370 122.65 3.69 13.0  8856 1312 4807  73.7 
 ダブニ 1C2T 2-530×710 1370  93.63 3.69 12.7  8856 1299 5357  65.5 
 ダブサ 2B2T 2-470×660 2000 99.89 2.28 15.5 5472  874 2901  81.3 
 パシサ 2C1 2-530×660 1750 147.88 4.07 14.0  9768 1491 4046  99.5 
 パシコ 2C1 2-584×710 1850 183.99 4.82 14.1 11568 1772 5013  95.4 
 パシロ 2C1 2-570×660 1750 184.33 4.82 14.0 11568 1766 4681 101.9 
 パシナ 2C1 2-600×710 2000 203.33 6.25 15.5 15000 2396 5086 127.2 
 パシハ 2C1 2-600×710 1850 199.91 5.36 14.5 12864 1994 5347 100.7 
* ミカイ 1D1 2-584×711 1370 185.11 5.06 13.4 12144 1802 6638  73.3 
* ミカニ 1D1 3-572×600 1370 191.70 6.25 12.7 15000 2199 7910  75.1 
 ミカサ 1D1 2-530×710 1370 146.77 4.07 14.0  9768 1491 5561  72.4 




C11 1C2T 2-450×610 1520 65.85 1.60 15.0  3840  605 3186  51.3 
C50 1C 2-470×610 1600 87.90 1.61 14.0  3864  590 3217  49.5 
C51 2C1 2-530×660 1750 111.62 2.53 13.0  6072  900 3930  61.8 





れたい。その前作、『蒸気機関車の興亡』(NTT 出版、1996 年)、最新の『蒸気機関車 200
年史』(NTT 出版、2007 年)も参照。 
 98 
C53 2C1 3-450×660 1750 136.92 3.25 14.0  7800 1191 4376  73.5 
9600 1D 2-508×610 1250 94.85 2.32 13.0  5568  825 4672  47.7 
D50 1D1 2-570×660 1400 127.14 3.25 13.0  7800 1156 5683  54.9 











きが有った。鉄道省では 1936 年に D50 のリメイク版である D51 が誕生し、所謂“近代
化”の時代を迎えるが、基本的な体格並びに力量格差は大戦末期における D52、戦後にお




満鉄鉄道部は 1933 年 12 月、看板特急列車を牽引させる意図で欧米の急客機に匹敵する
性能を持つパシフィック(2C1)機、パシナ (後の“勝利”７型)の開発に着手した。かくて 1934
年８月 15 日、総重量 200 トン、全長 25,675mm、2000mm の動輪を有し、その最大動輪
周出力 2,156 馬力と、鉄道省の蒸気機関車の 1.5 倍ほどの威容を誇る満鉄の看板列車、特
急“あじあ”号の牽機、パシナは大連近郊、満鉄沙河口工場(後に大連工場と改称)にて呱々の
声を上げた。製造両数は 1934~'36 年にかけて沙河口工場の３両と川崎車輌の９両、計 12
両であった(図 3-23)102。 
 




車のすべて』、161~166 頁、同『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』、192~194 頁、市原前掲
『満鉄･特急あじあ号』167~177、236~237 頁、田邊『大陸の鐡輪』、70~99 頁、参照。 
パシナの外観についてはまた、『蒸気機関車から超高速車両まで』54 頁、『車両ととも
に明日を拓く 兵庫工場 90 年史』資料集、35~36、188 頁、参照。後者には次に取り挙げ
 99 








車。炭水車は巧くまとめられている、デフレクタは効果不充分(cf. The Locomotive  its 







置は鉄道省の通例と逆であった。因みに D51 の場合、大煙管(140 ｍｍ)は 28 本、小煙管は







                                                                                                                                               
られるダブサについても若干の言及が見られる。 



























                                                 
104 騎西定明(満鉄教習所講師)「満鉄のダブサ型機関車の偉容を語る」(『ロコモチヴ･エンジニ
アリング』1937 年２月号)、25 頁、参照。シュミット式 E 型過熱装置については『南満洲
鉄道 鉄道の発達と蒸気機関車』116~117 頁、過熱管の諸形式については『蒸気機関車メカニ
ズム図鑑』の他、大塚誠之監修『鉄道車両』日刊工業新聞社 1957 年、35~36 頁、参照。
但し、『蒸気機関車メカニズム図鑑』66 頁に見られる“A も E も２往復だから過熱力は
同じ”、という論は火炎との有効接触面積の懸隔を無視した暴論であり、『鉄道車両』56
頁の次に挿入された第２･５表に掲示の諸元値は間違いだらけである。 











図 3-24  満鉄パシナ型蒸気機関車炭水車車軸用 Timken 円錐コロ軸受 
 
樋口與内『機関車之構造及理論』華北交通株式会社北京鉄路局、1941 年、360 頁、第 211 図。 
井口祐太『ポケット型機関車図解』第３版、同･姚寳琦訳『袖珍機関車図解』1938 年、199 頁、第 134
図も同じ。 




受導入の点では控え目で、僅かに炭水車車軸軸受に Timken の円錐コロ軸受が(図 3-24)、返
りクランクピン軸受にコロ軸受(型式不詳、恐らく SKFの自動調心)が導入されたのみであった。 
炭水車軸受は図 3-24 のように油潤滑であった。13 が油 栓
オイルプラグ
である。軸箱蓋 9 と軸箱体
8 との間には 12 枚のシムが嵌め込まれており、その厚さと枚数との組合せは 0.005mm が
２枚、0.01mm が１枚、0.02mm ３枚、0.08mm ６枚からスタートし、コロの摩耗に応じ
て適宜、これを減じ、アキシャル方向に外輪を追い込んで隙間調整を図るものとされてい
                                                                                                                                               
  イギリスにおける多弁式加減弁導入例については cf. Brown, Nigel Gresley 
Locomotive Engineer. pp.171,178,196. 鉄道省における運転技術については川端前掲『あ













(外輪片ツバ、外径 72mm、内径 30mm、幅 19mm)をコロ径の大きな NJ307 番単列円筒コロ軸受




大させた BL307 番マキシム型玉軸受(外径 80mm、内径 35mm、幅 21mm)に再置換し、漸く事
なきを得たという例が知られている107。 
唐突にバイク機関の軸受で内径 35mm などという例を引いたが、これについてユメ矮小




44mm のブッシュ(外径 65mm)と背競べ出来る程度のモノだあったワケである108。 
満鉄系の蒸気機関車における返りクランクピンへの玉軸受採用は1934年から’38年にか














108 国鉄運転局機関車課『蒸気機関車検修便覧』改訂増補第３版、交友社、1968 年、30~32 
 103 
けて製造されたパシコ後継機、パシロ系(後の“勝利６型”、川車、汽車、日立笠戸、沙河口：“国
大パシ”などを含め、総計約 250 両)の多くにも受け継がれた。 
また、1935 年に川車、汽車でそれぞれ 11 両と４両製造された撫順炭鉱運炭列車牽引用













図 3-25  パシナ、ミカシ、マテイに用いられたフローティング･ブシュ(4)式主連棒太端軸受 
                                                                                                                                               
頁、鉄道史資料保存会『C11 形機関車明細図集』1987 年、88 頁、参照。 
109 『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』198~200、202~203、219、221~222 頁、『大陸の
鐵輪』148~151、162~167 頁、参照。 
110 なお、前掲『復刻版 忘れえぬ滿鐵』13、65 頁および『大陸の鐵輪』ⅰ、ⅱ頁の写真
から判断する限り、中国国鉄で“勝利７型”として 1975 年頃まで生き続けた２両のパ
シナ(“勝利 751”、“勝利 757”)の場合、返りクランクピン軸受はブシュに置換されている。 
他方、同書 36~37 頁に跨って掲載されている“前進型”No.2470「朱徳号」(1977 年“襲
名”)の写真を見ると、該部形状は満鉄の設計と酷似しており、明らかにころがり軸受が








樋口『機関車之構造及理論』180 頁、第 129 図。 
















































                                                                                                                                               
鉄道の Gresley ３気筒パシフィックが A1 から A3 に進化した時、左右主連棒の太端軸
受が青銅･ホワイトメタルから鋼製スリーブとフローティング･ブシュとの組合せに変更
されている。cf.O.,S., Nock, The Gresley Pacifics.London, 1982, p.92. 






明としている(『鉄道技術発達史 Ⅴ』382 頁、参照)。 













れ、1907 年に American Locomotive Company で製造された車輌で、総勢 69 両の多きを
数えた。1934 年、汽車製造会社と日立製作所笠戸工場において 1C2 の軸配を有するダブ
サより小形の第２機種、ダブニが 12 両製造され、1936 年には日立笠戸と川崎車輌におい
て更に３両、追加製造された。 
1936 年９月に誕生した一回り大きい第３機種、ダブサは鉄道省の C11 辺りと同様の位
置付けであった従前２機種と全く異なり、1934 年に誕生し、175km/h という最大速度を
誇ったドイツ国鉄 61 型タンク機関車 001 号機(2C2)から受けた刺激の下、満鉄で開発され




                                                                                                                                               
か？ 
114 61 型 002 号機は 2B3 の３気筒機関車であった。61 型については、篠原正瑛『全盛時
代のドイツ蒸気機関車』誠文堂新光社、1971 年、334~338 頁、パシフィックに改造さ










ダブサの要目を掲げれば表 3-3 のようになる。 
 











速力：巡航 100 ｋｍ/ｈ、最大 140 ｋｍ/ｈ 
燃料：重油(撫順頁岩油) 
騎西定明(満鉄教習所講師)「満鉄のダブサ型機関車の偉容を語る」『ロコモチヴエンジニアリング』1937














全長 3,800 ｍｍの煙管には火室管板側長さ 600mm にわたって防食性特殊鋼管が使用さ

























































参考までに SKF(但しそのアメリカ法人、SKF Industries, Inc.)の蒸気機関車ころがり軸受化へ
の貢献について尋ねてみてもこの点は確認可能である。即ち、同社は先ず Timken を追う







は SKF の方がパイオニアであった。 
1914 年、Alco によって製造され、大リビルドの後、1934 年 2 月に就航した Delaware & 
Hudson 鉄道のパシフィック機、No.609 がその濫觴である。主クランクピン回りの重量増
加を伴うこのリビルドに際してはバランシングの変更が必須となるため、Ni 鋼製ロッド類
のみならず動輪輪軸 Assey も新製された118。 









                                                 
117 cf. H.,E, Brunner and B.,W., Taylor, Roller Bearings on Driving Jounals Show 
Economies. Railway Mechanical Engineer. Nov., 1932. 
Alvin Staufer and Edward L., May, New York Central's Later Power 1910-1968. Ohio, 
1981, pp.186~187 に、1927 年に誕生した N.Y.C.ハドソン＝J 系列においては順次、炭水
車や先･従台車のコロ軸受化が行われ、とりわけ J-1e No.5343 と No.5344 (1931 年 11 月建
造)にはそれぞれ SKF と Timken のコロ軸受が採用された、とある。Timken 軸受も SKF
製品と踵を接するように N.Y.C.鉄道の機関車に導入されていたワケである。 
118, Roller Bearibgs for Main and Side Rods on D.& H. Locomotives. Railway 
Mechanical Engineer. Aug., 1934.  
Staufer and May, ibid.は 1937年 9月から 1938年 4月にかけて 50両建造された最終系
列＝“Super Hudson”J3-a においては総ての車軸にコロ軸受が採用されたとも述べてい
るが、遺憾ながらクランクピン軸受に関する言及は無い。 







図 3-27 Delaware & Hudson 鉄道のパシフィック機 No.609 の主クランクピン回り 
         















図 3-28  満鉄ダブサの主クランクピン回り(主連棒太端･連接棒主端の SKF 軸受) 




図 3-29  満鉄ダブサの副クランクピン周り(連接棒副端の SKF 軸受) 





























のシム) → 主連棒軸受スリーブ → 中間リング → 連接棒軸受スリーブ、となっていたら
しい。なお、図からは連接棒の姿勢保持に係わって特段の配慮がなされているような形跡
は窺えない。 
潤滑は SKF 28 号軟グリースで、グリースはロッド端の“ストラップ”部および返りク
ランクピン中心に設けられたニップルから充填され、後者は返りクランクピン･ニップル 






    
図 3-30  満鉄ダブサ加減リンク受けトラニオン軸受 
                                                 
119 以下、SKF 軸受の寸法等については東洋ベアリング製造㈱『NTN Bearings No.430』
ca.1956 年、148~162 頁、あるいは『NTN Bearings No.600』ca.1960 年、158~174 頁
所収の「球面コロ軸受」、「球面コロ軸受 新旧形番対照表」、「旧形番重量表」による。 
 113 

















図 3-31  満鉄ダブサの動軸軸受 
                                                 







動軸軸受は図 3-31 のようなモノで、軸受は円筒穴の SKF I-26311 番(外径 420mm、内径
220mm、幅 138mm、重量 90kg：旧型)、これが inside bearing の形で左右に各１個用いられ
た。軸受の内輪とこれをサンドイッチする内外のカラーにはグリース飛散防止用にフリン
























































図 3-32 3mm 偏心ブシュの回転による偏心棒ロッドベースの調整 
 116 
       
中井知義『最新 機関車修繕教範』第４版、交友社、1944 年、231 頁、第 183 図。 



































ダブサの先輪には SKF22330 番(外径 320mm、内径 150mm、幅 108mm、重量 41.6kg：新型)、





第 3･53 図、あるいは『軸受･潤滑便覧』643 頁、図 6･4 の如きモノだったのであろうが、
ここではアメリカにおける実施例を図 3-33 として掲げておく。 
 
図 3-33 SKF 自動調心コロ軸受の先台車への応用例  
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ARA Locomotive Cyclopedia of American Practice Ninth Edition ― 1930. p.779, Fig.1913. 





鉄の機関車群の相対価格について簡単に表 3-4 として掲げておきたい。 
  
表 3-4  蒸気機関車の相対価格(単位：円) 






パシコ(118.8) 88,000 C51(82) 81,900(1925 頃)  2C1(140) 87,320 
パシロ(99.4) 101,000 C59(92.6) 128,127  
パシナ(118) 137,000  
パシハ(114.9) 215,000 
ミカイ(102.3) 94,000 D50(91) 90,970(1925 頃) 1D1(131) 106,600 
ミカニ(115.8) 106,000 D51(88.8) 122,456  
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満鉄：『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』134 頁より。パシナの価格について有原俊二『最新版 最新
機関車工学』東洋書籍出版協会、1935 年、巻頭グラビアの説明には「約 150000 圓」とある。 













そのパシハ(動輪径 1850mm、最大動輪周出力 2,057 馬力。後の“勝利８型”)はパシナにおける
経験とダブサにおける展開を基礎として 1937 年、日立笠戸で６両だけ製造され、“はと”




図 3-34 満鉄パシハ型蒸気機関車 
                                                 
121 パシハについては市原･小熊･永田･安養寺『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』194~197、













傑作であった。ころがり軸受は何れも SKF の自動調心コロ軸受で、先輪軸受には I-22300
番122、図 3-35 に示す動軸軸受には I-26313 番(円筒穴、外径 490mm、内径 260mm、幅 153mm、
重量 134kg：旧型)、従輪軸受には I-37608 番(テーパー穴、外径 340mm、内径 180mm、幅 114mm、
重量48kg：旧型)、主連棒太端ならびに連接棒主端＝クランクピンには I-37610番(テーパー穴、
外径 380mm、内径 200mm、幅 126mm、重量 67kg：旧型)、炭水車車軸には I-37606 番(テーパー







図 3-35 パシハの動軸軸受 
                                                 
122 『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』195 頁の記述に表記ミスがあるようである。正し
くはダブサのそれと同様、22330 番かと想われる。 
123 なおパシハの動輪軸箱は開発の過程において楔による調整方式からダブサ様の構造へ
と変更されたらしい。『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』196 頁、参照。 
 121 
     







ナのそれを 0.89t 上回る 85t もの最大運転整備重量を有していた。車輪径、台車軸距はそ
れぞれ 920mm、1900mm で相等しかったが、ボギー中心間距離はパシナの 6025mm に対
して 5656mm とパシハの方が 369mm 短かった。かように重いくせに短い炭水車ではその
車体蛇行動がヨリ高い周波数、高い強度で発現し、左右の車輪に交互に作用する横圧も大
きくなって然るべきである125。 
                                                 




  １軸蛇行動の波長 S1は、S1=2π(ar/λ)0.5 
  ２軸蛇行動の波長 S2は、S2= S1[1 + (b/a)2 ]0.5  
で表現される。ここに、a：中正位置における車輪と軌条との接点間距離の 1/2、r：車














































                                                                                                                                               
蛇行動解析は複雑精緻な、しかし今もって多くの省略と過程に基づいて構築された理論
体系をなしており、新しい台車の開発はシミュレーションや模型･実物実験の結果と照合

















































図 3-36 厳重なシール機構を持つ自動調心コロ軸受外輪抑え型太端 
       











その結果は 1938 年における１日１台当り平均走行距離がパシハの 474.8 ｋｍに対して




他の 2C1、２機種のそれが平均 296,310km に過ぎず、足･ロッド回りの走行 1,000km 当
り工場一般
．．




して、他は(１機種のみ表示)18.97 とある。パシハの合計は従って 11.56(比較機種は 28.25)とな
る126。 
わが鉄道省において車輌修繕費が総事業費に占める割合は、都崎雅之助によれば 1912









修繕(３年または 36 万 km 以内)
の費用は 6,474 円であり、これを一律に回帰 36 万 km として走行 1,000 ｋｍ当り一般修
繕費で表現し直せば 17.98 円となり、満鉄の数字と概ね対応する。パシハが鉄道省の基準










No.1~3 であった。設計は満鉄で、先台車軸受として Timken の(円錐)コロ軸受が使用され
ていた。30.0m3という大容量の炭水車水槽はこの機関車が就役する地方の水不足を反映す
る。同型機 No.4~7 の４両は汽車製造会社をまとめ役としてボイラ、台枠、動輪、動軸軸




127 都崎前掲『我国の鉄道車輌工業』378 参照。 












同じことは 1000km 以上無給水走行の実現を目指し、テストにおいて 1600km 無給水走行
を実現しながら試作１両のみに終わった復水器付き蒸気機関車、満鉄ミカク No.501 の例に
おいても看取される131。 














                                                                                                                                               
1988 年と推定される。 
130 『南満洲鉄道 鉄道の発展と蒸気機関車』507~508 頁、参照。満鉄ではこれをデカニ型、隴
海鉄路では 600 型と呼称され、中国国鉄では 1955 年まで使用された。この機関車の概
観写真と解説、かなり詳しい図面が市上一二「隴海鉄路 1E テンダ機関車」として『鉄
道史料』115 号、2007 年、に収録されている。 

























保寅一『改訂増補 最新 客貨車名称図解』鉄道日本社、1954 年、114~115 頁、参照)。 
これは乗り心地などとは無縁な貨車用であるだけに成立する構造である。旅客車用とな
れば真っ当な上下･左右振動吸収装置が不可欠となり、簡易ではあるが、軸バネと揺れ枕吊
とを備えたスイングハンガ台車 TR26(図 4-1)が開発される次第となったワケである。 
 
図 4-1  TR26 型台車 
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Timken のニール型単列円錐コロ軸受を模した国産品であった(図 4-2 、鉄道省呼称 J-1)。 
  
図 4-2  J-1 型軸受 
 
同上より。「J」は車軸用を表し、駆動装置用には「Q」が冠された。数字等は開発序号。 
東洋ベアリング製造の 1939 年版カタログ『NTN ボール ローラ ベアリング CAT. No. 20』12 頁には







                                                 
133 鉄道省の内燃動車の技術的特徴について、簡単には坂上茂樹･原田 鋼『ある鉄道事故
の構図』日本経済評論社、2005 年、坂上茂樹「ガソリン動車における機関ならびに動力

















































には Gargoyle Mobile A を、変速機及び差動装置には Gargoyle Mobile C を用いよ、など
                                                 
135 『車両用ころがり軸受』67 頁、第 3･48 図、参照。 















上述の通り鉄道省は 1935 年度“第 26 回車輌研究会”の議題として“車軸コロ軸受”の
研究を取上げた。実地試験は年度末の 1936 年３月 27 日から 30 日にかけて房総東線、茂
原～本納間にて東京鉄道局主催、官房研究所測定分担のもと、平軸受装備のボギー客車ス
ハフ 34286(39.95 ㌧)、ナハフ 24056(27.45 ㌧)とコロ軸受装備のキハ 41039(36900 の第２次量
産車、ナハフに合せて 27.45 ㌧に増量)との走行抵抗比較試験として挙行された。 
供試車輌の内、二等緩急車ナハフ 24056 は木製客車ナハ 22000 系の緩急車版138 で、当
該車輌は車番から恐らく大正後期の作であろう。台車は図 4-3 に示される TR11 型釣合梁






山形鋼は山形鋼の変種で、その断面形状は図 4-3 添図のような形状を呈する139。 
 
図 4-3  TR11 型台車とその軸箱守 
                                                 











139 球山形鋼の断面規格については生産技術協会前掲『実用工学便覧』200 頁、「6.5 球山
形鋼」、同『改訂版 実用工学便覧』203∼ 204 頁、「6.4 球山形鋼」、参照。 
 132 
東鉄運転部客貨車課『近代客貨車の構造と理論』交友社、改訂第３版、1968 年、126 頁、2-4-1 図、
71 頁、2-2-19 図、日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』1977 年、189 頁、第 1･296
図。 
横堀『鉄道車両工学』222 頁、第 8.59 図、TR34 はこの TR11 の誤り。TR11 のヨリ詳しい解説につ
































有つ型式が踏襲されている。無論、それらは inside bearing 方式の車軸軸受を持ち、担い
バネは枕バネのみで、復元装置(エコノミー式、バネ式)が組み込まれている関係上、客車･電
車用台車におけるようなスイングハンガも在りはしなかった。 
一方、二等緩急車スハフ 34286(後のスハフ 3285)は鋼製二重屋根の客車で、1931 年藤永







車枠は TR11 同様、リベット接合ながら、その剛性はこれよりは大きかったようである。 
 





    
東鉄運転部客貨車課『近代客貨車の構造と理論』交友社、改訂第３版、1968 年、127 頁、2-4-2 図。
運転教育研究会前掲『初等客貨車工学』127~130 頁、大久保前掲『改訂増補 最新 客貨車名称図解』
110~111 頁、横堀『鉄道車両工学』221 頁、第 8.58 図、日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪
軸編〔１〕』189 頁、第 1･296 図、参照。 
 
試験成績の総括図を図 4-5 として掲げておく。勿論、特記されてはいないが、キハ 41039





試験列車の編成は蒸気機関車＋試験車(年代から呼称はオヤ 6650)＋供試車の 3 両編成であ
った141。 
  
図 4-5  キハ 41039、ナハフ 24056、スハフ 34286 の走行抵抗比較 













GC キハ 41039 においても同様の傾向が予測されたが、これを以って単車運転を前提と
する GC を後年濫用されたような重連･３重連化する運用法の利点がクローズアップされ
                                                                                                                                               
軸バネ･軸箱守方式」とか、誤解のない場合は単に「１本軸バネ」などと表記する。 
141 『運転ニュース』第４巻５月号、1936 年、６~７頁、参照。 
 135 
た、とまでは言い切れまい。 




(3)J-1 から J-1A への改良 
上述の通り、キハ 36900 の車軸軸受配置は開発当初、軸箱当り J-1 型単列円錐コロ軸受
×２個となっていた。しかし、材料、工作精度等に問題があったためか、２本のスリーブ
の弛緩に起因する“クリープ”とこれによる軸の摩耗が頻発した。このため、鉄道省は直
ちに内輪を一体化し、かつスリーブを一本化した対策品、J-1A 型軸受(図 4-6)を開発させた。 
 
 図 4-6  J-1A 型軸受 
 










さて、138 両のキハ 36900(41000)には１両当り 16 個の J-1 型軸受が用いられたから、
その必要総数は単純に 2208 個となる。NSK の資料によれば、戦前期における J1 および
J1-A 型軸受の製造数は何れも 2,205 個であったから、これでは新製組にさえ付け不足する
ことになる。東洋ベアリング製造における製造個数は不明ながら J-1 については両社が予
                                                 




他方、J-1A なら１両当りの使用個数は半分の 1,104 個で済むが、2,205 個といえば新製
後、１回交換するのにも若干不足する数である。従って、NSK の数字が正しければ J-1




































部分品名 寿命 年 
気筒ブロック 10 (６回削正) 配電器駆動歯車 10 自在継手 3 
気筒ヘッド ≧10 配電器 3 スプラインボス 10 
ピストン 1.7 点火コイル 1 中間軸 10 
ピストンピン 1 点火抵抗器 3 スプライン軸 10 
大端メタル 5 発電機 ≧10 ダストカバー 10 
小端ブッシュ 1 始動電動機 ≧10 その他変速機回り ≧10 





同上バビットメタル 5 補機駆動軸継手 2 同上コロ軸受 5 
主軸受キャップ ≧10 サーモスタット 1 逆転軸 ≧10 
カム軸 5 油ポンプ駆動歯車 5 同上コロ軸受 5 
弁 3 気化器 5 逆転歯車 ≧10 
タペット 10 その他機関回り ≧10 同上玉軸受 5 
タペット案内 10 変 
速 
主軸 ≧10 動軸バビットメタル 3 
ヘッドガスケット 5 副軸 ≧10 排 耐熱フレキ管 2 
                                                 
143 『日本精工五十年史』342 頁、参照。 
144 機関車工学会『ガソリン動車名称辞典』交友社、1935 年、288 頁、〔30〕参照。 
 137 
マニホールド 3 機 歯車 ≧10 気 その他排気回り ≧10 
調時歯車 ≧10 軸受 3.3 冷 
却 
放熱管 10 
カム軸歯車 3 スラストワッシャ 1 その他 ≧10 
調時歯車室 ≧10 ドッグクラッチ 3 
蓄電池 3 
リングギヤ 5  シフトフォーク 1 













少なくとも都合 3,300 個余りの J-1A が需要されて当然であったことになる。鉄道省は行
き当たりばったりの機関ではなかったから、J1 の使用実績を踏まえ、それ位の発注は行っ
たと考えて良い。だとすれば、2,205 個という NSK の製造個数では単に心許ない、と言う
以上に、絶対的に足りない。 
キハ 41000 が戦後も永らく地方鉄道で活躍した事実をも踏まえるならば、J1-A に関し




















キハ 41000の日本精工 J-1A型軸受の基本構造を踏襲し、その容量をアップした Timken
流の円錐ツバ付きニール型、内輪一体複列円錐コロ軸受はモハ 52 /サハ 48(J-3)、キハ
43000(J-7)、EF53 9(J-4)、朝鮮鉄道局客車(J-5, J-6)用車軸軸受へと展開した(表 4-2)。 
 
表 4-2  戦前･戦時期、日本精工によって製造された鉄道車輌用円錐コロ軸受 
鉄道省呼称 軸径 mm 外径 mm 内輪幅 mm 外輪幅 mm 適用車輌 製造数 製造年 国鉄呼称 
J-1 85 206 154 154 キハ 41000 2,205 1932  
J-1A 85 206 154 154 キハ 41000 2,205 1932 JT1 
J-2 95 220 150 140 キハ 42000 1,210 1934 JT2 
J-3 120 285 145 145 モハ 52,サハ 48 216 1935 JT3 
J-4 135 295 160 150 EF53 9(試験用) 12 1936 JT4 
J-5 123.8 258.8 171.5 161.9 朝鮮鉄道局客車 1,525 1936  
J-6 101.6 212.7 152.4 142.9 朝鮮鉄道局客車 2,755 1936  
J-7 110 265 160 150 キハ 43000 30 1936  
J-8 120 260 160 150 ガソリン機関車 36 1936  
J-9 98.4 181.0 102.4 101.6 京成電気鉄道 40 1937  
 90 215 167 167 朝鉄 SL 炭水車 8 1941  
 128.6 214.3 203.2 177.8 朝鉄 SL 炭水車 20 1941  
 152.4 308.0 240 186.0 朝鉄 SL 従台車 14 1941  






所謂“流線形電車”であるモハ 52 系は 1936 年 3 月大阪～神戸間の急行用として第１次
形[狭窓の旧流４両]、翌'37年 10月 10日の京都電化に際して京都～明石間に投入されるべく、
第２次形[広窓の新流８両]が登場した。メーカーは川車のみである145。 
                                                 
145 『鉄道ピクトリアル』No.246、1971 年１月、〈特集〉流線形半世紀；p36「時代を築
いた流線形車両」他、より。その台車は TR25A(電動車用：後、DT12A に改称)、TR23A (付




り、とりわけ J1-A を一回り大きくした固定編成電気式ディーゼル動車キハ 43000 用 J-7
型軸受は後述される改良を経て戦後、国鉄の客車用車軸軸受として広く展開した。 









この軸受は 1952 年 10 月、走行距離 1,789,200km の時点で取り替えられた。この機関
車は 1966 年に平軸受試験用に改造されるまで再度、円錐コロ軸受を装備して大過なく稼
動し続けた。途中には一部の軸受や軸箱、スリーブの交換もなされたようである147。 
また、1931 年１月には片側運転台型三等制御電動車モハ 41 を２両、即ち平軸受装備の
41 モハ 41037 とコロ軸受装備のモハ 41042 を使用し、出発抵抗を比較する試験が実施さ
れている。軸受型式は不明であるが、J-3 か J-7 であったろう。成績は平軸受装備車の





図 4-7  J-2 軸受 




146 『鉄道車両の走行抵抗』42、56 頁、参照。 
147 『日本精工五十年史』342 頁、『鉄道技術発達史 Ⅴ』383 頁、参照。 
148 『鉄道車両の走行抵抗』56 頁、第 10 表より。なお、モハ 40 系は、1932 年から’42年 
にかけて製造された、鉄道省の電動車としては初めて全長 20m 級鋼製車体が採用された





『車両用ころがり軸受』49 頁、第 3･9 図。 
 
キハ 42000 用の J2 軸受(図 4-7)には新たな要素技術が投入された。即ち、『日本精工五十










あった。但し、一部の文献に見られる、日本精工が J-2 型を「SKF 社との技術提携により
製作した」という表現は勇み足である149。 
尚、文献によってはキハ 42000 の車軸軸受においても日本精工の製品と東洋ベアリング
の製品の併用がなされた、という表現が見られる(「新製流線型 20 米ガソリン動車キハ 42000 形
式」[『運転ニュース』第３巻２月号、1935 年])。しかし、この点に関して東洋ベアリング側の資料
による裏付けは出来ていないし、日本精工における 1,210 個という製造実績ならびに総計













                                                 
149 『日本精工五十年史』320、407、413 頁、岡田誠一『キハ 07 ものがたり(上)』ネコ･
パブリッシング、2002 年、４頁。 
150 球面ツバ案内方式の採用を最も直截に示す球状太端面をもつラジアル円錐コロ軸受の
















                                                 
151 鉄道省工作局車輌課『ガソリン動車 キハ 36900 説明書』1933 年、3 頁本文。但し、





さて、図 3-2 に示した Timken による(そして鉄道省工作局車輌課によって模倣されることとな























たが、軌条は概ね 14kg/m 前後の細いモノで、トロッコ自体の重量もせいぜい自重 400kg、
















                                                 
152 岡本･角田前掲『転がり軸受』第２版、28 頁、綿林『転がり軸受マニュアル』122、  
275~277 頁、参照。 
153 『日立製作所史 1』(自昭和６年 至昭和 13 年)、1960 年改訂版、143~144 頁、傍点引用者。
なお、同書第５章に挿入のグラビアページには「炭車用ボール入軸
ママ







用小型蒸気機関車の例として 762mm 軌間の日立製作所製 5.5tB 型(動輪径 508mm、動輪周馬
力 27.5 ㏋、最大牽引力 1250kg、最大速度 21km/h、常用速度 8km/h)、9tB 型(同 610mm、48 ㏋、1846kg、




  ……普通の軸受を使用する車輌では此の抵抗は 1tに付 7~10kgであるが球又はロー
ル軸受を使用する場合は著しく小になる。 
と述べる一方、走行抵抗については、 





  普通の軸受を使用する場合：0.012～0.03 











                                                                                                                                               





である。加藤修三『鉱山機械 運搬機篇』有象堂出版部、1941 年、152~154 頁、参照。 
155 この「0.5t 前後」が自重を意味するのか積載量なのか総重量なのかは判らない。但し、























円錐コロ軸受を「背面組合せ」に用いる設計への変更を実施した(図 5-1, 5-2)156。 































 図 5-2  新旧のトロッコ車輪 













図 5-3  モーメント荷重と摩擦トルク 
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表 5-1 は炭鉱用トロッコのホイールベアリングの使用実績に見るその違いである。 
 
表 5-1  炭鉱用トロッコのホイールベアリングにおける使用法別耐久実績 
軸 受 形 式 外  側 内  側 備  考 
ラジアル玉軸受 2080 時間 218 時間 ♯6210、２個 
ﾗｼﾞｱﾙ玉軸受(外側)及び
円筒ｺﾛ軸受(内側) 
1970 時間 1350 時間 




37300 時間 4720 時間 ｲﾝﾀﾞｲﾚｸﾄ･ﾏﾝﾃｨﾝｸﾞ 



















                                                 


















































































図 5-4  半浮式後車軸( [A]初期の商工省標準型式自動車の後車軸、[B]二式発生自動車の後車軸 ) 
  
 












                                                 
158 機械学会『国産機械図集』1932 年、6-6 図、菊池五郎『自動車工学』岩波書店、1938
年、321 頁、第 394 図(菊池の戦後の著作、『ガソリン自動車工学』オーム社、1957 年、105 頁、
第 9･1 図もこれに同じ)、東京自動車工業㈱『いすゞ部分品型録』1939 年、72、78~79 頁、
ヂーゼル自動車工業㈱『自動車講義(全)』1942 年(？)、二式発生自動車の部、135 頁、








 図 5-5  全浮式後車軸( [A]〝スミダ〟PCA 型探照灯自動車の後車軸、[B]後期の商工省標準型式
自動車の後車軸 ) 


























































161 『日本精工五十年史』319 頁、参照。 
162 Timken の例については cf. Macaulay, ibid. Fig. 147,148,156,157. 











図 5-6  初期の鉄道車輌用複列円錐コロ軸受 
    
Proc.Inst.of Engineers and Shipbuilders in Scotland, May, 1922. cited in A.,W.,Macaulay, op.cit. 
p.196, Fig.197. 
 





































Ⅵ．モハ 80 系“湘南型”電車の時代と車軸軸受 
(1)再出発 
日本精工では戦前派の円錐コロ軸受が、恐らく補修用として、戦後もしばらく製造され
続けていた。キハ 41000 型用の J1(J1-A？)型は 1948 年 11 月から 1952 年 6 月まで 470 個
製造され、キハ 42000型用の J2型は’49年 1月から’53年 9月にかけて 207個製造された。











車用は軸径 110mm、外輪径 265mm、内輪幅 130mm、電車用は同じく 120mm、280mm、
















                                                 
165 『日本精工五十年史』178 頁、表 143-b における「J1」なる表記は J1-A の誤り。 











表 6-1 には 1949 年３月時点の国有鉄道における全車輌数およびコロ軸受搭載車輌両数
を、表 6-2 には同一の時点における国鉄車輌採用コロ軸受の種別が示されている。 
 
表 6-1  1949 年３月現在における国鉄全車輌数およびコロ軸受搭載車輌両数 
車 輌 種 別 全 車 輌 数 コロ軸受搭載車輌数 同左比率(%) 
電    
車 
電 動 車 1,462 566 38.0 
附 随 車 961 115 12.0 
客   車 11,381 879 7.7 
電気機関車 362 58 16.0 
蒸気機関車 5,522 173 3.1 
「車輌用コロ軸受の諸問題(1)」より。 
 
表 6-2  同じ時点における国有鉄道採用コロ軸受 
型     式 製造者 内輪の取付 用   途 
















治、石沢応彦、森川克二、佐野恒夫、西尾源太郎、赤岡 純(以上 8 名、国鉄、赤岡が第７章 潤
滑、第 10 章 取扱いおよび保守、第 11 章 故障とその対策)、深沢三之(東急車輛製造)、平山英吉(日
本精工)、山本要三(同、第 1 章 車両用ころがり軸受の展望、第 4 章 電動機用ころがり軸受)、能登
鉄治(東洋ベアリング製造)、松本美韶(同、第 5 章 駆動装置その他のころがり軸受、第 6 章 はめあ
いおよびすきま)、石坂悌輔、近藤正男(第２章 ころがり軸受用材料および製造方法)、日置兼佐
久(以上３名、不二越鋼材)、朝倉二郎(光洋精工)、小野 繁(同、第 3 章 車軸用ころがり軸受、第９




？ 110mm 複列自動調心コロ軸受 FKK スリーブ 電 車 車 軸 
J10 110mm 複列円錐コロ軸受 NSK スリーブ 客 車 車 軸 
J10 110mm 複列円錐コロ軸受 NTN スリーブ 客  車  車  軸 







この内、日本精工は、客車に J10 型、電気機関車 EF58 型、EF15 型の動軸に J11 型、
同先台車軸に J13 型、電車には J12 型を供給した。それらの累計製造個数は J10：9,344
個、J11：1,760 個、J13：507 個、J12：12,580 個(但し、この製造個数は何れも’45 年 11 月～’53













図 6-1に NSKの 140mm 円錐コロ軸受と FKKの 110mm 自動調心コロ軸受の概要を示
す。 
 
図 6-1   NSK 140mm 円錐コロ軸受(a)及び FKK 110mm 自動調心コロ軸受(b)の概要 
                                                 




      
「車輌用コロ軸受の諸問題(1)」より。FKK の製品形式は非対称コロ型複列自動調心コロ軸受である。



























それから 30 年ほど経った 80 年代末期、わが国の企業研究者によって円錐コロ軸受の軌
道面、転動面へのクラウニング付与により、軸のミスアライメントに起因する端荷重を逃
                                                 
170 横堀『鉄道車両工学』212∼ 213 頁、第 8.42 図、参照。 
171 赤岡 純「衝撃荷重を受ける転り軸受の嵌合」(『機械の研究』第５巻 第３号、1953 年)、参
照。スラスト受けの構造については後述する。 
























表 6-3  1947 年７月～’48 年６月、国鉄客車におけるコロ軸受故障統計 
故  障  種  別 件   数 








コ ロ 割 損 31 
コ ロ 疵 入 5 
内 輪 割 損 5 
スリーブ弛緩 13 
スリーブ疵入 1 
保 持 器 破 損 7 
保 持 器 摩 耗 2 
                                                 
173 髙田･相原前掲『転がり軸受の寿命と信頼性』111、113、166~167 頁、参照。 
174 鵜沼前掲「客車コロ軸受装置の現状と今後の問題」『交通技術』1949 年第１号、より。 
175 『日本精工五十年史』343 頁。 
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 保 持 器 疵 入 5 
遊 間 不 良 1 
合  計（Ｂ） 70 
Ｂ／Ａ ％ 1.1 
    鵜沼龍太郎「客車コロ軸受装置の現状と今後の問題」『交通技術』1949 年第１号、より。 
 
使用個数から単純計算すれば、客車両数は 777 両となる。それに装備された 6,216 個の
コロ軸受の平均故障率が約 1％強ともなれば、それだけで現場の辛苦の程が思い遣られる。








次の表 6-4 は 1948 年６月時点におけるコロ軸受関係の故障データである。 
 
表 6-4  1948 年６月時点におけるコロ軸受装備客原因別休車両数･故障個所別件数 
休  車  原  因 車輌数 故 障 箇 所・原 因 別 件 数 
軸箱守摩耗 4 発熱 103 
軸箱守摩耗･軸箱傾斜 10 コロ破損 46 
軸箱摩耗 4 軸箱または軸箱守摩耗 632 
グリース関係 5 スリーブ弛み 54 
フランジ摩耗、タイヤ関係 8,7 軸箱割損 1 
コロ破損、摩耗 3 コロ疵入 2 
保持器 6 保持器摩耗および疵入 5 
発熱 12 スリーブネジ摩耗 1 
スリーブ弛み 3 軸ナット疵入および弛み 4 
その他 5 内輪割損 20 
計 69 内輪中ツバ疵入 3 




























表 6-5  1948 年９月末現在における国鉄客車、原因別休車輌両数 
故 障 種 別 両  数 







保持器損又は摩耗 4 (9) 
スリーブ弛緩 3 (3) 
グリース関係  






軸 箱 摩 耗 18(85) 
軸 箱 守 摩 耗 2 (8) 
計 20(88) 







合 計（Ｂ） 72(204) 















 図 6-2  TR34 型台車 
  
東鉄運転部客貨車課『近代客貨車の構造と理論』交友社、改訂第３版、1968 年、128 頁、2-4-3 図よ



















 また、蛇足めくが、1948 年 10 月時点におけるコロ軸受その他の価格は、 
コロ軸受および軸箱 1 組(客車用)  25,925 円 
グリース 1 軸箱当り(2kg)       78 円 







表 6-6  円錐コロ軸受、自動調心コロ軸受事故調査データ(1949 年１～６月) 
故   障   原   因 NSK NTN FKK 備                    考 
コロ軸受全体破損 11 4 
 軸受全体がこわれてしまって原因不明なるも、NSK のものは
保持器破損、NTN のものはコロ割れが主な原因と推定される 
保持器磨耗及破損 33 1 1 
保持器の窓が磨耗してコロが飛出したり、保持器に亀裂を生
じたもの 
スリーブ弛緩、キー折損 33 8  
スリーブがゆるんで軸ナットが回ったり、キーを折損したり
したもの 
 35   亀裂は材質熱処理の欠陥の外にスリーブの締め過ぎによるも
                                                 
176 大谷武雄「ディーゼル気動車の主な故障(その５)」『Locomotive Engineering』1953 年
12 月、所収。この雑誌は戦時中、休刊を余儀無くされていた『ロコモチヴエンジニアリ




シム遊隙調整不良 6 12  遊隙が規定より大きくなっているもの 
コ   ロ   割   れ  12 5 遊隙過大がその原因であると推定される 
内外輪表面疲労 5   
遊隙が過大又は過小のために内外輪の接触圧力が大きくなっ
たもの 
グリース不良又は不足 6 11  品質不良、漏洩及び不足、水、塵埃等の混入を含む 
発         熱 7   具体的の原因は明かでない 
合         計 136 48 6  
佐藤健児･赤岡純「車両用コロ軸受の故障」(『鉄道業務研究資料』第 6 巻第 5 号、1949 年)より。ここ
では論文本文記述を反映して一部、字句修正を行った。 






























測定されたのはオハ 35 647 の平軸受とスハフ 41 9 の FKK 自動調心コロ軸受である。図
6-3 としてその総括を再掲する。 
 










当と定められたが、当面の目標たる 25 万 km の半分さえ覚束ない状況下ではグリース充
填量の適正化などは元より、根本的な品質の向上に向けた模索が引続き推進されねばなら
なかった179。 






図 6-4  グリース充填量と外輪温度との関係 





TR40(図 6-5)であった。スハフ 41 は 21～40 号車が新潟鐵工所で製造される計画であった
が中止されたため、製造両数は日本車輌本店のみ、１～20 の 20 両に止まった。 
 
図 6-5  TR40 型ウイングバネ式台車とその軸箱守、軸箱 
東鉄運転部客貨車課『近代客貨車の構造と理論』交友社、改訂第３版、1968 年、129 頁、2-4-4
図、72 頁、2-2-22 図より。軸箱は類似の台車のそれの写真(手塚一之『鉄道車両/台車のメカ』大
河出版、1984 年、26 頁)をスケッチ。大久保前掲『改訂増補 最新 客貨車名称図解』214~217 頁、









   
 165 
かつ、揺れ枕吊を 540mm と長く取るなどの改良を施されたリーマボルト組立式の式鋳鋼
台車で、その直接のルーツは 1947 年に住友金属工業が国鉄と共同設計し、国鉄(モハ 73 系





さて、最初に完成したスハフ 41 系車輌はスハ 42 であった。スハフ 41 はその緩急車版(キ
ノコ折妻、キャンパス屋根)として、1948 年に日車本店で 20 両、製造された。因みにこの実
測に供された９号車は 1948 年７月 29 日に落成、品川に配置された。 
しかし、1949 年秋から TR34 型台車を履いたマイネ 40 形一等寝台車……床下取付器具が
冷房などで増えたため３軸ボギーを採用できず、一部改造された TR34型２軸ボギー(揺れ枕吊長さ 310mm)
を履かされたため、乗り心地の悪さに悪評紛々であった車輌……の乗り心地改善を目的とする台車
振替が計画され、当時、20両存在したスハフ 41とスハ 42の最終番車スハ 42 87から TR40
型台車を取上げ、冷房駆動可能な端梁に付替えてマイネ 40に履かせる措置が講じられた。 
９号車も実測の８ヵ月後、折角の TR40 台車を奪われ、1949 年 11 月５日、大井工場に
てマイネ 40 11の面白くもない TR34 台車をあてがわれてしまう(マイネ 40 形一等寝台車に移
された台車の方は 1951 年秋、寝台車に相応しい柔らかいバネと交換され、その型式は TR40A となり、
乗り心地は更に改善された)。 






しく(?)、オハフ 33 615 となった 9 号車は後に電気暖房装置を設置され、称号はオハフ 33 






                                                 
180 高橋団吉『新幹線をつくった男 島秀雄物語』小学館、2000 年、89~114 頁、参照。 
181 前掲『近代客貨車の構造と理論』改訂第３版、127~129 頁、岡田 誠一「オハ 35 系客
車のあゆみ(前編)」(『鉄道ピクトリアル』No.748、2004 年７月) 64~65 頁、星晃「寝台車戦後
版―戦後における寝台車復活事情について―」(『鉄道ピクトリアル アーカイブズセレクション』No.10[『鉄
道ピクトリアル』2006 年３月号別冊、同 No.26∼ 28、1953 年９~11 月、初掲誌]、64~66 頁)、参照。 
182 赤岡 純「車輪用テーパーコロ軸受の保持器の事故」『鉄道業務研究資料』第７巻第３
号、1950 年、佐藤･赤岡前掲「車両用コロ軸受の故障」、参照。尚、前者は妙なタイトル
であるが(表紙、本文見出し共)、英語表記は〝Troubles of the Retainer of Tapered Roller 
Bearings of Rolling Stock〟となっており、「車輌用～」の誤記であったと見てよい。 
 166 
又、資料が語るところを見れば、1948～'49 年度頃における J10、J12 のメーカー別総
事故件数及び保持器事故件数･内訳は表 6-7、6-8 の通りであった。 
 
表 6-7  1948 年度における J10 保持器関係事故件数(国鉄運転局客車課調べ) 
 事故総件数 保持器事故件数 保持器事故の事故総件数に対
する割合(%) 摩耗 亀裂 欠損 小計 
NSK 223 11 1 1 13 5.8 
NTN 165 1 0 3 4 2.4 
赤岡 純「車輪用テーパーコロ軸受の保持器の事故」より。 
 
表 6-8  1949 年 2 月 5 日～６月 1 日に鉄道技術研究所に報告された J10、J12 保持器関係
事故件数 
 事故総件数 保持器事故件数 保持器事故の事故総件数に対
する割合(%) 摩耗 亀裂 欠損 小計 
NSK 123 22 7 19 48 37.5 






















この指導、助言は論文集の刊行に先立ち、1949 年 7 月頃にはメーカーに伝えられてい
たようであるが、阿吽の呼吸、とでも言うべきか、この頃には日本精工社内でも独自の研




















                                                 
183  保持器には鋼板をプレス成形して作られる“打抜き保持器 (pressed cage, pressed 
retainer)”、軟鋼の棒又は輪を切断し、コロ孔を切削加工によって成形して作られる“も



























                                                                                                                                               
プレス」別名「油圧ナット」である。この装置はスリーブの圧入にも引抜きにも使用可
能である。日本精工㈱『転がり軸受 CAT. No. 140c』(総合カタログ)、1988 年、A118、





図 7.52 や小野『ころがり軸受の応用設計』、95 頁、図 8･14(b)、98 頁、図 8･21(b)、日






欧州では SKF が既に 1950 年、円筒コロ軸受内輪の取付け･取外し法としてこの“油圧
圧入･油圧抜き法”を開発、実用化していた。1965 年の特許失効以後、この“油圧圧入･
油圧抜き法”は主として欧州に広がったようであり、綿林『転がり軸受マニュアル』に
は同様のもの(DIN 5415)が掲げられている。その説明によれば、内径 200mm を超えるこ
ろがり軸受に関してこのタイプのスリーブが最近、標準化されている(同書、309 頁、図
6.14.4、311 頁、表 6.14.2、参照)。 

















熱(図 6-6、参照)可能な NU、NJ 型円筒コロ軸受が後年のわが国において獲得した優位性を
演繹的に理解するための判定材料ともなるであろう187。 
 
図 6-6  円筒コロ軸受内輪の誘導加熱装置 
    
『車両用ころがり軸受』274 頁、第 10･32 図。なお、『転がり軸受工学』262 頁、図 7.531、小野『こ
ろがり軸受の応用設計』、92 頁、日本精工㈱『転がり軸受 CAT. No. 140c』(総合カタログ)、1988 年、A122
頁、図 14.15、日本精工㈱『転がり軸受 CAT. N0.1102e』(総合カタログ)、2005 年、A122 頁、図 14.15、
綿林『転がり軸受マニュアル』212 頁、図 5.2.6、参照。 
脱着作業は内輪温度が 120℃を超えぬよう、22~26 秒加熱した後に行われる。勿論、車軸への再取付に
際しては脱磁機による脱磁(≦5 ガウス)が実施されねばならない。国鉄大井工場電車修繕研究会編『電車の








                                                 



































円錐コロ軸受 J12(軸径 120 ｍｍ、外輪径 280mm、外輪幅 140mm、内輪幅 150mm)と 120mmφ車




同、2004 年、15、46、52~53、54~55 頁より要約。 













図 6-7  J12 円錐コロ軸受と平軸受におけるラジアル荷重別起動摩擦トルク 
     
『車両用ころがり軸受』92 頁、第 3･91 図。 
 
国鉄はまた、1947 年 11 月、NSK 円錐コロ軸受と FKK 自動調心コロ軸受とを装備した
客車、オハ 35 を用い、荷重を変えて走行抵抗を計測する実験を行っている。その総括が
図 6-8 である190。 
 
                                                 
190 オハ 35 は、鉄道省初の広窓(1000mm)三等客車(定員 88 名)。1939～1943 年に丸屋根(張
上げ屋根を含む)で 581 両、戦後は同形態で 1946 年に 112 両、1946～1949 年に折妻屋根
に変更されて 608 両(但し 46 年には丸･折並行して製造)、合計 1301 両(1308 両説あり)製造さ









いほどの大所帯をなした客車である。岡田前掲「オハ 35 系客車のあゆみ(前編)」、参照。 
 172 
図 6-8  NSK 円錐コロ軸受 J12 と FKK 自動調心コロ軸受とを装備したオハ 35 単車の
走行抵抗(1947 年 11 月) 
          
    NSK：オハ 35890、FKK：オハ 35891． 
前掲「車輌用コロ軸受の諸問題(1)」より。 
 
この客車には 1929 年以来製造されて来た TR23 型軸バネ式台車の軸箱守の足を拡幅す
ると共に、軸バネ受の頭部をかさ上げし、円錐コロ軸、或いは自動調心コロ軸受受用の大








1948 年 10 月、運輸技術研究所 鉄道車両部によって名古屋鉄道モ 3550＋ク 2550＋モ
3550(全て釣合梁式 D-18 台車[日本車輌])の 2M1T 編成に関する惰走試験が名古屋本線上におい
て実施された。また 1952 年５月、同部により近畿日本鉄道モ 6331(釣合梁付き揺動揺れ枕式





図 6-9  平軸受装備の私鉄電車における走行抵抗試験結果 




名古屋鉄道モ 3550＋ク 2550＋モ 355 
 
  





は明記されていないが、1948 年以前に実施された実験データに拠れば、台車は NSK の円
錐コロ軸受と FKK の自動調心コロ軸受を装備した T34 が用いられ、客車の自重は何れも
29.65 ㌧であったから、恐らく蛍光灯の装備をはじめ、近代化改造前のオハ 35 辺りであろ
う192。 
当時なされたある実験から得られた空気抵抗を除く走行抵抗の比較図(NSK、FKK、平軸受)
を図 6-10 として示す。測定範囲は 10～50km/h である。 
 
 図 6-10   空気抵抗を除く走行抵抗の比較 










空        車：R0 = 55.4＋0.0628V＋0.0268V2  
定員の 200%： R200 = 64.80＋0.437V＋0.0268V2 
 同じく FKK 軸受装備車輌の走行抵抗(kg/t)実験式は、 
空        車：R0 = 70.0－0.198V＋0.0268V2  
定員の 100%： R200 = 84.0＋0.178V＋0.0268V2 
となった。因みに従来の平軸受装備車輌の走行抵抗は次のような実験式によって現されて
いた。 
木製ボギー客車、空車： r0 = 1.72＋0.000511V2 









表 6-9  オハ 35 の出発抵抗値(kg/t) 1948 年 11 月 
 オハ 35504 オハ 35890 オハ 35891 
空 車 5.8 1.9 2.4 
 175 
100%積載  6.9 1.9 3.7 
200%積載 12.0 1.9 2.5 






軸受装備車編成が圧縮最大 8.81kg/t、圧縮最小 5.29kg/t、平均 7.05kg/t、緊張最大 14.10kg/t、
緊張最小 10.57kg/t、平均 12.56kg/t、の値を示したのに対して、コロ軸受装備車編成にお
いては圧縮最大 6.88kg/t、圧縮最小 4.59kg/t、平均 5.41kg/t、緊張最大 10.09kg/t、緊張
最小 8.72kg/t、平均 9.33kg/t、という遥かに小さな値が得られている193。 
然しながら、戦後、国鉄旅客車輌発展の趨勢は何よりも分散動力化、高速化の進展にあ
った。その最初の花形こそがモハ 80 系“湘南型”近郊電車であった。勢い、最も密度の
高い走行試験が繰り広げられたのはこの国鉄電車の世界であった。国鉄電車では 1948 年 4
月、戦前派のモハ 52 系３両編成列車が東海道本線、三島～沼津間でなされた架線耐久性
試験において 119km/h の速度を記録していたが、復興期のエース、モハ 80 系５両編成列
車は 1955 年３月、同区間での高速度試験にてこれを若干上回る 123km/h を記録し、1955
年２月には曲線、分岐器通過速度検討試験の序でに自己記録を 125km/h に更新した。 
そのような試験を主催した鉄道技術研究所は 1948 年から翌年２月にかけて、モハ 63(電
動車)×２の編成を用い、円錐コロ軸受装備車輌と平軸受装備車輌との走行抵抗比較という
ヨリ地道なテーマに係わる実験を行っている。 


















                                                 
193 『鉄道車両の走行抵抗』45、58 頁、参照。 
194 モハ 63 系(定員は一応 159 名、座席の状況などにより異なる)通勤型電車は 1944 年に 30 両(モ
ハ 63-14,クハ 79-8,サハ 78-8)、45 年下期～46 年上期に 374 両(321,0,53)、47 年に 307 両


















     
図 6-11 モハ 63 M-M 編成(NSK 円錐コロ軸受及び平軸受装備)の走行抵抗試験結果 
         






                                                                                                                                               
中･復興期世代故に細かい数字は捕捉不能に近いが、この両数は当時の電車の総数から考
えると破格の数字であった(蛇足ながら、現在では保有両数４桁に達する電車も珍しくはない)。 
195 電気車研究会編集部『電気車 話の泉二百題』1950 年、６、10~11、12、20、46 頁、
参照。 
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同じ 1949 年２月に採取された出発抵抗に関するデータを見れば、平軸受装備のモハ 63 に
おいては停車２分後に 19.50kg/t、同４分後に 21.90kg/t という値であったのに対し、コロ
軸受装備車のそれは 3.36kg/t と圧倒的に小さかった。また、付随車サハ 78 においても平















である。何しろ、元型式である TR25 は前掲 TR23 の流れを汲む
台車で、Ｉ型鋼と鋳鋼部品をリベット結合した側枠を有し、枕バネに板バネを、軸バネに
はコイルバネを軸箱当り１本用いる旧式の台車であって、戦前のモハ 52 に用いられた
TR25A や戦後の TR35 はその軸受をコロ軸受に置き換えた改良型とするのが普通の説明


















                                                 
196 電気学会電気鉄道部門委員会編『今後の電車』電気車研究会、1951 年、87~89 頁、参





図 6-12  モハ 63．M-M 編成(NSK 円錐コロ軸受装備)の走行抵抗内訳 
        
「車輌用コロ軸受の諸問題(1)」より。なお、電気学会電気鉄道部門委員会編『今後の電車』86 頁、第

















                                                 











溢れている。現在の東京口では 2004 年以降、E231 系が投入され、基本編成 10 両＋付属
編成 5 両の 15 連運転が実施されており、総武横須賀線に入る E217 系列車の方は基本 11



















図 6-13  板バネとコイルバネ＋オイルダンパとにおける上下振動加速度 
                                                 
198 福沢直治･沢野周一『電車と電気機関車』岩波書店、1964 年、54~55 頁、参照。 
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●が板バネ、○がコイルバネ＋オイルダンパの場合。 
松井信夫『電車の振動と新しい台車』８頁、第 20 図。 
 
 松井に拠れば、国鉄ではオイルダンパの本格的採用に先立ち、耐久性を把握するため、
新製時、97794km 走行後および 141129km 走行後のオイルダンパの減衰力と油漏れにつ
いてチェックし、その性能に何ら劣化が見られていないことを確認している。 
この DT-16 および DT-17 型台車はまた、共に揺れ枕吊を外吊として長さを稼いだ、と
いう意味においても、当時の国鉄としては新型に属する動台車であった(図 6-14、参照)。 
 
図 6-14  揺れ枕吊の長さと左右振動加速度 


































表 6-10  国鉄の主要な旅客車用台車の概要ならびに揺れ枕吊の長さ 
 型  式 適用例 
仕   様 
製造初年 
揺れ枕吊 






TR11 オハ 31 板 釣合バネ 2438(→2450) 860 平 1917 内 310 
TR23 スハ 32 板 １本コイル 2450 860 平 1928 内 310 
TR34 オハ 35 板 １本コイル 2450 860 円錐コロ 1937 内 310 
TR71 マロネ 29 ３軸 板 釣合バネ 1753(→1740)×２ 平 1928 内 310 
TR73 マシ 38 ３軸 板 １本コイル 1740×２ 860 平 1929 内 310 
TR73A マロネ 39 同   上 1950 内 555 
TR40 スハ 42 板 ウィング 2450 860 円錐コロ 1948 内 540 
TR40A マイネ 41 同 上(軸バネ変更) 1950 内 540 
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TR40B スロ 51 同 上(枕バネ変更) 1950 内 540 
TR47 スハ 43 板 ウィング 2450 860 円錐コロ 1951 内 540 
TR50 ナハ 10 コイル １本コイル 2000 860 円筒コロ 1955 外 575 







TR26 キハ 41000 板 １本コイル 1800 860 円錐コロ 1933 内 310 
TR29 キハ 42000 板 １本コイル 2000 860 円錐コロ 1935 内 370 
DT14 クモハ 73 板 ウィング 2500 910  円錐コロ 1948 内 540 
DT16 モハ 80 コイル １本コイル 2500 910 円錐コロ 1950 内 540 
DT17 モハ 80 コイル １本コイル 2500 910 円錐コロ 1952 外 540 
DT18 キハ 44000 ゴム ウィング 2300 860 円筒コロ 1952 内 600 
DT19 キハ 45000 ゴム ウィング 2000 860 円筒コロ 1953 内 600 
DT20 モハ 80 コイル ウィング 2450 910 円筒コロ＋玉 1954 外 540 
DT21 モハ 101 コイル ウィング 2100 860 円筒コロ＋玉 1957 外 485 
DT22 キハ 35 同  上 1961 外 550 
DT23 モハ 151 空気 ウィング 2100 860 円筒コロ＋玉 1958 外 530 
DT24 モハ 153 同  上 1958 外 530 
DT31 キハ 82 同  上 1961 外 530 




本文言及の出典の他、TR71、TR73 については大久保前掲『改訂増補 最新 客貨車名称図解』116~119
頁、参照。その他、日本機械学会『機械工学便覧 昭和 26 年版』1954 年、15-93 頁、第 41 表、『機械工


















1948 年頃に台頭した「国鉄 3000 キロ電化５ヶ年計画」に連動する形で島 秀雄が「電
車列車構想」をブチ上げた際も「国鉄部内の機関車列車への執着があ」り、「車体設計の動
力車課から客貨車課への担当変更」等、「物ごと何でも新しいことを始める方々の苦心」に
よって漸く実現したと伝えられている。「基本 10 両＋付属 5 両」などという長大編成電車
列車が当時として如何に画期的だったかが偲ばれよう。鉄道史家はこれについて「当時置
きかえの対象とした東京－沼津間の列車の殆んどが13～14両編成で運転されていたので、






平均時速 116km/h(最高速度 160km/h)で運行していた。フランス国鉄の高速電車(直流 1500V)












モハ 80 系“湘南型”電車は A 編成：５編成、B 編成：１編成、C 編成：４編成、計 73




クハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋サロ 85＋サハ 87＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋
                                                 
199 沢柳 健一「湘南電車 80 系のあゆみ」(『鉄道ピクトリアル』 No. 337 1977 年)、「80 系湘南








の基本 A 編成 10 両(4M6T：当時は“ハダカ”などと呼ばれた)と、 
クハ 86＋モハ 80＋モハ 80＋クハ 86 
の付属 C 編成４両(2M2T)及び、 
クハ 86＋モハ 80＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋モハ 80＋クハ 86 
の予備 B 編成７両(4M3T)であった200。 
即ち、当初は 15~16 両ではなく、4M6T＋2M2T の A 編成＋C 編成の計 14 両 6M8T 編
成が標準であった。当初の計画において付属編成は中央にサロ(1960 年７月の「２等級制移行」
まではニ等車。1969 年５月からはグリーン車)を入れた 2M3T の５両編成となっていたが、プラ
ットホーム延長工事を 1950 年度に先送りした結果、10＋４両でのスタートになったため、
と伝えられている。 
1951 年の時点(ホーム延長工事完了以降？)、における編成は、  
基本編成  クハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋サハ 87＋サロ 85＋モハ 80＋サハ
87＋モハ 80＋クハ 86 






クハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋サロ 85＋サロ 85＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋
クハ 86 
のサロ２両を含む東京～伊東間の基本 4M6T の 10 両と、修善寺乗り入れの 2M2T 付属４
両、即ち、 
クハ 86＋モハ 80＋モハ 80＋クハ 86 
の複電圧対応改造車(当時、伊豆箱根鉄道駿豆線[1957 年６月の改称まで駿豆鉄道]は 600V)から成る 14
両 6M8T 編成が充てられた。 
上記“温泉準急”は頗る好評で、“あまぎ”に加え“いで湯”、“伊豆･はつしま”、“伊豆”





＋サロ 85＋モハ 80＋モハ 80＋クハ 86 から成る 2M3T に５両化され(“伊豆･はつしま”にお
いては付属編成のサロ→サハ。それ以外、“いで湯”に同じ)、6M9T となるのは 1955 年 10 月から
であった。以後、この伝統は現在の 185 系“踊り子”にまで受け継がれている202。 
                                                 
200 鉄道ピクトリアル編集部「湘南電車ノート」(『鉄道ピクトリアル』No.337、1977 年)、参照。 
201 明石 孝「湘南電車の生い立ち」(『鉄道ピクトリアル』創刊号、1951 年)、参照。 
202 寺本光照「80 系電車による優等列車あれこれ」(『鉄道ピクトリアル』No.743  2004 年、「特
集 80 系湘南電車」所収)、参照。 
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上に触れた「16 両編成(荷物電車を連結した場合)」という時の荷物電車、それがモユニ 81





返された。即ち、1952 年７月 28 日には東海道本線、茅ヶ崎～辻堂間において湘南型の
3M3T 編成、即ちクハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋クハ 86＋モハ 80 を用いた惰走法
による走行抵抗試験が実施された。図 6-15 にその成績を示す。 
 




更に同研究室は 1952 年８月５日、同区間において湘南型電車の 1M1T 編成、即ちモユ


















堀『鉄道車両工学』225頁、第 8.62図、参照)＋モハ 80(DT17)＋モハ 80＋モハ 80＋モユニ 81(DT16)
から成る 4M1T 編成を用い、従前よりも高い 60～120km/h の速度域で惰行法による走行
抵抗試験が実施された。 
1955年 7月には辻堂～茅ヶ崎間においてクハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋クハ 86
の 2M3T を３連繋いだ 6M9T、“温泉準急”列車とほぼ等しい内容の 15 両 300m という長
大編成を使用して 20～100km/h の速度域で同様の走行抵抗試験が実施された。最後の試
験は 1956 年 12 月、クハ 86＋モハ 80＋サハ 87＋モハ 80＋クハ 86＋モハ 80 の 3M3T 編
成を用い、辻堂～茅ヶ崎間において 20～75km/h の低い速度域で実施された。その結果を
 187 
図 6-18 に示す。 
 
図 6-18  湘南電車の高速、長大編成、低速走行抵抗試験結果 















図 6-19  クハ 86023＋モハ 60062 編成の走行抵抗試験結果 
    
『車両用ころがり軸受』91 頁、第 3･90 図。 
 
比較に供された油潤滑コロ軸受という一見意味不明の技術に注目してみれば、国鉄は




心で、1955 年 11 月より再度、尾久のスハ 4386～4390 の５両を以て再試験を始めている。 
1957 年以降、国鉄は’40 年代はじめにアメリカで開発され、航空発動機の異常摩耗検出


















とは言え、平軸受代替型試作円筒コロ軸受が 4 列から 2 列へと変更され、相対的に細長
いコロを持つに至った車軸用国鉄標準コロ軸受において、「コロ倒れ」の解消を含む対策が
奏効するのは今少し時日を経てからのことであった。 
                                                 
203 同じ頃、SOAP はわが国の航空会社や石油会社にも導入されている。国鉄等における
SOAP の実用化については綿林『転がり軸受マニュアル』223~224 頁、参照。 
SOAP 自体、それも航空発動機整備に関連して多用される発光分光分析の概要につい
ては U.S. Department of Transportation, Federal Aviation Administration. Airframe 
& Powerplant MECHANICS POWERPLANT HANDBOOK. revised ed. 1976, pp.498~500、
発光分光分析と原子吸収光分析の特徴ならびにその利用法については Michael J., 
Kroes, Thomas W., Wild, Ralph D., Bent, James L., McKinley. Aircraft 
POWERPLANTS. 6th ed. 1990. pp.351~353(1st. ed.は 1955 年の出版であるが、当該部分の記
述が何版から有るのかは不明)、航空発動機整備技術者側におけるその運用術については横山
直行『私の整備ノート 航空発動機』日本航空技術協会、1981 年、349~352 頁、参照。 












図 7-1  自動車の前輪円錐コロ軸受における軸方向隙間、予圧値と寿命 
      









































図 7-2  J10 を用いた実験の結果 
                                                 
205 予圧一般については『車両用ころがり軸受』157～159 頁、服部･笹田前掲「コロガリ
軸受の予圧特性」、赤岡前掲書 82～83、106～107 頁、『軸受･潤滑油便覧』283～288 頁、
日本精工前掲『転がり軸受 CAT. No. 140c』A96~99 頁、曾田前掲『軸受の設計』211~213、
214~215 頁、小野『ころがり軸受の応用設計』54~55 頁、岡本･角田『転がり軸受』42、
106~108、173 頁、日本精工『転がり軸受 CAT. No. 140c』A96~99 頁、赤岡純監修『現
場の潤滑技術』42 頁、図 2-8、参照。 
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『車両用ころがり軸受』154 頁、第 6･16 図、第 6･17 図。 
 









においては 0.05～0.25mm、後述する「背面組合せ」、シムレス、圧入型の EH10 用円錐






Assey 個体との間に(単列円錐コロ軸受の outer race と inner race & roller 間において存在する
ような)互換性は存在しない。この方式への変更の絶対的前提として工作精度向上が挙げら
れることは論を待たない207。 
                                                 
206 「車輌用コロ軸受の諸問題(2)」、『車両用ころがり軸受』155 頁、第 6･7 表、参照。赤
岡は一連の研究の中で遊隙の大きさと負荷、摩擦モーメント、寿命計算に用いられるス
ラスト/ラジアル換算係数との関係を解明し、SKF の算式の妥当性をも検定している。 

















参照出来たのはフォード A型(1928 年)、同 V8 型(1932 年)、スミダ PCA型探照燈自動車(６
輪車、1936 年)、いすゞBX40 型バス(1937 年以降のモデル)、いすゞ二式発生自動車(６輪車、1942





２ノッチ緩める〟(V., W., Pagé, The Ford Model A Car. N.Y. 1930, p.411)。 
フォード V8 型の前車輪ハブ軸受：〝調整ナットをきつく締付け、そこから約 1/4回転緩
める〟。ドライブピニオン･ベアリング：〝ピニオンが 22～34 インチ･ポンド
(0.25~0.39kg-m)のトルクで回るように締付けを管理する。“guesswork”を排除し、作業に
正確を期するには新製品である KRW Drive Pinion Bearing Tester が用いられるべきであ
る〟(V., W., Pagé, The Ford V8 Cars and Trucks. N.Y. 1940, pp.348,385)。 
スミダ PCA 型探照燈自動車のウォーム軸受、差動機軸受：「締め過ぎず又弛みもなく
軽く回る様に」、前車輪ハブ軸受：「締め過ぎず弛みもなく厳重に緊定する」(ヂーゼル自動
車工業㈱『自動車講義(全)』1942 年(？)、スミダ PCA の 79、86 頁)。 
いすゞBX40 型バスの後車輪ハブ軸受：「余り締め過ぎない様に注意」、前車輪ハブ軸






































差動機軸受：「アジャスチング ナットをしめ終ったら、これを 1/4回戻して……」。 
これらは戦前並みの記述である。しかし、進歩の跡も見受けられ、 






































































                                                 
209 松本前掲「特集 転がり軸受の早期破損とその対策」、参照。 
210 cf. J.,O.,Almen. Lubricants and False Brinelling of Ball and Roller Bearings. 
Mechanical Engineering. June, 1937.(曾田範宗訳「潤滑剤と球及びローラー軸受に於ける疑似






35 頁、写真 2.37、綿林『転がり軸受マニュアル』229 頁、図 5.5.6、日本トライボロジ



















































































  ベアリング用鋼球はその真球度 0.001mm 以下なるを要し、その直径は 0.001mm
前後の公差を有する。 
  球面の磨きの程度は僅かの研磨の痕をも許容しない。 
  製品の種類は多種多様であって、魚雷発射管用内径 1m 余の大型ラジアル･ボール･
ベアリングより、他方小型の計測器用又はマグネトー用の径 3.4mm、のもの回転数
10 000 以上のものに使用される特殊ベアリングとしてファン用、転輪用ベアリングが
ある(火兵学会･精機協会編『輓近の精密機械』丸善、1938 年、289∼ 290 頁。【 】内引用者)212。 




































  例へば球軸番号某の球の直径が 12.7mm、精度は 0.001~0.002mm であるとする。
然るに同一番号の他の軸受は相互に単に 0.001~0.002mm だけ相違する球を有するが、
直径としては 12.7mm よりも 0.02~0.03mm だけ大なることが出来る。 
  また、球軸受の使用者は往々先に求めた球軸受に対し、若干の交換の鋼球を要求す
ることがあるが、これは前記の理由により球軸受の大量生産に於ては各球軸受の寸法
                                                                                                                                               


















  環の直径の精度は平均して0.01~0.02mm、即ち球の精度の10倍である【10倍粗い】。 
  焼入れを行へる環に於ては、変形を起しこれを完全に除去することは困難である。 
  或る 100 個の球軸受について行つた測定の結果によれば、内径の下の寸法差は－8
μ~－12μのものが最も多数である。 











は常に 0.01~0.02mm の限度に維持するのが普通である。 
  この場合にも極めて高い精度を要求することは経済的に不利益となる。 
  これを要するに球軸受の精度の経済的限界は球に於ては±0.001~0.002mm、完全な
る軸受に於て環並に軸に於ては精度は前者の 10 倍【1/10】であり、又ハウジングに於









































                                                 
213 赤岡 純「ころがり軸受の寿命」(『日本機械学会論文集(第２部)』24 巻 140 号、1958 年４月)、
参照。 


























いう明確な序列が見られる事実を指摘している(寿命に関してはそれぞれ、64 分、54 分、51 分)。
因みに当時、わが国で普通に用いられていた軸受鋼製鋼原料は銑鉄(コークス銑)、返り屑及
                                                 
215 橋本前掲「SKF 軸受会社 Goeteborg 工場を見学して」、橋口隆吉編『金属学ハンドブ
















1943 年の海軍航空本部仮規格を濫觴とする。また、業界自身による規格は 1951 年に制定



























矢は住友金属工業が 1954 年に製造した製品 100t であった。しかし、既にこの頃、欧州に
おいては画期的な新工法として J., Séjournet と Ugine 製鋼会社との共同により、ガラス
                                                 
218 『日本精工五十年史』381~382 頁、『日本精工六十年史』202~203 頁、参照。 
 204 
を潤滑剤として用いるユージン･セジュルネ法(1950 年 仏)が開発されていた。 
この技術の開発は 1940 年頃から始められていた。しかし、同法はフランスではなくア
メリカで 1951 年末、著名なボイラー製造業者 Babcock & Wilcox 社が技術導入により自社
鋼管工場(Babcock & Wilcox Tube Co.)を立ち上げたのを実用化の濫觴とし、以後、世界に逸早
く拡散して行った。わが国においても神戸製鋼所が率先してこれを導入、1958 年には試作













服部は鍛錬比 17.0 のものは同 6.8 のものの 3 倍の寿命を示すという赤岡の実験報告と、
上野がユージン･セジュルネ熱間押出法によって製造された継目なし鋼管をテストして得






炭化物からの C 及び Cr の拡散が生じ、最適の球状炭化物が得られ、かつ結晶配列の局所
的不均一に起因する micro stress も小さいから寿命が大である。対する国産材においては
                                                 
219 『日本精工五十年史』、385~386 頁、『日本精工六十年史』203~204 頁、参照。ユージ
ン･セジュルネ熱間押出法そのものの概要については井上勝郎『継目無し鋼管の製造』誠
文堂新光社、1954 年、67~70 頁、五弓勇雄編『金属塑性加工の進歩』コロナ社、1978
年、133~138、280 頁、J.,P., Boore･今井宏訳前掲『シームレス物語 ――米国の継目無
鋼管産業発展の歴史――』120~121 頁、今井宏『パイプづくりの歴史』アグネ技術セン
ター、1998 年、246~248 頁、参照。 
220 鍛錬比は forging ratio のことであろう。素材平均断面積に対する鍛造粗形材平均断面
積の比として表される場合、１未満の数値となり、1/4以下の値が望ましいなどと表現さ
れる。鍛錬成形比も同じであるが、こちらは 4 以上などと逆数で表現される。 
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221 サブゼロ(深冷)処理はアメリカで 1951 年頃に開発され、Sub-Zero Distributing Co.、




に就いて(1, 2)」『いすゞ技報』第 17、18 号、1953 年９、12 月、参照。 
















図 8-1 国産軸受鋼における酸素含有量の推移 
















瀬戸『軸受鋼』37 頁、図 2･2。元の出典は山陽特殊製鋼社長 上杉年一 
「渡辺義介賞受賞記念特別講演 わが国の軸受鋼の進歩発展について」(『鉄 
と鋼』74 号、1988 年)。この講演記録は同書巻末に全文載録されている。 
  
図 8-2 国産軸受鋼における酸素含有量と転がり疲労寿命との相関 
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状･形態、分布を制御する製鋼技術(SNRP：Sanyo New Refining Process)を共同開発した。そ
れはこの時点までに積み上げられて来た設備技術の体系を統合的に制御する操業技術と形
容されるべき技術であった。 































中刳り の応用形態) → 側面旋削 → 内径旋削 → 外径仕上げ旋削→ 総形バイトで面取り
(６尺旋盤) →〝内外横抜き〟即ち横抜きによる内外輪の切り離し(８尺旋盤) → 内(外)輪外
(内)径旋削 → 外輪面取り → 外輪転動面旋削 → 外輪刻印(ベルト掛けプレス)、内輪転動面
粗旋削 →内輪ツバ旋削(円錐コロ軸受の場合のみ、６尺旋盤) → 内輪面取り → 内輪ヌスミ旋
削(円錐コロ軸受の場合のみ) → 内輪転動面仕上げ旋削 → 内外輪油焼入れ → 内外輪側面
研削(ブランチャード製および内製竪型平面研削盤) → 外輪外径研削(６～８個串刺し、大日本兵器製
万能研削盤) → 内外輪転動面研削(玉軸受の場合、軌道研削盤。円錐コロ軸受の場合、日東工業製カ
ッターグラインダー) → 内輪ツバ研削(円錐コロ軸受の場合のみ、内製カッターグラインダー) → ラ















コロの製造は棒材からの旋削((タレット自動旋盤、外径、端面)･切断 → 焼入れ → 焼戻し 






















組立が終われば製品は検査 → 洗浄 → グリース入れ → 包装に送られ、ここで工程は
                                                 
226 『日本精工五十年史』412~413 頁、参照。 










よる芯揉 → 外径粗削り → 両端面削り → 数箇所突切りによる切込み入れ(例えば３箇所
突切って４つの厚い円板を串刺しにしたようなモノを作る。上の〝竪ステッキ〟を複数化した工程) → 
センタードリルによる刳抜きで芯を端から除去し、順次、各円環を分離 → 内径仕上げ → 
外径仕上げ → 端面１内外面取り → 端面２内外面取り → 片側端面からの軸方向突切り
による内外輪分離(上の〝横抜き〟に同じ) → 内(外)輪外(内)径仕上げ → 内(外)輪外(内)面１
面取り → 内(外)輪外(内)面２面取り → 内外面溝加工 によって作られ、挽物検査を経て
内輪端面には型番が、外輪端面には製造所マークが刻印された。 
続いて重油ないし電気炉を用いて熱処理が、予熱 → 加熱 → 冷却 → 焼戻し、の順に
実施され、終了後、ワークは熱応力除去のために暫く放置された。 
その後、ワークは研削工程に送られ、内外輪両端面研削 → 検査 → 内外輪外径粗研削 
→内輪は外径研削 → 内径粗研削 → 内径仕上げ研削 → 内径検査を経て、外輪は外径粗














                                                 


















形･切断］→ 多軸自動旋盤による旋削、ないし：厚板プレス打抜き → 熱間鍛造 → 荒旋削、
から焼ならし(焼準：均質化) → 焼なまし(焼鈍：軟化) → 仕上げ旋削 → 刻印 → 焼入(硬











                                                 
229 赤岡 純「転り軸受工業の在り方」(『日本機械学会誌』第 53 巻第 379 号、1950 年８月)、参
照。 
230 大阪府立商工経済研究所前掲『機械工業の実態調査(ベアリング)』(経研資料 No.166) 、
60~79 頁参照。 














図 8-3 マンネスマン穿孔法の原理 
  
転  圧  に  拠  る  素  管  成  形 
   




(熱間)ピ ル ガ ー ミ ル に 拠 る 仕 上 成 形 
Machinery's Encyclopedia. 1929 ed. Vol.Ⅵ, p.334 Fig.2, Fig.3, p.335 Fig.6, Fig.7.  
 




表 8-1  原材料別内外輪の多軸自動旋盤による加工比較(1958 年) 
原材料別 
項目 
標準品 6204 番(単列深溝玉軸受、外径 47mm、内径 20mm、幅 14mm)１個当り 
棒材 パイプ材 鋼板プレス アプセッター 
原材料(g)／比率 280(100) 160(57.1) 181(64.6) 
鋼板プレス 
と略々同じ 
費用(円)／比率 33.60(100) 26.80(79.7) 21.70(64.6) 
加工時間(分)／比率 0.12(100) 0.02(16.7) 0.03(25.0) 








































                                                 
232 井上『継目無し鋼管の製造』57~59 頁、今井『パイプづくりの歴史』240~244 頁、参
照。 





同社は 1973 年、日本水力工業と合併し、新日本造機㈱となって今日に至る。 






























て〝生研摩〟を行い、熱処理御、鋼球研摩機による 10～20 時間かけた〝精密研摩〟→ ラ






                                                 
237 『日本精工五十年史』405 頁、参照。 
238 同上書、406~409 頁、参照。 
 218 
引き続き用いられている239。 
























頃である。また、1951 年に GE から市販されて以来、各方面への普及が始まった超音波洗









                                                 
239 日本精工 藤沢工場「ベアリング」(『図説 日本産業大系』第２巻、1961 年、産業教育協会、
所収)、中野幸久『ころがり軸受』日刊工業新聞社、1963 年、221~230 頁、参照。 























































黒田昌夫(NTN)「軸受鋼の転動疲れはく離の機構」(『日本機械学会論文集』第 26 巻 第 169

































                                                 
242 金子錬造･山田国男「玉軸受走路面の超仕上について」(『機械の研究』第３巻 第５号、1951
年)、参照。超仕上一般については松下武幸「スーパーフィニツシング(超仕上工作)クラン
クシャフト用専用機の試み」(『いすゞ技報』第 24 号、1957 年 4 月)、『日本精工五十年史』
409~410 頁、参照。松下は独学、叩き上げの技術者で、1949 年以来、超仕上げ他に関





































                                                 
243 「討論――ころがり疲れ機構」(『潤滑』第５巻 第６号、1960 年)、参照。 






















過に関する展望」(『日本機械学会誌』第 61 巻 第 478 号、1958 年 11 月)がある。 
潤滑法全般については赤岡「潤滑法」(同誌、第 62 巻 第 482 号、1959 年３月)に手際よくま
とめられている。なお、オイルシールについては別途、後述したい。 
ころがり軸受につき物のグリースについても多くの実験報告が公にされた。浦川倍蔵「グ











20 万 km 走行(但し３回補給)後に取り出し、急行電車１両８個の軸受に対しても同様のサン
プリングを行い、グリースの化学的、物理的試験を行い、劣化状況を比較調査した報告で
あり、極めて興味深いが、ブランド名は伏せられている。 
                                                 
245 この点については角田和雄『摩擦の世界』岩波新書、1994 年、153～157 頁、参照。 
 223 
檀 豊三郎「最近におけるグリースの進歩」(『潤滑』第５巻 第５号、1960 年)は Li-石鹸グ
リースの発達、在来の Na-石鹸/Ca-石鹸グリースの改良、非石鹸グリースの登場について
の解説である。 
当時、制定途上にあったグリースの JIS 規格関しては赤岡「資料 グリースの JIS につい
て」(『潤滑』第５巻 第５号、1960 年)、参照。 
また、この頃、海外を基点に潤滑剤としての二硫化モリブデン(MoS2 固体潤滑剤)に関す









佐々木外喜雄･小野 繁「荷重方向と玉軸受摩擦との関係」(『日本機械学会論文集』第 14 号、
1948 年)、同「ころがり軸受と荷重の方向」(『機械の研究』第１巻 第 10 号、1949 年)、小野 繁
「SKF の新しい負荷容量算定式について」(『機械の研究』第２巻 第４号、1950 年 5 月)、同「こ













ガリ軸受の解説』(1963 年)、11 頁、参照)。 
この実験式は： 

















直径記号 0(同じ内径に対して外径が最も小さいもの) 19d 
直径記号 2(同じ内径に対して外径が 0 より大きいもの) 32d 
直径記号 3(同じ内径に対して外径が 2 より大きいもの) 45d 





れるに至った(『転がり軸受(CAT. No.140c)』、A33 頁)。 
 
 225 








図 8-4 円筒コロ軸受の許容アキシャル荷重(直径系列３[k =1]、連続負荷[f =1] の場合) 
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246 日本精工㈱『NSK コロガリ軸受の解説』(1963 年)、11 頁、同『転がり軸受(CAT. No.140c)』
(1988 年)、A33 頁、同『テクニカルレポート(CAT. No.728f)』(1991 年)、178~179 頁、同『転
















                                                 


































けるスイングアーム：図 9-2)式の OK-1(川崎車輌：モハ 63 他)、MD-1(中日本重工業三原製作所)台
車が試作された。この内、軸梁式台車においては車軸の傾斜を許容するため、国鉄で使用
されていたのと同じ自動調心コロ軸受が 1 個、使用されていた。 
 
                                                 





道車両工学』228~229 頁、MD 台車については同 227~228 頁、参照。 
 229 
図 9-2  軸梁式の概念 
 
日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』366 頁、第 2･96 図。 
 
OK、MD 台車、及び DT13･TR36 台車の試験が 1948 年７月(12～20 日)、辻堂～茅ヶ崎
間においてジュラルミン編成５両を使用して実施されている旨、伝えられている。しかし、
残念ながらその詳細は筆者には不明である249。 




山間の下り線(37kg レール)を用いて、住金製･名古屋鉄道 3500 系用 FS-201 台車
(複合バネ形ウィングバネ[ゲルリッツ]式)、東芝製 TT-1 台車(1951 年、小田急、名古屋鉄道にて実車試
験実施)、汽車製造製･東武鉄道 1700 系･5800 系用 KS-105 台車(軸箱守、ウィングバネ式)とい






これらの台車は総じて長い揺れ枕吊を有する、あるいは MD のように T リンクの採用に
よりその実効長さを増した設計になっており、あるいは OK のように揺れ枕守にコロ軸受
が採用されたりしていた250。 
                                                 
249 沢柳健一「63(ロクサン)の時代」(『鉄道ピクトリアル』No.610、1995 年)、参照。“ジュラ電”
ではこれら新機軸の台車が試験されたが、この内、OK 台車は順次改良が加えられ
(OK-1~OK-25A [1961])、広く知られるようになる。1960 年 11 月、仙山線、仙台～山形間
にて 175km/h という当時の狭軌世界最高速度記録を樹立したクモヤ 93000 が履いてい
たのは OK-4 型台車であった。 
250 JREA 電車バネ下重量研究委員会「各種台車の走行試験結果の概要」『交通技術』1954
年 1 号、参照。当時の FS 台車については横堀『鉄道車両工学』226~227、232~233 頁、
TT-1 台車については同 232~234 頁、KS 台車については KS-5A、KS-5B に限ってでは
あるが、同 230~231 頁、KH-1 台車については同 230 頁、参照。 






KS-105 台車のみにモハ 40030 号車、それ以外にはモハ 40044 号車が供された。 
 
表 9-１ 供試車輌の台車諸元 











車輌重量 ton 54.0 49.0 53.2 55.2 - 
台車重量(1 両分) ton 10.98×2 7.94×2 10.1×2 11.1×2 8.17×2 
バネ下 
重量 ton 
１軸分 2.436 1.484 1.756 1.426 1.575 
測定側(右) 1.161 0.786 0.980 0.713 0.734 
非測定側(左) 1.275 0.698 0.776 0.713 0.840 
台車回転部分慣性重量 ton 4.732 3.315 3.077 5.866 - 
軸  距 mm 2500 2400 2500 2300 2400 
JREA 電車バネ下重量研究委員会「各種台車の走行試験結果の概要」『交通技術』1954 年 1 号、第 1 表。 
なお、横堀は「東芝 TT-1 形台車についてみるに台車本体 6480kg、電動機(２個)1470kg、合計 7950kg







                                                                                                                                               
磨･京 博･岡田英雄･森 薫『DF50 電気式ディーゼル機関車』鉄道科学社、1960 年、
236~238 頁、参照。 















































の無い交流電動機を VVVF インバータで制御する方式が一般化した結果、JR 西日本で





TD 継手平行カルダン式：東洋電機製造の開発になる CFRP 製などの撓み板２枚を用
いたコンパクトな継手を使用する方式で、E209 系、E231 系をはじめ、JR 東日本の新
しい電車において標準技術となっている。また、JR 東海、東海道新幹線では 300 系に
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今や稀少となった無軌条電車
ト ロ リ ー バ ス









当初、Guy Motors(英)製、直流 500V 48kW 車、English Erectric 社製、同 600V 48kW 車、
各２両、続いて日車･三菱電機 600V 26.1kW(×２：左右後車輪を個別駆動)、川車･東洋電機製
600V 48kW 車、各１両が投入された。 
当時の Guy Motors 社の製品一般については、回生ブレーキ(12mile/h 以上)、発電ブレー
キ(回生ブレーキ時の過電圧抑制および 10mile/h 以下)、機械式ブレーキ(12mile/h 以下)を併用して
いたこと、主電動機として連続定格値の２倍のピーク電流を許容し、電機子軸受にコロ軸
受を用いる British Thomson-Houston 製主電動機を通風良好な前部に配していたこと等
が知られており、足回り、駆動系の軸受としては前車軸、キングピン、ウォーム前部に
Timken の円錐コロ軸受が用いられていたが、後車軸についての記述は見当たらない。車
型は６輪、４輪、２階建から 20 座席の小型まで各種あり、京都市に納入されたのは 32 座
席型の改造モデルであり、English Erectric 社の製品も性能的には同格であった。 
その後、1943 年には戦時体制下の鋼材不足から軌条敷設が阻まれたため、名古屋市にお
いて市電に替わる車輌として大曽根～桜山町間、約６ km 区間に木南車輛･三菱電機 600V 







                                                                                                                                               
用いられた他、その低騒音性が買われて 700 系グリーン車にも採用されており、2003
年に製造された JR 西日本、223 系近郊電車の 5000 番台にもこれが採用されている。 



















の試作車は 1950 年１～５月に都電芝浦線にて運輸省主催の性能試験に供されている。 
それらは何れも直流 600V 車で、主電動機について一瞥すれば、東芝は複巻 140HP お
よび 100HP 型。前者は整流子型主制御器を備え、140 段もの自動制御段を円滑に自動切









フ ァ イ ナ ル ギ ヤ
ま
で開発している。 










側)によって支持されていた。これに加え、100kW 級で 650kg 程度というその重量は郊外
電車用としてもまさに開発が期待されていたスペックであった。表 9-2 に日立製の輸出用
トロリーバス主電動機のスペックを、図 9-3 としてその外観を掲げておく。 
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表 9-2  日立製の輸出用トロリーバス主電動機 HS-506-Brb の諸元              
複巻補極付 電圧 600V 車輪径 960mm(9.00-20) 
密閉丸型自己通風 電流 184A 定格速度 
全界磁 26.4km/h 
弱界磁 35.8km/h 
定格 １時間 回転数 1700/2300rpm. 駆動力 
全界磁 1310kg 
弱界磁  980kg 






















































目立ったが、90km/h を超えると DT が最大となった。台車枠に作用する変動応力につい
ても KH における速度応答性が顕著であった。枕バネに作用する変動応力についても
90km/h までは KH が最大で、これを超える速度域においては DT が最大、最小は TT で
あった。 
軸バネに作用する変動応力については、構造上、KH と FS のそれにしかストレイン･ゲ
ージ253 が貼り付けられなかったため、両者の比較のみとなったが、ここでも KH におけ
るそれが目立った(KH：9.5kg/mm2 @ 90km/h、FS：最大 7.5kg/mm2 @ 100km/h)。 
走行抵抗は 70km/h 以下の速度域においては、FS、TT、KH、DT の順に小さく
．．．
なって




電力消費量に関しては DT が最小、FS、TT がこれに続いたが、100km/h の速度域にお




























鉄道の探求 鉄道技術研究の課題』交通協力会、1959 年、61 頁、参照。 
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国鉄の電車運転線区の軌条(レール)について、朝倉希一は次のように述べている。 
  電車区間には主として 50kg レールが用いられる。電車区間では電流に対する抵抗
を小とする必要があるのみならず、列車運転回数が多く、レールの損耗や道床の損傷
が多いから、線路の保守を容易にするために大形のレールが用いられるのである(『技
術随想 汽車』41 頁)。 
1957 年時点においてわが国鉄では 30~50(幹線では 37~50)kg レールが用いられていた。
同じ頃、イギリスでも 30~50(幹線では 47~50)kg、アメリカでは 45~75(幹線では 60~75)kg の
軌条が用いられていた254。 
朝倉はアメリカにおけるレールの使用比率について、 
  アメリカの機関車の軸重はいちじるしく大で、30 トンに達するものが多いが、アメ
リカ鉄道におけるレールの分布は50㎏未満が66%(42kg未満が42%)、50～60㎏が26%、
65～69kg が７%であるというから、50 ㎏以上のものが案外少ない。わが東海道線の
レールは立派なものといえるのである(前掲書 41 頁)。 
とも述べている。データとしては興味深いが、この場合、いま一つ、問題とされねばなら
ないのは枕木間隔である。 
因みに、ドイツ国鉄は 33~49 ㎏の、フランス国鉄は 36~46 ㎏の軌条を使用しながら、
幹線用軌条は前者において 49 ㎏、後者において 46 ㎏に一本化されていた。これは枕木の
間隔(中心間距離)によって許容軸重に差を持たせる措置が講じられていたたためで、ドイツ
の場合、49 ㎏レールの許容軸重は枕木間隔 900mm において 26.60t、1000mm において
23.90t であった255。 
日本国鉄においては枕木間隔は 31~41 本/25m、機関車の許容最大軸重は停止中、１級
線で 18t(41 本)、２級線で 17t(39 本)、３級線で 15t(37 本)、４級線で 14t(34 本)、簡易線で
は軸重規定なし(31 本)と定められていたから、国鉄の電車線区で同じレールが用いられて
いたからといって、その許容軸重までが大きかったという結論にはならない256。 
                                                 








255 大塚編『鉄道車両』９頁、第 1･6 表、参照。なお、わが国鉄においては 1962 年度より
それぞれ 65 年、45 年前にアメリカで制定された規格に準拠する 30 ㎏、37 ㎏、ASCE
型レールおよび 50 ㎏ PS 型レールから強化された 40 ㎏ N、50 ㎏ N レールへの格上げ
措置が講じられている。日本鉄道技術協会『発展する鉄道技術』1965 年、53 頁、参照。 
256 50 ㎏レールを用いる東海道本線で「許容軸重 16t」などと言い習わされているのは動
的な負荷を考慮に入れた許容軸重の謂いである。活荷重で表せば、上記はそれぞれ 16t、
15t、13t、となる。横堀『鉄道車両工学』13 頁、第 2.12 表、25 頁、第 3.1 表、大塚編
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さて、朝倉のエッセイが出版されたのは 1956 年である。ところが、小田急電鉄小田原
線のレールが 37kg から 50kg へと全面的に置き換えられたのは意外に遅く、何と 1965 年

















畿日本鉄道がこれに加わっていた。小田急でも戦前の 90km/h から 95km/h へ、京浜急行
でも 80km/h から 90km/h へ、京阪電鉄では 85km/h から 95km/h へ、阪神電鉄において
も 80km/h から 90km/h へと高速化が進展している257。 
時代は下るが、1978 年 5 月時点では神戸線の一部のみで 60 ㎏レールが使われている、
との記述が見られ、1989 年には「……60kg レールは、昭和 51 年から大規模改良工事お









図 9-4  軌条重量と車輌の左右振動(左)ならびに上下振動(右) 
                                                                                                                                               
『鉄道車両』10、18 頁、参照。 
257 日本鉄道技術協会前掲『発展する鉄道技術』181 頁、表 11-11、参照。 























年：ダイレクトマウント(阪神、FS207)、1961 年：KHD(Klöckner Humboldt Deutz：独、現･
MWM-Deutz)よりミンデン(Minden)導入、1962 年：ミンデン第１号(阪急、FS344)、1967 年：
S 型ミンデン(阪急、FS369)、と続き、やがてそれは 1978 年の試作ボルスタレス台車(営団、
FS500A)に至る259。 
                                                 
259 松宮惣一･赤松惇･高松之晴「住友台車の歩んできた道(第２報)」(『住友金属』Vol.21 No.1 
1969 年)付表１、赤松 惇「試作 FS364 形住友 S 形ミンデン台車について」(『住友金属』





図 9-5 アルストム式(左)とミンデン式(右)軸箱支持装置 
  












図 9-6  京阪 1700＋1750 の走行抵抗試験結果 
                                                                                                                                               
アルストム･リンク式は軸箱を前後から上下段違いのリンクで結ぶ方式で、その軸バネ
には１本バネ型とウィングバネとがあった。アルストム･リンクは機構学的には James 















は共に近畿車輛のシュリーレン KD17 型(軸距：動台車 2200mm、付随台車 2000mm)で、軸受
はグリース潤滑の自動調心コロ軸受(図 9-7)である。 
 
図 9-7  小田急 SE 車の車軸軸受 
   












車製造が導入：図 9-8 右)がある。 
 
図 9-8  シュリーレン式(左)とシンドラー式(右) 
 
 
    
 
シュリーレン(左)は『車両用ころがり軸受』66 頁、第 3･46 図より、シンドラー(右)は大塚誠之監修『鉄




因みに、国鉄は何を意図したからか、1956 年度、製造された食堂車オシ 17 に近畿車
輛製のシュリーレン台車 TR53(軸距 2300mm、円筒コロ軸受)を履かせている。TR53 は正
にそのタイプの吊リンクを有していた(図 9-9)261。 
 
図 9-9  TR53 型シュリーレン台車 
                                                 
260 松井信夫『電車の振動と新しい台車』21~22 頁、参照。 
261 シュリーレンについてはまた、松葉堅一「シュリーレン台車の導入から現在までの変
遷」(『KS World (近畿車輛技報)』2004 年 Vol.11“温故知新”の項)、参照(近畿車輛の HP にアリ)。
シンドラーについては「新製品紹介 京阪電鉄株式会社納め 特急車 1900 形用 KS-70 空
気ばね台車」(『KSK 技報』第 12 巻第１号、1963 年)、第２図(写真)、参照。 
1950 年代の国鉄におけるシュリーレン台車については水鉄運転部客貨車課編『客貨車
データブック』交友社、1965 年、228~229、547 頁、日本国有鉄道工作局『車両検修技
術 台車･輪軸編〔１〕』184~185 頁、参照。 
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オシ 17 は合計 30 両のみ、製造された。 
更に、国鉄は 1958 年度改造工事により、オシ 17 10 と密閉展望車マイフ 97 1 の２両に























とによつても明らかである(藤田義人[他]『最新 電車運転工学 理論編』日本鉄道図書、1964 年、
337 頁)。 
と述べている。 






図 9-11  踏面勾配と左右振動 
 





                                                 









  小田原急行電鉄は、昭和 24 年９月ごろから３両編成の高速電車によって円筒形踏  
面と円すい形踏面車輪の振動比較調査を行っていたが、昭和 26 年８月新宿～湯本間
に運転した特急電車に円筒形踏面車輪を採用するに至った。 



















同年９月、SE 車、デハ 3000 型は国鉄 20 系(後の 151 系)“こだま”型開発の参考として
東海道本線、辻堂～平塚、三島～沼津間において試験に供された。この９月 27 日、SE 車
が函南～沼津間にて 145km/h という当時の狭軌世界最高記録を樹立した件については周
知であろうが、SE 車はただただ突っ走らされていただけではなく、ちゃんと走行抵抗試
験を受けていた。図 9-12 はその総括である。 
 
図 9-12  小田急 SE 車、デハ 3000 の国鉄線上における走行抵抗試験結果 
                                                 





264 『電気車の科学』第４巻３号(1951 年)の表紙および「私鉄情報」、参照。 
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1958 年２月には小田急電鉄 運転課が玉川学園前～鶴川の自社線上にて、デハ 2220×４
から成る 4M 編成列車の走行抵抗試験を行っている。台車は住金の新鋭 FS-316(アルストム、
WN 駆動)で、軸受はグリース潤滑の円筒コロ軸受(後述)であった。この時に得られたデータ
は速度と共に逓増する走行抵抗を表していた265。 










同年 8 月には近畿日本鉄道 業務局運転部が山田線、東松坂～櫛田間にて特急電車、新




のモ 10100 を連結するか、同じ 3 両の逆編成を併結して前後対称の列車編成となるのであ
                                                 
265 『鉄道車両の走行抵抗』21 頁、参照。 
266 『鉄道車両の走行抵抗』24 頁、参照。 
267 『鉄道車両の走行抵抗』37 頁、参照。 
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ろうが、供試車輌は全てファーストナンバーで、誕生直後の試験であったことが窺われる。
速度域は 30～120km/h であった。台車は勿論、近畿車輛の KD30、KD30A(シュリーレン、
WN)。軸受はグリース潤滑の円筒コロ軸受であった268。 
1960 年９月には京成電鉄 車両部技術課が成田線、志津～大和田間にてモハ 3000＋モハ
3000、2M 永久連結編成列車の走行抵抗試験を実施した。台車は住金 FS-318(ウィングバネ、
WN 式駆動)で、軸受はグリース潤滑の円筒コロ軸受。当時、同線は 1372mm という変った
軌間であったが、1959 年 10～11 月に国際標準軌間への改軌が行われているので、試験当
時の軌間は 1435mm であった269。 













何によっても異なって来る。鉄道技術研究所 運転研究室は 1956 年 12 月、伊東線 宇佐美










は後年、これを図 9-13 に示されるような標準設計に改めた。そして、概ねこれが UIC(Union 
                                                 
268 『鉄道車両の走行抵抗』17 頁、参照。 
269 『鉄道車両の走行抵抗』23 頁、参照。 
270 『鉄道車両の走行抵抗』38~41 頁、『最新 電車運転工学 理論編』332~334 頁、参照。 
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Internationale des Chemins de Fer：国際鉄道連合)標準軸箱設計の基礎となる。 
 
図 9-13  SKF 標準軸箱と UIC 標準軸箱 
 
 























































表 9-3、表 9-4 はこの時の工場業務研究会の説明資料の一部らしく、当時の国鉄におけ
る車軸用円錐コロ軸受の使用状況が示されている。 
 
表 9-3 1955 年度当初の国鉄における車種別車軸用円錐コロ軸受使用状況 
車  種  別 両     数 コ ロ 軸 受 数 
客     車 2419 19,352 
気  動  車  590  4,720 
電     車 1307 10,456 
電 気 機 関 車  197  3,440 
蒸 気 機 関 車  311  2,376 
合     計 4824 40,344 
コロ研究会「コロ軸箱研究会について」(『ロコとディーゼルカー』第 19 巻 ７月号、1955 年)より。 
本多邦康氏提供。 
 
表 9-4 1950 年代前半の国鉄車軸用円錐コロ軸受にみる事故件数、事故率の推移 
種別 
年度 
客    車 電    車 電 気 機 関 車 蒸 気 機 関 車 
両数 個数 件数 事故率 両数 個数 件数 事故率 両数 個数 件数 事故率 両数 個数 件数 事故率 
1948 998  7984 21 0.26 638  5104 - - 57 1036 - - 200 1644 - - 
1949 1074  8624 23 0.27 791  6328 - - 57 1036 - - 226 1916 - - 
1950 1429  9992 25 0.25 991  7928 8 0.10 57 1036 1 0.10 240 2012 3 0.14 
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1951 1474 11792 24 0.20 1051  8488 16 0.19 81 1440 - - 266 2116 - - 
1952 1754 14032 11 0.08 1131  9048 12 0.13 107 1920 - - 281 2176 7 0.32 
1953 1946 15568 7 0.05 1196  9568 18 0.19 159 2816 - - 301 2256 4 0.18 
1954 2419 19352 14 0.07 1307 10456 6 0.05 197 3440 - - 331 2376 1 0.04 
同上より。 
この時期に蒸気機関車が増えているのは D→C 改造による C60、C61、C62、D 型機の２軸従台車化


































である。国鉄車輌の車軸用円錐コロ軸受が J-1A 型、J-2 型様のシム方式から間座方式に全
                                                 






面的に改められたのは戦後も 1960 年代を迎えてからのことと推定されるからである273。 
図 9-14 は 1951 年より配備された客車用 TR47 型台車(鋳鋼枠、TR40 に類似、横堀『鉄道車
両工学』223 頁、第 8.62 図、参照)に用いられた調整間座タイプの日本精工製軸受である。寸法
からキハ 43000 型ディーゼル動車用 J7 型軸受の改良品、J10 と目される(表 6-2 参照)。 
 
図 9-14  調整間座式複列円錐コロ軸受 
  












































図 26【上図左】は鉄道車両用軸受の一例で、車両の台車側の案内部Ⅰと軸受箱 A と
のすきま C と、台車側の案内部Ⅱと軸受箱 B とのすきま(C + ε)とがεだけの差で仕
上げられているとし、台車側の案内部が余り変形しないものとすれば、台車案内部Ⅰ、
Ⅱで均等にスラスト荷重を受けることができず、Ⅰと A とで全スラスト荷重 Faを受
けることになって軸受箱に加わる外力はⅠと A とが接触する中心に軸受箱の A 部に
Faの大きさのスラスト荷重が作用することになる。すなわち軸受箱はⅠと A との接触
点で Faの大きさのスラスト荷重が加わり、さらにその接触点から軸受までの距離を腕
とした Fa･r の力によるモーメントが生ずることになる。 
                                                 






















それでも、国鉄車輌における「背面組合せ」への転換は 1953 年の EH10 型電気機関車
を嚆矢として始まっている。EH10 はパワー･エレクリクスの点では戦前水準にあったが、











図 9-15  EH10 型電気機関車の軸箱 
                                                 
276 前掲 鉄道技術研究所『五十年史』、553 頁、参照。 
 254 
 
電気車研究会『EH10 形電気機関車』1955 年、７頁、13 図。 
 







EF15 及び EF58 型に採用されていた「複列内向き軸受」よりも一段と大きな相互間隔が









                                                 
277 車両用ころがり軸受研究会『車両用ころがり軸受』52~53 頁、参照。当該部分を含む
「第３章 車軸用ころがり軸受」は光洋精工の小野繁の執筆。EH10 型電気機関車の円錐
コロ軸受については『車両用ころがり軸受』47 頁、第 3･4 図、『日本精工五十年史』344
頁、図 76 も同じ。なお、赤岡『軸受の損耗と対策』、88 頁の図 3･20(上) は天地逆、同










滑)の寸法が制定され、郊外電車用としては小田急電鉄が 1957 年、2220 系電車の住金




図 9-16  小田急電鉄に採用された NSK ツバ付き円筒コロ軸受 
    













                                                 































を有する国鉄の高速貨車用台車(チキ 5000 においては TR63)に装備された。 
国鉄高速貨車用台車の濫觴は 1930 年の TR24 とされている。これは 13mm 厚の一体鋳





  但し、ドイツの FAG は蒸気機関車の時代にツバ無し一体外輪と両端ツバ輪、スリー
ブ止めの両ツバ付き複列内輪との組合せから成る複列円筒コロ軸受を用い、輪軸に大き
な横動を許容する軸箱を製品化していたことが知れている。cf. Friedrich Wilhelm 
Eckhardt, Die Konstruktion der Dampflokomotive und Ihre Berechnung. 
1952(reprint 2009), S.38, Bild 15. もっとも、同図は軸径が 190mm の軸受であり、同じ
ような機構が E 型機などの動軸箱にまで用いられていたか否かについては不明である。 
281 『車両用ころがり軸受』58~61 頁、『日本精工五十年史』345~346 頁、『軸受･潤滑油便
覧』643 頁、浅野前掲論文、172 頁、参照。 
 257 
鋼製中空側枠に不等辺山形鋼で中央部を補強された溝型鋼製横梁と溝型鋼製端梁をボルト






図 9-17 TR24 台車 
 
                                                 





運転教育研究会『初等客貨車工学』122 頁、第 89 図。 
 
戦後、国鉄では’59 年に設定された EH10 牽引のコンテナ特急“たから”用、チキ 5000
型貨車の TR63 台車向けとして、その前年に開発された JC6 型軸受(軸径 110 ｍｍ、外輪径
220mm、幅 180mm)がこのテのコロ軸受の嚆矢となった(図 9-19)283。 
 
図 9-18 TR63A 台車 
 
東鉄運転部客貨車課編著『近代客貨車の構造と理論』140 頁、2-4-12 図。 
 
1959 年に誕生した TR63(ブレーキ装置を改造され TR63A となった)はチキ改めコキ 5000 の
他、コキ 5500、ワキ 5000、ク 5000 等にも使用された鋼板プレス･溶接組立の側枠を有す
る台車で、やはり運用上の最大速度は 85km/h 程度であった284。 




















図 9-19  TR63 に当初、油潤滑の形で使用された JC6 型円筒コロ軸受 
       
 
９が注油口、10 が排油口。内径 110mm。 








                                                 





時代は更に下って 1966 年、国鉄は最高速度 100km/h 級の高速貨車、コキ 10000 型、
コキフ 10000 型コンテナ貨車、レサ 10000 型、レムフ 10000 型冷蔵貨車に用いられる








図 9-20  TR203 型台車 
 
 


































小田急 SE 車との関連で述べた点とも重ね合わせるに、結果としてわが国において SKF
タイプの自動調心コロ軸受は欧州におけるほどには普及しなかった。自動調心コロ軸受は
                                                 
286 TR203 については東鉄運転部客貨車課『近代 客貨車の構造と理論』141~144 頁、日本
国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』200~201 頁、参照。 
287 一連の試行の中間報告的文献として深沢三之「国鉄電車の輪軸用コロ軸受について」
(『電気車の科学』第５巻１~６号、1952 年)を挙げておく。 







因みに、工業技術庁 機械試験所では国産品の品質向上を促すため、国産と SKF 製の非
対称コロ型複列自動調心コロ軸受(図６-１ｂ)を相互比較し、データを公開している。この内、
コロの加工精度比較の一端からは著しい彼我の懸隔が明らかにされている。 
それによれば、コロ中央部の真円度は、SKF の 0.5～0.7μm に対して国産品は約３μm、
１軸受中の 28 個のコロの直径相互差は同じく約２μm 対 約７μm、端面振れは平均 0.7
μm(最大２μm、最小 0.0μm) 対 ４～８μm、太端面の曲率半径のばらつきは２ mm 対 ６








NTN の HJ2 軸受(図 9-21)であった。 
 
図 9-21  NTN の試作 HJ2 軸受を組込んだ軸箱 
                                                 







その検査』精密工学講座 Ⅲ-7、日刊工業新聞社、1958 年、参照。 
戦前期、戦後同時代における SKF については「“ころがり軸受” 質，量，向上策(1),(2)」







   『車両用ころがり軸受』57 頁、第 3･25 図 (185 頁、第 7･25 図も同じ)。 
 








図 9-22  フェルト･リングとハウジング側の溝 
 
『NSK ボール及ローラーベアリング 型録(C.No.21)』(1939 年３月以前の発行であるらしいが詳細不明)75













因みに、日本精工は内径(軸径)20～115mm までのフェルト･リング、製品呼称 Fe5～Fe26 を内径５
mm 刻みで用意していた。但し、フェルト･リングが一般に転がり軸受メーカーによって供給されてい
たと言えるか否かは不明である。東洋ベアリング製造前掲『NTN ボール ローラ ベアリング CAT. No. 
20』(1939 年)、124 頁にはこれと同様の情報が記載されているが、同時代の不二越鋼材の前掲『NACHI





























                                                 












周速がさらに上昇して 15m/sec をこえる場合、軸受温度が 100℃程度になるとき、
あるいは潤滑剤中に EP 添加剤の入っているときはアクリルゴム使用のオイルシール
を用いる(同 182 頁)。 
松戸電車区においては 1950 年から HJ2 のテストが実施された。オイルシールとして当
初はガーロック社(米)のオイルシール及び国産の皮革製シールが供されたが、成績不良で
1953 年 6 月以降、全数、日本ダストキーパー社製の合成ゴム製リップシールに切り替え、
更に、材料変更、コイルバネ(ガータスプリング)の変更、平パッキンから O リングへの変更
により、1955 年頃には油潤滑コロ軸受のオイルシールに関する基盤技術が確立せしめられ
た。その間における HJ2 自体の使用成績は極めて優秀で、1950 年以来、９年間の使用後
においても外輪転走面に荒れやスミアリングの痕跡は見られなかった、と回顧されている
292。 




















(摩擦潤滑部分の故障例(Ⅲ)『日本機械学会誌』第 62 巻 第 482 号、1959 年 3 月)、参照。 
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HJ2 に組合せるスラスト緩衝装置としては皿バネが用いられた。これを従えた HJ2 は





年に 30 両だけ、半ば試作的に造られた電気式 DC キハ 44000(後のキハ 09)系の DT18(直角
カルダン)、DR18A 型、1952 年のキハ 44500(キハ 15)及び 1953 年のキハ 45000(キハ 17)の
DT19、TR49 型台車には軸端にスラスト受金、前蓋に耐摩耗性樹脂製スラスト受を有し、
その間の隙間5mm(最大 8mm)にして緩衝機構を持たないスリーブレス型の複列円筒コロ軸
受 JC1A(軸径 110mm、外輪径 225mm、内輪幅 150mm)が採用された(図 9-23)294。 
  
図 9-23  キハ 44000 における円筒コロ軸受の使用状況 
      
『車両用ころがり軸受』54 頁、第 31･8 図 
 
これらの台車はプレス鋼板溶接構造、端梁(前後端のクロスメンバ)省略、と近代的容姿を帯






































図 9-24  DT19 型台車 
                                                 
295 主電動機 MT45(２個使用)は 300V 直流直巻、密閉自己通風型で連続定格出力 45kW、
167A、同回転数は全界磁で 1650rpm.、弱界磁(60%)で 2300rpm.であった。概ね２個で 
大型トロリーバス用 506 級主電動機並の出力であった勘定になる。 


















改造試作台車をキハ 48100 型液体式 DC(48102)に履かせ、東北本線、川口～浦和間におい
て走行試験を行っている。この試作台車は本邦初の空気バネ台車であった。 










のために開発された後述、DT21 型台車の派生物たる DT22/TR51 系台車が投入されてか
らであった。それでも、乗客の不満を他所に、DT19 においてはタイヤ一体圧延車輪およ
び円筒コロ軸受の採用とあいまって台車軽量化、取扱い簡易化、フランジ摩耗の低減がと
                                                 
296 高田隆雄･平尾順平･岡田幸雄･中井龍夫「鉄道車両用空気ばね台車走行試験」   





即ち、1954 年に投入されたレールバス(2 軸の軽快 DC)、キハ 10000 においては一連の
DC 用円筒コロ軸受の使用実績を承け、弾性フェルト(スラスト隙間 3mm)を従え、軽量設計
に徹した複列円筒コロ軸受(軸径 95mm、外輪径 170mm、外輪幅 135mm)が採用された298。 
更に、この年、国鉄においては以上の試用･実用実績を踏まえ、客車、電車への円筒コロ
軸受大量採用を決定した。軸受は内外輪を筒状一体に改めると共に別体の前後外輪ツバを
配し、コロを広幅２列に置き換えたグリース潤滑の JC2 型円筒コロ軸受(軸径 110mm、外輪
径 235mm、内輪幅 180mm)で、硬質弾性フェルトと受け金によってスラストを緩衝･負荷させ
る装置と共に使用された。このスラスト負担装置においてはスラスト隙間 5mm、緩衝の
ためのフェルト圧縮変形量 3mm、計 8mm の横方向移動が許容されていた。 
しかし、取扱いが楽であるべきグリース潤滑においてはフェルトの焼付が多発したため、















                                                 
297 この軸受については『車両用ころがり軸受』54 頁、参照。鉄道科学社編集部･編『図説 
ディーゼル動車』1954 年、147~149 頁、同改訂増補版、1957 年、195~197 頁、『日本
精工五十年史』344、345 頁にもごく簡単な言及が見られる。 
プレス鋼板溶接構造化による重量軽減効果について見れば、客車用の TR47 型鋳鋼台





究会前掲『電車の修繕』(交友社、1969 年)、125~146 頁、参照。 
298 『車両用ころがり軸受』56、76 頁、参照。 
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   当初はこれも 1950 年頃、油潤滑で試作された。  















 図 9-26  DT21 型系台車に採用された車軸軸受 





よび 117 頁、図 3.2.1、参照。 






日本国有鉄道(中央鉄道学園編)『通信教育教科書 第一部 新形電車 ２』修正第４版、1965 年、117 頁、第
8-4 図より。 
 
件の DT21 型台車はナハネ 10 型三等寝台車用 TR50 台車(枕バネはコイル、１本軸バネ式、
1955 年)に始まる 9mm 鋼板熱間プレス成形･溶接組立台車枠を有する軽量台車であり、こ






図 9-27  熱間プレス成形→溶接組立による台車の製造工程 
                                                 









電車詳解』77~80 頁、DT20 と DT21 の側受については国鉄臨時車両設計事務所『モハ
90 形電車詳解』電気車研究会、1958 年、83 頁、参照。 
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図 9-28  側梁のブランキング 
 
同上書、514 頁、第 3･76 図。 
 
図 9-29  側梁のプレス成型と成型品の検査部位 
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図 9-30  側梁の修正箇所 
 











DT16 や DT17 と共に 80 系や 70 系に混用された。 
DT20 型台車にはスラスト緩衝用の 30mm 厚硬質弾性フエルトを従えた内径 110mmの
円筒コロ軸受が採用されていた。この点、DT20 は DT18、DT19 と相似た歴史的位相に在
ると言える。 





 図 9-31  DT21 型台車 
 










車軸端と軸箱蓋の間にゴム･サラバネあるいはコイルバネなどを用いている。第 10 図 
 275 
          









                




































                                                 
301  松井信夫『電車の振動と新しい台車』5、9 頁より。 
302 松本「鉄道車輌用軸受の最近の進歩」、参照。 










は DT21 に国鉄としては新たな機構を持ち込んだ。図 9-32 は DT21 において初めて国鉄
車輌に採用された中空軸平行カルダン駆動方式の概略である。 
 










1957 年７および 10 月、鉄道技術研究所 制動研究室はこの新型台車を履いた登場間も
ないオール電動高速通勤電車モハ 90 系を辻堂～茅ヶ崎間にて惰行試験に供している。試
作モハ 90 の落成は 1957 年６月 29 日とされているから、この時期なら車輌はモハ 90 と
呼ばれていた筈で、主電動機も MT46 であった。モハ 90 が 101 と改称されるのは 1959
年からである305。 
                                                 
304 大塚滋『新形電車の故障とその処置 250 題』交友社、改訂第 2 版、1960 年、213~217
頁、参照。 












試験の速度域は 110km/h までで、国鉄がメンツを賭けて投入した改造モハ 90(ギヤ比を
5.60 から 3.95 に高め、枕バネを空気バネに改めた台車を履き、パンタグラフまで高速用に換えられてい
た)によって 1957 年 10 月 30 日の試験走行で叩き出された 135km/h という記録が余りに
も知れ渡っているため、些か物足りない感を抱かせるレンジであったが、改造車とは異な
るオリジナルのモハ 90 においては所詮、これが分相応の速度であり、６両編成列車は高
速域、３両編成列車は低速域での試験に供試された。図 9-33 がその結果である。 
 








んだにも拘らず、１時間定格 128kw/782rpm の従来型 MT40 に対して同 100kW/1860rpm
程度と高回転型となったため、MT46 は著しく小形化され歯車比も前者における 2.56 ない
し 2.78 に対して 3.50、4.21、4.82、5.60 と大きくなった。支え軸受を含む吊架駆動用の
MT40 と中空軸平行カルダン駆動用の MT46A の重量を直接比べるのは不適当であるが、












「２」 位置、直列ノッチ S1から S13段まで自動加速 
「３」 位置、並列ノッチ P1から P11段まで自動加速 
「４」 位置、並列弱界磁ノッチ WF1から WF2段まで自動加速 
「５」 位置、並列弱界磁ノッチ WF3から WF4段まで自動加速 
といった具合になる。 












においては MT40 の場合に 480mm もあった電機子鉄心外径が
360mm へと小径化されたにも拘らず、電機子コイルの巻き方を従前の“波巻”から“重
ね巻”に改めたことにより整流子片数の低下を最小限に食い止めており、前項と合せて整
流子片間電圧は 11.0V から 6.58V に下げられ、スパーク発生が抑えられたため、過電圧耐








                                                 
306 『最新 電車運転工学 理論編』第５編第３章、『最新 電車運転工学 構造編１』第１篇第１
章、『通信教育教科書 第一部 新形電車 １』第２章 第 14 節、参照。 
 280 
難性を加重した 1946 年度以降であった。この年に新製された EF15 型、EF58 型電気機関









因みにモハ 80系他にも用いられた MT40の場合、歯車側に NU426：外径 260、内径 105、
整流子側に NH318：同 190、90 という組合せであった。 
これに対してモハ 90用の MT46においては歯車側には NU219AH 円筒コロ軸受：外径








順次、Na 石けん基のものから Li 石けん基の高級グリース、BRBNo.1 ないし相当品への
移行が果されたが、高回転ゆえにグリース寿命が在来型の主電動機におけるよりは短くな
り、補給頻度は高くならざるを得なかった。 
然しながら、MT46 ないしモハ 90 はそもそもの設計仕様において失敗作であった。先
ず、MT46 であるが、この新型主電動機は就役後、通勤電車用主電動機としての低速トル
ク不足という馬脚を現した。その対策型として生まれたのが MT46 の改良版、MT46A で
ある。臭いモノに蓋でもしたかのように、MT46 の諸元や MT46A への改良経緯に係わる
記述は少ないが、主極コイル巻き線数が 28 から 33 に増大されており、そのため主極と電
機子間の空 隙
エアギャップ




                                                 




この MT46A は小田急 SE 車デハ 3000 の主電動機とほぼ同格のスペックを有するもの
で、国鉄では 101 系通勤電車(歯車比 5.6)、111 系近郊電車(4.82)、115 系近郊電車(4.82)、153
系急行電車(4.21)、151 系特急電車(“こだま”用、3.5)等に展開し、交直流電車にも派生型で
ある MT46B が用いられた。 
MT46A はかくて 1950 年代末より国鉄電車の標準的主電動機の地位を獲得する。もっと
も、それは決して完璧な主電動機、と形容されるには程遠い存在であった。現場の技術者
向けのテキストは次のように述べている。 





















  101 形が入る前はその調整値が電流の変化量 1500A となっていたが、101 形【の】
CS12A 制御器の渡り段電流増加は【減流継電器の】限流値 350A で１ユニット約 420A
となるため、４ユニット【におけるピーク電流発成】が重なるとこの調整値をこえ、事故
電流との区別がつかなくなって、選択しゃ断装置が働くこととなる。 
  一般に 101 形に限らず新形電車は渡り、あるいは弱め段へ入る際のピークが大きい
ため、各線区とも所定の限流値 480A では停電するので、やむをえず限流値を下げて
                                                 
309 国鉄臨時車両設計事務所前掲『モハ 90 形電車詳解』59~67 頁、とりわけ 59 頁、〔注〕、
参照。これ以外にも細かい変更が有ったのであろうが、文献は何も語っていない。 









重視した MT 編成の 103 系通勤電車の開発であった。1964 年に投入された 103 系用には
MT46A を大形化したような MT55 型主電動機が開発された。件のエアギャップは 4mm
から 4.5mm に拡大されていた。MT55 の１時間定格出力は 110kW/1350rpm と低速トル
ク重視で、MM’ユニットの1時間定格引張力は 7550kg(＠63%界磁、44.5km/h)に達しており、
101 系におけるそれの 5500kg(＠70%界磁、51km/h)と比べ、明らかに大きなダッシュ力が備
わっていた。しかも、MT 半々の編成での最高速度は 100km/h で、6M4T 編成の 101 系
と変りなかった。MT55 の端子電圧は 375V、最高許容端子電圧は 900V で、MT46A と同
じであったが、限流値は 380A に設定されていた。同系の MT54 型は勾配区間を走行する
機会の多い近郊電車、111 系の出力増強版である 115 系に搭載された。 
103 系は国鉄通勤電車の標準型となり、3500 両を超える大所帯に成長した。その DT33
型台車においてはモハ 90 のそれより一回り大形の主電動機を搭載するため、車輪径が従
前の 860mm から 910mm へと大径化され、軸距も 2100mm から 2300mm へと拡大され
ていたが、駆動装置や軸受を含め、その基本構造は DT21 型を踏襲したものであった(なお、










                                                 
311 大塚『新形電車の故障とその処置 250 題』29 頁。 
312 日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』375 頁、参照。 
但し、DT22 から派生したキハ 81 系特急型気動車用の DT27/TR67 空気バネ台車や勾配線
区用･特急型キハ82系気動車に用いられたDT31/TR29空気バネ･ディスクブレーキ台車に
おいては DT21 等と同じ通常の一体型下揺れ枕が採用されている。四国鉄道学園『最新 絵
ときディーゼル動車』第９版、交友社、1980 年、494~496、504 頁、参照。 
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図 9-34  DT22 における下揺れ枕リンク式揺れ枕装置 
 
四国鉄道学園『最新 絵ときディーゼル動車』第９版、交友社、1980 年、496 頁、第 11-6 図。 
 




鉄道技術研究所 運転研究室は 1961 年 4 月、室蘭本線上において DT22A 型台車を履く








翌 1962 年３月には鉄道技術研究所 運転研究室によって 80 系の近代化版であり 151 系




図 9-36  国鉄モハ 153 系 12 両 6M6T 編成列車の走行抵抗試験結果 
    
『最新 電車運転工学 理論編』332 頁、第 5-6-14 図 
 
もっとも、この試験で明らかにされた 153 系電車の走行抵抗は DT16 型台車、円錐コロ
軸受、吊架式駆動の 80 系とさして変わり栄えせず、むしろ若干大きな値を示していた。 
即ち、80 系 15 両編成の試験(前出 1955 年３月)から得られた実験式は、 
re = 1.2 + 0.015V + 0.00034V2 
これに対して 153 系 12 両編成の試験から得られた実験式は、 








して高速化であった。1959 年７月、国鉄技術陣は 151 系“こだま”型特急電車 4M2T 編
成列車を用いた東海道本線、金谷～焼津間の上り線上における高速度試験において
163km/h という当時の狭軌速度記録を叩き出していた。 
特急“こだま”開業時の東京～大阪間 559.3km における表定速度は 81.8km/h で、満鉄
特急“あじあ”の大連～新京(長春)間 701.4km における表定速度 82.5km/h にも劣り、そ
の後のダイヤ改正によっても 86.0km に達したに過ぎなかった。しかし、既にこの時、水
                                                 




















“揺れ枕連結棒”なる過渡的技術が採用されている(図 9-37, 9-38)。 
 
図 9-37  揺れ枕連結棒 
 
『通信教育教科書 第一部 新形電車 １』128 頁、第 8-19 図。日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･
輪軸編〔１〕』376 頁、第 2･112 図もほぼ同じ。 
なお、DF50 型電気式ディーゼル機関車の前後台車、DT102 においても揺れ枕連結棒が採用されている
が、こちらはラバーブッシュを用いて弾性的に結合するモノではなく、単純なリンク仕掛だったようであ
る。井上末次郎監修/佐藤長武･三野清磨･京 博･岡田英雄･森 薫『DF50 電気式ディーゼル機関車』鉄道科
学社、1960 年、234~235 頁、参照。 
 














そのギヤ比は上記の通り 4.21 で、最高速度 130km/h あったから、ギヤ比的に DT24 は
はモハ 90 と改造モハ 90 の中間物のような存在であった。勿論、主電動機が同じ(MT46A)
なら、駆動も中空軸平行カルダン、車軸軸受も円筒コロ軸受と玉軸受との組合せであった。














                                                 
314 既に見たように外吊式にせずとも大きな揺れ枕吊長さを実現することは不可能ではな
い。しかし、電動台車において、揺れ枕吊の外側配置によって揺れ枕吊を従前よりも長
く設定し易くなることは間違いない。因みに内吊式でも TR37 や 40、47 等のそれは














(工作局『車両検修技術 ディーゼル車編〔Ⅱ〕 車両用液体変速機』1974 年、参照)。 
 
図 9-39  DT23 の輪軸回りにおけりころがり軸受の使用状況 
                                                 




















・大歯車と車軸との圧入圧力は 49~70t の範囲にあること 
・歯車箱支え軸受内輪と車軸との焼嵌め代は 45μ±10μの範囲にあること 
・車軸と車輪との圧入圧力は 66~103t の範囲にあること 
・車軸用軸受内輪は車軸へ圧入または焼嵌めとし、圧入圧力は 5~8t、焼嵌め代は 23~60μの範囲にあ
ること 


















図 9-40 はそうした車輌の代表格、’60 年代半ばに投入された標準的機種、TMC100F 型、




図 9-40 保線用大形軌道モーターカーとその軸箱 
TMC100F 型 TMC200B 型 
                                                                                                                                               
置において車軸駆動歯車箱支持に用いられる軸受である。実験には JIS 上級品相当の内




















機械式 4F1R 2 軸駆動 自重 8.1t 連結面長 5771mm 
軸距 2900mm 機関いすゞDA120P(連続 89PS/2000rpm.) 
液体式 2 軸駆動 自重 11.8t 連結面長 6440mm 

























異なった軸箱支持機構を有しており、日車 DT9001 は SIG 式円筒案内方式と称し、枕バネ
の補助(アンチローリング装置？)として２本のトーションバーを採用した上、軸箱を円筒案内
としたもの、汽車会社の DT9002 は軸バネにアンダースラングの重ね板バネを用い、近畿
車輛の DT9003 はシュリーレン、住金の DT9004 は IS 式と呼ばれるミンデン変形、川車
の DT9005 は平行板バネ式、日立の DT9006 はアルストム、という顔触れであった。これ
らの試作台車相互間においては輪軸の振替えが行われ、これに伴って軸受も往き来せしめ
られた320。 
                                                 



















年、21~32 頁)、参照。通常型の SIG 台車については大塚編『鉄道車両』247 頁、手塚『鉄
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1962 年 11 月、鉄道技術研究所によって試作 A 編成と B 編成を用いた走行抵抗試験が実
施された。風と線路勾配の影響をキャンセルするため、試験は「往復惰行法」によってな
された(図 9-41, 9-42)。 
 
図 9-41  東海道新幹線電車 A 編成の走行抵抗 
   
藤田義人[他]『最新 電車運転工学 理論編』339 頁より。 
なお、本図の原データは西岡直人「新幹線試作車の走行抵抗」(日本国有鉄道鉄道技術研究所『東海道
新幹線に関する研究(第５冊)』1964 年、427~430 頁)である。西岡論文には次に掲げる B 編成の走行抵抗
曲線とともに、A+B 編成列車のそれも収録されている。 
 
図 9-42  東海道新幹線電車 B 編成の走行抵抗 
                                                                                                                                               
道車両/台車のメカ』80 頁、参照。 
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型である(図 9-43, 9-44)。 
 
図 9-43  東海道新幹線電車(０系)用台車 DT200 とその IS 式軸箱支持装置 





年、110 頁、写真 9.1、111 ページ写真 9.2、関西鉄道学園『最新 新幹線電車』改訂第３版、1973 年、
交友社、56 頁、第 3.3 図。 
 




























用した。駆動方式は WN 継手式であった。 
国鉄はミンデンドイツ方式の使用経験を持たなかったが、1958 年に投入された ED61
型直流電気機関車の内、'59 年、東芝製 15 号機の試作台車 DT900 には軸箱を台車中央側
より張出された２枚のNiCrMo鋼製平行板バネで支持する住金S型ミンデン様の機構が採
用された。 
また、1959 年、日立で同社 1000 号機として１両だけ試作された常磐線旅客用の
水銀整流器
エ ク サ イ ト ロ ン









図 9-45  ED46 型の DT112 台車 
                                                 
321 ED46 については日立製作所『ED461 形 日立交直両用電気機関車』(パンフレット)、『鉄
道ピクトリアル』第９巻 10 号、1959 年、「わだいのくるま」、川添雄司『交流電気車両
要論』電気車研究会、1971 年、７、44 頁、鉄道ダイヤ情報別冊『プロトタイプの世界』
2005 年、116~117 頁、参照。 








日立製作所『ED461 形 日立交直両用電気機関車』(パンフレット)より。 
 
更に、1961 年、北九州地区の電化に際して投入された東芝製 ED72 型旅客用交流電気
機関車および'62 年の ED73 型貨物用交流電気機関車用 DT119 型動台車、ED72 型の
TR100型中間台車にはED61 15のDT900様の台車中央側からの平行板バネ２枚による軸
箱支持装置が採用された(図 9-46, 9-47)。住友金属工業による S 型ミンデンの開発が 1966
年であるから、この東芝の試みは一つの壮図であった322。 
 
図 9-46  DT119 型動台車 
日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』52 頁、第 1･93 図。 
 




能不良で量産機および ED73 は吊架式に変更されている。また、ED72、ED73 は
水銀整流器









図 9-47  TR100 型中間台車 
 
同上書、78 頁、第 1･137 図。 
 
























絶後となり、ED6115 もまた、1979 年、通常の DT106 台車を新調して宛がわれ、ED6218
と改称せしめられている。それは出る杭が打たれた典型的構図である。 
そして、初代新幹線台車、DT200 の開発に際してはこの不出来であった ED72、ED73
用 DT119、ED72 用 TR100 型台車における板バネの疲労限度の解明が貴重な参考資料と
して供されたワケである323。 
                                                 































”は繰り返された。 1985 年に投入された 100 系車輌用の DT202 台
車においてはこの種の不具合が２件も発生している。ひとつは 1991 年９月 30 日、下り
“ひかり”291(A)号、“シンデレラ･エクスプレス”に発生した歯車箱油漏れに起因する
歯車損壊、車軸ロック･暴走事故、いまひとつは事故にこそ至らなかったが、1992 年６
月 15 日に発覚した“グランドひかり”用車輌の駆動ピニオン軸支持軸受の欠陥、24 個
のコロ脱落に起因するオイルシール破損と油漏れがそれである。 
前者の原因は振動によるボルト脱落、後者の原因は駆動ピニオン軸を支持する光洋精



















図 9-48  S 型ミンデン台車における「安全つの」 
 







326 事実、関西鉄道学園前掲『最新 新幹線電車』の記述(65 頁)もその趣旨である。中村『物
と事と生の研究史――新幹線台車･金属疲労寿命･生命観――』32~34 頁、『新幹線車軸の安全
の研究――金属疲労、リスクマネージメント、生命観――』24、26、27、62~63、106~113 頁、







作 ED72 形式交流電気機関車」『交通技術』第 16 巻６号、1961 年、参照)。 
 300 
これは S 型ミンデンの場合であるが、標準ミンデンにおいても「安全つの」の構造は同じである。 








もっとも、1991 年、1720 系の引退、200 系の投入に当り、この頑健な台車が板バネと
軸箱との結合部のラバーマウント化(SU ミンデン化)、車輪の“ステンレスリング入り防音波







体制に拘泥させたのは、そして DT119 と TR100 に「安全ストッパ」を、DT200 や後述の









輌技術』No.109 1970 年)、参照。 
FS370 については松宮他前掲「住友台車の歩んで来た道(第２報)」、FS370A について










ついては住友金属工業の HP 参照。 
328 反主流的開発の蹉跌や脱却への突破口については後ほど取り上げる。DT42 の当該部に
ついては手塚『鉄道車両/台車のメカ』47 頁、参照。DT42(TR224)については日本国有鉄
道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』153∼ 162 頁、参照。 
 301 
ともかく、かように考えることによってその後の国鉄電車における軸箱支持方式ならび
に車軸軸受様式の発展も無理なく理解されるし、VVVF インバータ制御と WN 平行カルダ





間座で位置決めし、内輪を一体筒状式とした複列円筒コロ軸受 JC9 と深ミゾ玉軸受 JB4
を組合せた、油潤滑という方式を除けば、国鉄ではかなりありふれた、原初 55 年体制に
忠実なモノとなった。JC9 の主要寸法は軸径 130mm、外輪径 280mm、内輪幅 215mm、
外輪幅 210mm、重量約 56kg、設計ラジアル荷重 6.5(瞬間最大 8.5)トン、基本負荷容量 110･
120 トン、JB4 は軸径 125mm、外輪径 260mm、幅 55mm、重量約 13kg、設計荷重 2.3(瞬
間最大 7.5)トン、スラスト負荷容量 15･18 トンであった。数値が２つあるのは同じ JC9 で
もコロの数が１列につき 13 のものと 14 のものとが有ったからである。スラスト緩衝装置
としては皿バネ２枚＋皿バネ座２枚のセットが配された(図 9-49)。 
 


































易いため、高 d･n 値運転向きではない。この内、スピン滑りによる摩擦については図 1-3
の注記を見よ。 
330 第Ⅷ章 (2)、『日本精工六十年史』223 頁、参照。但し、実際には比較試用期間があっ
たようである。中村は、 
新幹線初期に コロ軸受 を A 社は大気中溶解 B 社も大気中溶解、C 社のみ真空
溶解の材料で製作した。 



























                                                 
331 赤岡純「国鉄新幹線車両用軸受(2)」(『機械の研究』第 15 巻 第９号、1963 年)、角田和雄, The 
Effect of Misalignment on the Forces Acting on the Retainer of Ball Bearings(Trans. 
ASME, Ser. D, 86,(3), 1964)、同「玉軸受の保持器に作用する力(第１、２報)」(『日本機械学
会論文集』第 32 巻、239 号、1966 年)、参照。その概要についてはまた、岡本･角田前掲『転
がり軸受』176~178 頁、参照。赤岡の論文は角田らの研究を紹介したもの。 
332 角田「Move the World through Tribology ―あるトライボロジストの歩いてきた細い













な書物として五十嵐修蔵『鉄道 100 年の技術』工業調査会、1974 年、57、58 頁、参照。 











図 9-51  軸箱温度測定結果の一例(1964 年８月 25 日) 
 
一連の本線測定試験は 1964 年４～９月に実施された。 





























図 9-52 新幹線台車用駆動装置の概要 


















日本潤滑学会前掲『改訂版 潤滑ハンドブック』1026 頁、図 12.1.77。 
ピニオン軸受：QT4A(内径 80mm、外径 170mm、幅 42.5mm) 









ECB 支持梁をぶら下げたようなモノ)、9011(9010A の全長を詰め、ECB 支持梁を通常台車枠／作動時
のみ軸箱支持としたモノ)、9012(中空軸の採用等により一層、バネ下重量軽減が図られたモノ)が開発
試験された。 
961 型用としては ECB 無しの DT9013(枕梁、軸箱前蓋の軽合金化、台車枠の構造見直し等によ
り一層、軽量化が図られたモノ。駆動装置点対称配置)、9013A(同、駆動装置線対称配置)、9014(直角
カルダン)という計８種の台車が相次いで試作され、DT9013、9013A が 200 系、100 系、
100N 系等、爾後の国鉄新幹線電車のベースとなった。その結果、新幹線台車はどれもこ
 307 
れも DT200 もどきの構造が踏襲される結果となる339。 
車軸軸受に関しては３様の設計が試みられ、軸径を 130mm から 140mm に、外輪径を
280mm から 300mmに、内輪幅を 215mm から 230mmに、外輪幅を 210mm から 225mm
にサイズアップし、基本定格荷重を 14.8t から 20.7t に増強した 2P140-4 複列円筒コロ軸
受といったものが開発された他、スラスト用深溝玉軸受に関しては軸径を 125mm から
135mm へ、外輪径を 260mm から 280mm へ、軌道輪幅を 55mm から 58mm へとサイズ
アップした B135-4 が開発されたのみならず、その複列(並列)化(図 9-53)が試みられた。 
 
図 9-53  山陽新幹線試作電車用試作車軸々受の一つ 
 
深溝玉軸受の両側に皿バネが置かれ、かつ、一番外側にシムが挿入されている。 










走行試験は 1969 年３月より始められ、1973 年からは 961 型での現車走行試験も実施さ
                                                 
339 車両設計事務所『新幹線電車技術発達史(250km/h 編) 総論及び機械各論』1976 年、715~877
頁、参照。この本は第一級の資料であるが、その内容はタイトルに反し(?)、951、961
形試作電車に関するモノのみである。 







そして、新幹線営業電車には JC9(東海道、山陽)型、JC9-2 型(軸径を 133mm に 3mm アップ、



















                                                 
341 車両設計事務所前掲『新幹線電車技術発達史(250km/h 編) 総論及び機械各論』921~925 頁、
参照。 

















営団(モハ 500、モハ 1900)においてはスリーブ付き自動調心コロ軸受の採用例が目立つ。 













ル製 B.R.B.No.1 グリース(Na･Ca 混合石鹸基グリース)の導入がそれである。即ち、国鉄では







国鉄は 1962 年度より 101 系電車の登場以来、d･n 値の大きい回転機軸受に用いられて
来た BRB No.1、輸入ソーダ･カルシウム混合石鹸基グリースを代替すべき国産 Li 石鹸基
グリースの寿命、耐久性試験を鉄道技術研究所に委ね、1966 年々頭には車輌用回転機なら
びに自動車用のころがり軸受において試用される銘柄を以下の 4 つと制定した345。 
A：日本石油  マルチノック No.2 
B：丸善石油  リマックス‐2T 
C：アジア石油 アジアベアリンググリース HS 
                                                 
345 日本国有鉄道運転局『検修指導書』1968 年、245~246 頁、参照。 
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 EF58 型および EF60 型電気機関車各 4 両を用いて実施された主電動機軸受現車試験に
おいては、各グリースとも20万kmまでは無更油使用可能であることが確認された(表9-5)。 
 
表 9-5  グリース現車試験の概念的総括 
測定項目 
機関車形式の比較 
(EF58 型と EF60 型) 
走行キロ増加の影響 
酸化 EF60 の方が大 D は増加。他は不明 
稠度の変化 EF60 の方が大 
10 万 km で軟化、20 万 km では
一般に硬化。C は変化小 
鉄含有量 EF58 の方が大 
漸増、整流子側と歯車側との差は
無い 
銅含有量 差が無い 明らかに増加。歯車側が最大 

















                                                 




                                                 
347 B.R.B.No.1 グリース他については『車両用ころがり軸受』174、198 頁(第 7･22 表)、赤
岡前掲書 147 頁、日本国有鉄道運転局前掲『検修指導書』246 頁、その後、改良が加え
られたグリース全般については日本精工『軸受 CAT. No. 140c』A110~111 頁、参照。 
 312 
Ⅹ．現代 ―― 円錐コロ軸受の車軸軸受としての復活 
(１)AAR 円すいころ軸受の開発と進化、導入 
しかしこの間、今日における鉄道車輌車軸軸受のあり方を予兆させるような新技術が誕
生し、わが国にも導入された。それは Tracy V., Buckwalter の思いをヨリ高度な製品の形
で具体化させたもの＝ AAR：アメリカ鉄道協会の標準軸受……モダンな円錐コロ軸受で
あった。 







図 10-1 Timken における初期の平軸受代替用円錐コロ軸受の応用設計例 
      
ARA  Car Builders' Cyclopedia of American Practice Thirteenth Edition ― 1931. p.852, Fig.2472 
 
図 10-2 Timken の平軸受代替用“Quad”円錐コロ軸受 
 
 313 
A.R.A.―Mechanicai Division, Locomotive Cyclopedia  of American Practice Tenth Edition ― 1938. 
p.701 Fig.6. 
 
図 10-3  AAR 標準円錐コロ軸受 
 
赤岡 純 編著『シール技術』178 頁、図 2.6。 













































図 10-4 ラビリンスおよびフリンジャ 
 
a の段差部分で遠心力による異物の跳ね飛ばし作用が演じられる。 






                                                 





Tracy V., Buckwalter の夢が半世紀後、漸く具









で言うところの RCT 軸受(Rotating End Cap Type Tapered Roller Bearing)の一つが誕生した。









立てているので、(限界 d･n 値/運転 d･n 値)×1000 時間で表されるグリース寿命の約３倍の寿
命があるものと考えられている。しかし、軸受内径の大きいグリース封入軸受は寿命が短
くなるので余り推奨できない、JIS で内径 140mm 程度まで規定してはいるが、20～30mm
から高だか 50mm 程度が使いごろである、などと評している351。 
然るに、この大直径軸受たる鉄道車輌用車軸軸受の密封軸受化について松本は、  












                                                 
349 赤岡 純 編著『シール技術』10~14 頁、参照。 
350 松宮他「住友台車の歩んできた道(第２報)」付表１、より。 
351 松本「特集 転がり軸受の早期破損とその対策」、参照。 































求によって開発されたのが高性能エァフィルタ(HEPA―high efficiency particulate 
                                                 
353 松本「特集 転がり軸受の早期破損とその対策」、より。 
354 松本美韶「一歩先を行く潤滑管理のためのコンタミネーションコントロール(連載２)」






































                                                 
355 赤岡 純 編著『シール技術』378~379 頁より。なお、空気の清浄度に関するアメリカ




に改め、国鉄で’65 年に採用され、翌年、制式化に至ったのが JT 系列３軸受である357。 
 
図 10-5  JT9 型密封型複列円錐コロ軸受 
  
『近代客貨車の構造と理論』69 頁、2-2-16 図。 
 
図 10-5 に示されるように、その嚆矢たる JT9 は外輪一体で内輪を調整間座で位置決め
する方式の、スリーブを持たない直接圧入型密封式円錐コロ軸受(内径 110mm)であった。こ
れに続き、ホキ 2500 型貨車にもほぼ、同一構造の JT10 型軸受(同 120mm)、JT11 型軸受(同
130mm)が採用された。軸箱が無く、車軸端にボルト３本で留められた回転する前蓋は以後、
馴染みのアイテムとなった。 
「従来の JC6、12、16 などの値段も高く保守の手数を要する点を解決するため昭和 40
年から新たに採用された」(『近代客貨車の構造と理論』66 頁)、即ち 1965 年のトキ 25000 型








して誕生した。Bettendorf 台車(米)の流れを組む TR41 台車のわが国における淵源は D52
型貨物用蒸気機関車の炭水車台車にあり、外観的には菱枠台車の側枠を鋳鋼化した型式と
                                                 
356 赤岡 純 編著『シール技術』9 頁。 
357 『日本精工五十年史』344~345 頁、『日本精工六十年史』245~246 頁、『近代客貨車の
構造と理論』66~69 頁、浅野前掲論文、参照。 
 319 
見て良い(参考として図 10-6 を掲げておく)358。 
 















TR207 として量産が始まり、更に翌年からは軸受を JT10 型密封円錐コロ軸受に改めた




図 10-7  TR223 型台車 
                                                 
358 枕バネに合せ板バネを用いる最も旧式の、TR41 の直接のルーツと思しき Bettendorfer
台車については大谷前米国を中心とした欧米の客貨車要話』49 頁、第二十六図、参照。 





日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』202 頁、第 1･314 図。 
 
同じく、先にツバ付円筒コロ軸受の導入例として触れた TR63 系台車の派生型式として
1968 年に登場した TR215 台車や 1970 年登場の TR222 台車に採用されたのも JT11 およ

















浸水によるグリースの乳化･飛散を誘因とする軸受焼付き→車軸折損(例えば 1971 年５月 12
日、根室本線帯広駅構内、キハ 56 106 脱線)、玉軸受へのスラスト負荷増大→保持器リベットの
折損と軸受焼付き→車軸折損(例えば 1972 年７月 15 日、山陽本線竜野駅構内、サシ 581 11 脱線、














表 10-１ 円筒コロ軸受の取替え状況 
累積走行距離 100 万 km 以下 100~200 万 km 300 万 km 以上 
計 
軸受製造年 1972 年以降 ’67~71 年 ’60~66 年 
検査数(個) 3688 3214 2973 9875 





スミアリング  124  116   85  325 
なし地･変色   30   31   14   75 
保持器リベット弛み   10    7   13   30 
フレーキング   13    1    6   20 
                                                 
359 この辺りの記述は国鉄車両設計事務所技師(執筆当時)、鶴賀仁史の「鉄道車両における




因 保持器の摩耗    1    3    4    8 
ピッチング    2    1    1    4 
その他    3    3    6   12 
取替え率 % 5.0 5.0 4.3 4.8 
国鉄吹田工場における 1977 年度、定期検査時(周期 40 万 km)の取替え実績。 
車輌は通勤、近郊、急行、特急電車。 
最高速度は 100km/h、110kn/h、120km/h。 















他方、新開発の DT36 系空気バネ･ダイレクトマウント台車には軸受として 120 複列
．
円




内径 120mm の円筒コロ軸受は JC12、12A と同一寸法の、電車に標準的に用いられた
JC11 と共に、国鉄が’60 年代に主力と恃んだ軸受である。もっとも、通勤電車、181 系“こ
だま”型特急電車、その交直流版として 1964 年に誕生した 481 系(同じく’65 年の 483 系、’68
年の 485 系、’71 年の 489 系)、1967 年の 581 系、583 系交直流特急電車といった車輌におけ
る JC11 の遣い方は単体ではなく、120 複式
．
円筒コロ軸受と称し、スラスト用玉軸受との
組合せ、即ち、かの 55 年体制の構成要素という格好で用いられていた。従って、キハ 65
に採用された設計は旅客車設計においては半歩前進と評価され得る361。 
然しながら、この台車に新たに導入された軸箱支持機構の方は散々であった。これらの
                                                 
360 簡単には『鉄道車輌工業と自動車工業』184~185 頁、参照。 











図 10-8  キハ 181 系特急気動車１次車に採用された DT36B 型台車 
 
       




頁、540 頁、第 413 図、参照。 
 
                                                                                                                                               










図 10-9  キハ 181、２次車に採用された DT40 型台車の側枠における亀裂･腐食発生部
位 
 
同上書、634 頁、第 1･107 図。 
 
この“延長型リンク”式軸箱支持機構を有する新系列台車は 1971 年から製造されたキ





図 10-10  キハ 65 の DT39 型台車 









四国鉄道学園『キハ 65 形ディーゼル動車』改訂増補第３版、1973 年、278 頁、第 6-12 図より。 
 
図 10-11  キハ 66･67 の DT43 型台車 
 
日本国有鉄道工作局『車両検修技術 台車･輪軸編〔１〕』174 頁、第 1･280 図。 
 
かかる失態を演ずる一方、国鉄は 1968 年、寒冷地(函館本線)向け 711 系交流近郊電車に
円筒案内式軸箱支持を有する DT38 型空気バネ･インダイレクトマウント台車(図 10-12)と
RCTならぬ、密封円筒コロ軸受＝RCC軸受(図10-13)を採用するという英断を下している363。 
 
図 10-12  DT38 型台車における円筒案内方式 









国鉄においては 1972 年投入の 183 系直流特急電車０番台ならび 481 系交直流特急電
車の同年以降製造のグループに使用された DT32E、1974 年投入の 183 系 1000 番台耐
雪型に用いられた DT32I 型空気バネ台車がこれを踏襲した型式であった。但し、これら






152 頁、第 1･241 図、367 頁、第 2･98 図もほぼ同じ。 
 
 










                                                 
364 この点は前掲、東武 200 系用 FS370A 型スイングハンガ台車が 1991 年、FS370 から



















711 系を皮切りに、内径 120mm の 120 密封円筒コロ軸受＝JC17A は 1977 年登場の 50
系一般型客車(TR230 型コイルバネ･スイングハンガ台車、１本軸バネ、軸箱守)、同じく 1977 年か
ら投入されたキハ 40 系酷寒地･寒地型ディーゼル動車にも採用された。 
キハ 40 系試作車 16 両に「一般気動車用として今後の標準台車として設計」、採用され





DT44/TR227 と TR230 には同一の RCC 軸受 JC17A(120 密封円筒コロ軸受)とこれに対応
する軸箱が用いられており、55 年体制からの決別に対する埋合せとして“鞍”の“耳”に
は緩衝ゴム(図 10-14 の(７))が取付けられ、軸箱支持に若干の弾性が付与せしめられていた。 
 
図 10-14  DT44 および TR230 型台車に採用された JC17A 型 RCC 軸受と緩衝ゴム(７)
                                                 
365 鶴賀によれば１万 km 当り“すり板”摩耗量は関西地区における 113 系近郊電車(最高
速度100km/h)の約10μmに対して711系(最高速度95km/h)では約１μmに過ぎなかった。 
366 鶴賀によれば密封型円筒コロ軸受(累積走行距離約 70 万 km)と非密封型円筒コロ軸受(累積




367 キハ 40 と同じ年から配備が進められた暖地型ないし廉価版のキハ 47 に採用されたの
は旧態然たる DT22D(TR51C)型スイングハンガ台車と 110 複式
．
円筒コロ軸受、即ち、非･




日本国有鉄道車両設計事務所『キハ 40･47 形式ディーゼル動車説明書(1/3)』1975 年、95 頁、図 3-1-5
より。関西鉄道学園気動車研究会編『キハ 40･47』鉄道科学社、1978 年、204 頁、7-4 図も参照。 
 
もっとも、幾ら左前の国鉄でもこんなケチ臭く中途半端な機構が標準化されて良い謂れ
はなかったモノと見え、キハ 40 量産車用に開発された改良型 DT44A/TR227A 型台車は軸
711 系用 DT38 台車のようなウィングバネ･乾式円筒案内方式の箱支持方式を有する空気
バネ･インダイレクトマウント台車となった(図 10-15)。 
 




北海道鉄道学園『キハ 40 系ディーゼル動車』改訂増補第４版、交友社、1982 年、242 頁、6-25 図、243
頁、6-26 図、より。 
                                                                                                                                               
園気動車研究会編『図説 キハ 40･47』鉄道科学社、1978 年、208~210 頁、参照。 
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名称からして TR230 の後継機種たる TR231 も同じであった。もっとも、こちらは客車
用ではなく、1979 年登場の 103 系後継機、サイリスタ･チョッパ制御を奢
おご
られた 201 系通
勤電車の付随車クハ 201、サハ 201 に用いられるべく開発された付随台車、つまり、DT46
型空気バネ･インダイレクトマウント動台車の相棒であった。この 201 系には車軸軸受と

















                                                 











台車は 205 系や 211 系の DT50 型台車の基本となったものであるが、円錐積層ゴムによる
軸箱支持方式と大き目のアキシャル隙間を有する軸受との相性の悪さが問題となったため、









JR 時代に入ってからの 1989 年に開発された、JR 西日本の電車としては最後の抵抗制
御、中空軸平行カルダン駆動方式を有する 221 系近郊電車(WDT50H 型台車、空気バネ･ボルス
タレス、軸箱支持円錐ゴム、牽引装置 Z リンク、1998 年以降、ヨーダンパ追加工事を実施)、1993 年
から量産が始まった VVVF インバータ制御、TD 平行カルダン駆動の JR 東日本 209 系通
勤電車(DT61 型台車、空気バネ･ボルスタレス、軸梁式、牽引装置 1 本リンク)にも JC32 を基本とす
























この JT14 は 209 系に続き、E217 系近郊電車、E127 系直流一般形電車、701 系交流一般
形電車といった軸梁式台車を履く電車に使途を拡げて行った。 
一方、JR 西日本は 1992 年に一部区間において最高速度 160km/h で運行される特急“サ
ンダーバード”用に投入した 681 系交直流特急電車の WDT300 型台車(空気バネ･ボルスタレ
ス、軸梁式、Z リンク、ヨーダンパ、トーションバー式ローリング抑制装置付き)に密封型円錐コロ軸
                                                                                                                                               
いので、高速台車においては蛇行動抑制装置としてヨーダンパを設置する必要がある。 





→WD56 から軸梁･1 本リンク式 WDT59 へ、WN 継手式から TD 継手式中実軸平行カルダン式へ、他に
ヨーダンパ追加、など)と派生車型の展開を重ねながら現時点においても増備が続けられてい
る 223 系近郊電車においても同様の軸受が用いられている。また、207 系通勤電車におい
ても車軸軸受には“標準軸受”としての密封型円錐コロ軸受が採用された。 
この傾向は他の JR 各社においても看取され、RCT 軸受を装備した台車を履いた電車や
気動車が次々と投入されている他、貨車においてもこの間、RCT 軸受の普及が進み、1988
年以降、JT11 系 RCT 軸受を装備する TR223 台車の流れを汲む FT1 型台車ならびにその
派生型式への一元化が推進されている372。 
2002 年には世界初のコンテナ貨物電車、最大速度 130km/h を誇る M250 系(4M12T)が








れ、1992 年春に投入された“のぞみ”用 300 系の車軸軸受には従来の複列円筒コロ軸受
と玉軸受との組合せが車軸と軸箱を徒に長く大きくし、バネ下重量の増大を招く要因とし
て忌避されたため、両ツバ付き別体外輪と片ツバ付き一体内輪＋ツバ輪構成の油潤滑、複




これと同一世代に属する油浴潤滑の JC35, -37, -38 系軸受は JR 東日本、400 系、E1 系、
E2 系、E3 系にも採用された。 
しかし、同時代には既に TGV(仏)や ICE(独)において密封複列円錐コロ軸受が採用され
ていた。また、TGV によって先鞭をつけられ、新幹線においては 300 系に初採用された
                                                 
372 大山･平沢『鉄道車両用軸受の変遷』14 頁、参照。 












300 系と同じ 1992 年に登場した JR 西日本の 500 系実験車輌、WIN350 用 WDT9101
台車(空気バネ･ボルスタレス、軸梁式、１本リンク、ヨーダンパ)には密封円錐コロ軸受が採用され
た。 
同じく 1992 年に投入された JR 東日本の実験車輌 STAR21 においては MAN(独)の製品
を含む多くの台車が試験されたが、この内、国産の DT9035A, B、9036A, B、9004A, B、
DT9036C 台車には密封円錐コロ軸受が採用された375。 
かくて、1996 年に投入された JR 西日本、500 系営業車輌の WDT9102、WDT9103 台
車には新幹線営業電車としては初めて密封円錐コロ軸受 WJT1 が採用されるに到った(『ト
ライボロジーハンドブック』167 頁、表 3.4.4、参照)。 
また、1999 年に投入された東海道新幹線 700 系用 TDT204 台車(JR 東海、円筒案内･ゴム
＋コイルバネ)、WDT205A(JR 西、軸梁)にも密封円錐コロ軸受(WJT1, JT21)の採用が断行され、
2007 年投入の後継機、JR 東海 N700 系の TDT205 においても新型の RCT 軸受＝密封円
錐コロ軸受 JT21A が採用されている。 







コロ軸受 JC37A に道を譲った。 





になく、海外でも TGV や ICE には国産の同型密封円錐コロ軸受＝RCT 軸受が車軸軸受と
                                                 
374 なお、ヨーダンパの導入に際してはオイルダンパ減衰力の微小振動増幅抑制効果が疑
われたと伝えられているが、TGV における成功がその導入を一気に加速した(日本機械学





375 MAN の台車に用いられた軸受については不詳ながら、ICE の車軸軸受は密封円錐コロ
軸受であり、MAN の台車が採用されている事実を重ね合わせれば、STAR21 に試用さ




















                                                 
376 FASTECH360S については加藤博之･岩波健･新井浩･浅野浩二「高速新幹線用台車の
開発」JR EAST Technical Review. No.14 Winter, 2006、小笠原稔「次世代新幹線の研
究開発の方向と FASTECH360」同誌 No.15 Spring, 2006、参照。 
  ここで用いられているポリアミド樹脂製保持器、軽接触リップシール、内輪･内輪後蓋
接合部と車軸ジャーナル表面との間のフレッチング防止策を基本的特徴とする RCT 軸
受は NTN によって 2007 年に開発された「新 RTC 軸受」と同根の技術であると思われ
る。同社の HP、「新商品情報」の 2007 年 4 月 12 日付記事、参照。 












の主張は、2010 年 3 月 3 日の“のぞみ 56 号”の事故を予言するかの如きトーンを帯び
ているとは言え、車軸軸受における技術シフトとの相関においてはやはり矛盾を含むモ



































                                                 
377 対談「技術発展の礎 ― 国鉄技術研究所」より。森垣常夫編『源流を求めて』交通協
力会出版部、1974 年、261~278 頁、所収。当該の発言は 265 頁。簡単には拙著『鉄道
車輌工業と自動車工業』168 頁、参照。 
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結びにかえて 
冒頭に掲げられたインターナルな視点から見た２つの問題点については第５章ならびに
第７章で一応の結論が提示された。 
鉄道車輌車軸用円錐コロ軸受における「正面組合せ」について言えば、モーメント荷重
に対する基本動定格荷重に係わる特性ならびに自動車における多数の実施例にも拘らず、
面白くもない「正面組合せ」や「複列内向き」方式がかつては鉄道車輌車軸軸受に広く採
用されていた。 
この事態を“台車剛性の低さに起因する車軸の変位を大きな角隙間で逃すため”、と理屈
付ければ何とはなしに筋が通っているようにも聞えるが、そもそも台車剛性が鉄道省標準
ガソリン動車のそれのごとくに低ければ軸受内部に大きな“逃げ代”を確保しておかずと
も済んだ筈である。 
結局のところ、「正面組合せ」や「複列内向き」方式の複列円錐コロ軸受のプロフィール
に自動調心コロ軸受の面影を重ね、何となく……相対的に大きな角隙間ゆえに軸の曲がりによる
軸受のこじりを逃せば済むような気になって……安堵する心理が斯界の技術者たちに共有され
ていた可能性、これが第１の問いに対する唯一、考え得る回答であった。 
それにも拘らず、かような惰性的設計は台車剛性の向上とは裏腹に、長らく踏襲された。
確かに鉄道車輌において軸に作用する曲げモーメントの相対的強度が自動車より小さいと
いう事実は有ったものの、高速化、台車剛性の向上と共にやがてそれは然るべく破綻を来
し、“複式円筒コロ軸受”などという技術的袋小路への途が拓かれることとなった。 
第２の問い、即ち、円錐コロ軸受の予圧について言えば、自動車のハブ軸受には「背面
組合せ」ないし「複列外向き軸受」の形で円錐コロ軸受が多用されるが、ハブの一部をな
す軸受ハウジングにはブレーキ摩擦材取り付けられているため制動の度にハウジングと外
輪は加熱され、ラジアル有効隙間も増大する。これはコロの浮きと再接触の繰返しによる
スミアリングを惹起する誘因となる。自動車の旋回時にはタイヤ接地点に働く横圧が大き
なモーメント荷重となってハブ軸受に印加されるから、ラジアル隙間増大によりコロ１本
に過大荷重がかかる危険も増す。ハウジングの熱膨張は外輪の締め代を低下させ、クリー
プの生成をも促す。 
ハブ軸受の組付け時、敢えて本来の寿命を犠牲にしても負の隙間を与えるのが常識とな
っているのはかような現象を予防するために他ならなかった。上記は鉄道車両の車軸軸受
においては発生しない問題であり、予圧の有無はこの相違を根拠としてのみ説明可能であ
る。 
現代技術の古典領域における進歩の構造というヨリ大きな問題に対して、近年における
車軸軸受ならびに台車技術の体系的シフトを踏まえた総括を試みれば、概ね次のようにな
ろう。 
現代技術の古典領域は構造技術、動力技術、情報通信･制御技術という３つの技術サブシ
ステムによって構成される。各サブシステム間における発展は不均等であり、その不均等
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性は一面において進歩の誘因であり、他方では事故という形をとった歪みの現出が繰り返
されることの根本原因ともなっている。 
ころがり軸受は動力技術の要素たると同時に、その展開にとって不可欠の要素でもある。
それはまた構造技術としての一面を有しており、更に計器やジャイロコンパス用軸受等に
おいては制御技術の一面という性格をも帯びて来る。ころがり軸受はそれほどに汎用的な
要素技術であり、かつ、各方面からのシワヨセが集積され易い機械要素でもある。 
然らば、それが実用一点張り、縁の下の力持ちである点は誇るに足ることとするにせよ、
この事実を楯として、“鉄道車輌用、とりわけ車軸用ころがり軸受は耐久消費財などとは異
なり、思い込みや流行とは「一切無縁」を通し得た存在であった”、と総括することが正し
い歴史記述であると言えようか？ 答えは明確に“否”である。一見、流行や偏見とは縁
遠い存在に見える鉄道車輌用ころがり軸受といえども、その発展の内実をつぶさに観察す
れば、所詮、その正体は“時代の子”に過ぎなかった。 
車輌用ころがり軸受のあり方を規定した外的因子は社会が鉄道に対して要求した速度、
経済性にあり、内的因子としてはそれに応えて鉄道経営主体が用意出来る線路規格ならび
に整備水準、車輌の基本仕様、台車の基本仕様とりわけ設計における冗長度･台車枠の剛性･
軸箱支持剛性、更には潤滑剤の性能、緩衝材の性能、車軸工作技術水準、車輌整備技術水
準、といった諸要因が挙げられる。 
しかし、それらの結合による社会的ニーズへの適応という行為において決定的な役割を
演じた要因は鉄道経営主体における多分に伝統墨守的にして、ややもすれば偏狭と形容で
きるような思考様式であった。個々の技術的提案はそれらの力が作用する張力場において
その成否を問われるしかなかった。 
機械技術の進歩一般を凝視すれば、全く新規なモノの創造という例は稀であり、旧い提
案の現実化、特殊であった存在の一般化といった様相を呈する場合がほとんどである。合
理的選択の結果としてある技術が生き残る。他方、一将功成った蔭で淘汰される技術も全
くの烏有に帰すのかと言えばそうではなく、技術的遺伝子ストックの層として沈積して行
く。そのものたちは時を違
たが
えて記憶の淵から呼び覚まされ、あるいは再発見され、最新の
知見と結合･再構成された上で改めて選択淘汰の場に送り出される。 
この輪廻転生の舞台上においては“勝者”と言えども、本質的に、ある時点における諸
条件との兼ね合いの中で最も合理的とされた最適解、敢えて突き放した言葉で表現すれば、
単なる“間に合わせ”、“一時凌ぎ”、“切り抜け策”であり、そういうモノとして一場の喝
采を博す泡沫的存在たり得るに過ぎない。 
それが進歩という名の使い捨て
．．．．．．．．．．．
をモットーとする現代技術にとっての宿命である……島
秀雄の言を借りてこれをパラフレイズすれば、“親死ね、子死ね、孫死ね”(『島秀雄遺稿集
―20 世紀鉄道史の証言―』74、75 頁)、ということになる。これを“使い捨て”、“スクラップ＆
ビルド”と言い換えても良い。 
1884 年に定礎され、以後、本質的な改良を被っていないばかりか、百年以上前に造られ
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た個体の方が当今生み出される“改良された”末裔たちや新たに“開発”されるマガイモ
ノたちよりも優れた“鳴り”を発揮することで夙に聞えるスタインウェイ･ピアノの如きは
蓋し近代技術が未だその“胎内記憶”を喪失し切っていなかった段階においてのみ生み出
され得た特異な存在として、あるいは近代技術史上の反省材料として特筆されるに足ろう。 
この点については稿を改めて臨むしかないが、事ほど左様に“使い捨て有理”の現世に
おいて、ある
．．
技術が長く第一線に留まるなどというケースが有るとすれば、それは(陸軍統
制系ディーゼル機関のように)よほどの形質的優位性の帰結であるか、はたまた制度的･非技術
的慣性力のなせる業であるか……大方その何れかである。 
この意味において、ある技術が国鉄一家的な硬直化した技術体制ないし技術思想によっ
て“標準化”の名の下に不自然･不必要に延命されていたという事態は、国鉄制式ディーゼ
ル機関のケースであれ、現に観察して来た国鉄標準車軸用ころがり軸受＝“複式
．．
円筒コロ
軸受”のケースであれ、現代技術の本質に対する極端な歪曲の事例に他ならない。 
今日、関係者の弛
たゆ
まざる努力により、台車本体ならびに軸箱支持構造の進歩、ヨーダン
パの普及発展、防振ゴムの品質･性能向上、更には線路保守水準の向上等々、諸条件整備の
総和として内外を問わず、車軸軸受の世界において円錐コロ軸受の復活が果たされつつあ
るという事実は技術の内的進化の発露として欣快に堪えない。 
この流れがこの極東の小国において再び悪しき標準
こうちょく
化へと進まされ、結果として技術に
歪められたライフサイクルが強要されるようにならぬことを切に願わずにはいられない。 
もっとも、かく論じながら、筆者など、この種の比較的
．．．
瑣末な
．．．
危惧
．．
など、最早、過去の
ものと見ている。試みに、現在のNTN㈱の製品カタログを御覧になるが良い。そこではRCC、
RCT軸受に関して、「この軸受はオイルシールを用いた密封構造のため軸受の固定方法を考
慮すれば，屋外･屋内の産業機械にも使用することができる」と明記されている。 
関係者たちの血と汗によって贖
あがな
われた技術進歩は特殊を一般に転化させ、その功罪相半
ばする国鉄一家的利益共同体の縄張りに永らく幽閉されて来た車軸軸受の技術は今やかく
の通り解放
．．
されている。そのような状況の下でなら、技術進歩への刺激、技術淘汰への圧
力もまた、ヨリ自由闊達な作用機会を与えられるであろう。 
現行型車軸軸受技術が無数の渦から成る大きな流れの単なる一局所領域、一個の泡、な
いし長い道行きの中の一つの回り道として回顧される日もやがては訪れるであろう。かか
る進歩……例えばinside bearing式台車とwheel-in motorとの実用化……などが実現されるならば、
その意義効能は大であろう。 
これに関連して筆者ごときが口を挟めることと言えば、それらがTracy V., Buckwalterに
よって試みられ、あるいは機械式変速機に信頼性を欠いたヨーロッパの自動車界において
提案されながら、共に表舞台から退くことを余儀無くされた技術であるという20世紀技術
史の一コマについて呟
つぶや
くことぐらいである。 
もっとも、今日、ヨリ深刻に危惧されるべきは、かような技術進歩の道行きの果てに早
晩到来する使い捨て文明＝“現代技術の本質”自体の頓挫という事態である。 
 338 
それでもなお、また何時、かかる状況に立ち至ろうと、戦前から戦後、昭和から平成へ
と積み重ねられて来た鉄道技術発展の遺構が単なる“冥土の旅の一里塚”に止まらぬであ
ろうことだけはユメ疑われるべきではあるまい。 
何となれば、摩擦との闘い一般は人類が在る限り継続されねばならぬ課題であり、軌条
の上で車輪を転走させる鉄道は末永くその優れた解の一つであり続けるであろうから。そ
して、先行技術の遺伝子ストックは特許申請や異議申し立てに際して踏まえられているべ
き情報であるのみならず、技術開発に係わる知的営為に奥行きと幅を持たせてくれるであ
ろうから。 
